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午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

諸 報 告 
○議長（中村進一） 日程に入るに先立ち、報告をいたします。 

 文書による質問に対する回答書を受理いたしましたので、さきに配付をい

たしました。 

 次に、財政的援助団体等の監査結果１件が提出されましたので、さきに配

付いたしました。 

 以上で報告を終わります。 

 

質          問 

○議長（中村進一） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。１番 芳野正英議員。 

   〔１番 芳野正英議員登壇・拍手〕 
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○１番（芳野正英） おはようございます。新政みえ、四日市市選出の芳野正

英でございます。 

 五郎丸選手の活躍でルーチンという言葉がはやっていますけれども、私も

一般質問の準備にやっぱりルーチンがあるかというと、準備に向けてどたば

たするというのが私のルーチンで、今日も直前まで原稿を推敲しながらやっ

ていましたけれども、その分、思いを込めて質問をさせていただこうと思い

ますので、どうぞ御答弁のほど、しっかりよろしくお願いをしたいというふ

うに思います。 

 一つ目の質問ですけれども、これは副題がありまして、以前、マイケル・

サンデル教授の『これからの「正義」の話をしよう』というベストセラーが

ありましたけれども、それにちなんでではないんですけれども、これからの

福祉の話をしようという副題をつけまして、この質問に関しては、現状の国

の制度が今どうなっているかとか県の制度どうこうというよりは、むしろこ

れから今後10年ぐらいの地域福祉のあり方というのがどういうふうになって

いくかというのを、ぜひこの議場で議論をしていきたいなというふうに思っ

ています。これは私自身のライフワークにして取り組んでいきたいなと思っ

ているところを述べさせていただこうと思いますので、ぜひ執行部の皆さん

も前向きな答弁をいただきたいなと思います。 

 今回、会派の先輩諸氏の御厚意をいただきまして、実は今年度２回目の一

般質問。前回９月にさせていただき、そのときには知事と新しい豊かさのお

話を議論させていただきましたけど、私の中では総論だと思っていまして、

今日はその福祉の分野という部分で各論的に新しい豊かさをどう政策に落と

し込んでいくんだというところを議論したいと思いますので、どうぞよろし

くお願いいたします。 

 まず、導入として、これからの福祉の方向性を考えていくに当たりまして

少し前提条件を考えていきたいというふうに思っているんですけれども、福

祉というと今までは、支える側、行政ですとかそれぞれの施設と、支えられ

る側、これは対象者でありますね、高齢者や障がい者や子育て中のお母さん
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であったりとか、こういう支える側と支えられる側が二分されていまして、

支える側から一方的に保護というような形の発想であったと思うんですけれ

ども、財政が逼迫してきますとどうしても、支える側の行政というのは支え

られる側に対して、余りそこを、対象者を増やさないでおこうとか、そうい

う発想にしていかないと社会保障はもたないというふうな形に今なっている

んだと思うんですけれども、そうではなくて、支えられる側に対して、これ

までは単なる一方通行であったものを、社会参加と経済的な自立を実現して

いこうという、いわゆる社会的包摂という考え方が福祉の分野でも提唱され

るようになりました。 

 私は、これももちろんこの方向で間違っていないと思うんですけれども、

気をつけなければならないのは、支えられる側、対象者と言われている皆さ

ん全てを自立させていくというのは、そこまでは問題なのかなというふうに

思っています。ちょうど障害者自立支援法ができた当初も、全ての障がい者

に自立を促すような議論がありましたけれども、例えば重度知的障がい者の

方なんかはなかなか、自立というか、もういきなり明日から納税者だという

ふうな自立に持っていくのは難しいと思いますので、その点では従来の保護

していくという視点もなくしてはいけないというふうに思いますけれども、

そういった視点を持ちながら、自立できる人には自立を促していくという整

理が必要になってくると思います。 

 それでは、そうした社会的包摂という考え方に即した県の施策についてど

のようなものがあるのか、まずはお聞かせください。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 社会的包摂という考え方に基づく県の施策とい

うことで御質問をいただきました。 

 社会的包摂という言葉でございますけれども、社会的孤立とか無縁社会な

どと称されるように、地域や家庭でのつながりが薄れ、社会的に孤立し生活

困窮に陥るといった問題が近年、社会的リスクとなっているというふうに指

摘されております。このため、一人ひとりを包摂する社会づくりを目指して、
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社会から孤立した人々がもう一度社会参加できるというように制度や環境を

整えていく取組が必要だということが求められております。このような取組

には、分野を横断した包括的、予防的支援が求められるとともに、窓口を集

約したワンストップ型の相談体制の整備とか、そういったものが重要だとい

うふうに思っております。 

 そういったもので、県の施策、現状どういうのがあるかということなんで

すけれども、一つは、まず、今年度４月１日に施行されました生活困窮者自

立支援法でございます。これに基づく相談制度がこれに当たるというふうに

考えております。県内では、福祉事務所を設置する市町をはじめ、県の福祉

事務所が相談窓口を新たに設置いたしまして、県の福祉は全体ですけれども、

相談支援員を配置の上、様々な課題を抱える生活困窮者の相談を行っている

ということです。 

 相談の実績ですけれども、平成28年１月までの間で新規の相談が3439件と

いうことで、平均すると340件、月に相談を受け付けているわけなんですけ

れども、その内容を見ますと、これは県の所管区域だけですけれども、収入

や生活費、仕事や就職など、経済的な問題が多くを占めるというのは当然で

すが、それ以外に、病気や健康、障がい、子育て、介護など多様な相談が寄

せられておるということでございます。この制度の目的どおり、一元的に相

談を受け付け、他機関の連携のもとに一定の包括的な支援が行われている例

じゃないかなというふうに思っています。 

 それから、もう１点ございます。それは、高齢者の分野ですけれども、医

療、介護、予防、住まい、生活支援、これが一体に提供される地域包括ケア

システム、これの実現を目指しておりまして、その中核的な機関であります

地域包括支援センターの取組があります。地域包括支援センターは市町が設

置主体となるわけですけれども、保健師、社会福祉士、介護支援専門員等を

配置いたしまして、３職種のチームアプローチによりまして、高齢者の総合

相談、権利擁護、介護予防等も含めまして行っているということでございま

す。 
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 とりあえず二つ申し上げましたけれども、今後ますますこういった取組が

必要になってくるのかなというふうに思っております。 

 とりあえず、以上でございます。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。 

 冒頭になぜこのような質問をしたかというと、私が初めに述べたように、

それぞれに今までの一方通行の福祉ではなくて、社会の対象者の皆さんも複

合的なそれぞれの悩みを抱えている方がいますので、その方をなるべく自立

へ持っていくということでありますし、孤立から社会参画へと、先ほども部

長の答弁でもありましたけど、まさにそういった視点がこれから政策の中に

も盛り込まれてきています。 

 今日の話はそれをさらに広げていく考え方を持とうじゃないかというとこ

ろでありまして、先ほど説明をしていただいた二つ目の地域包括ケアシステ

ムというのは、（パネルを示す）これも厚生労働省のポンチ絵を出させてい

ただいていますけど、よく見る図面でありますけれども、高齢者の方の医療、

それから介護、それから住居の手当て、それから、通常の買い物のサービス

ですとか、病院への送迎とか、そういった生活支援、こういったものを、幾

つかの高齢者の皆さんが課題に思っている部分を包括的にいろんな面で支援

していこうというのがこの仕組みだというふうに思います。 

 やっぱりそれぞれがばらばらにやっていてはだめだということだと思いま

すので、特に生活困窮者の制度というのはそれに加えて、高齢者だけではな

くて、障がい者や障がいを抱えて生活困窮しているという方もいますし、ひ

とり親世帯のように経済的な困難と子育てのところで悩みを抱えているとい

うようなところがありますので、今、まさに複合的に困難を抱えている、今

までは、高齢者なら高齢の問題、障がい者なら障がいの問題ということだっ

たのが、それぞれに複合的になっていると。 

 今、例えば、訪問介護で訪問介護事業者さんが家に訪問すると、もちろん

それでおじいさん、おばあさんをケアするんですが、実はその家庭のお孫さ
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んが30代で引きこもっているというようなことも実際に家に行かれるとわか

るわけですね、事業者さんは。でも、それに対しては、今の事業者さんは手

当てをすることはできない。でも、どこかに相談を持ち込むことで、ひきこ

もりに遭っているお孫さんを社会にもう一回戻すことができるかもしれない。 

 こういった部分が家庭における複合的な福祉の要因で、それを解決する仕

組みを考えていかなければならないんじゃないかなというのが私の問題の出

発点です。 

 今、厚生労働省も実は昨年の９月に省内で新たな福祉サービスのシステム

等のあり方検討プロジェクトチームというのを立ち上げまして、誰もが支え

合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した福祉の

提供ビジョン－、というのをまとめました。これは結局、一番は地域包括ケ

アシステムの仕組みを他分野にも広げていこうというような話であります。 

 僕はこのビジョンを読ませていただいて、（現物を示す）もうまさに我が

意を得たりだったんですけど、もともと地域包括ケアシステムの説明を以前、

もう７年ぐらい前ですけど、厚生労働省でお聞きしたときに、この地域包括

ケアシステムというのは高齢者のためだけじゃないんですと、この仕組みを

使って今後は、障がい者や子育て支援とか、そういった多くの福祉の分野に

広げていきたいんですと、その地域包括ケアシステムの制度設計をされてい

る職員の方がおっしゃっていました。それから数年たって、まさにそれが形

にあらわれてきたのかなというふうに思いますけれども、このビジョンには

現状と課題というところがありまして、やはりそこに、今なぜそれを広げて

いかなければいけないかというと、福祉ニーズが多様化してきて、一つの家

庭の中でも困難要因が複合化していますし、もう１点は、やはり人口減少で、

過疎地域、地方なんかは、一つの福祉の分野だけでは人材が足りない、高齢

者の施設もそれだけやっているのでは、なかなか人材も足りないですし、施

設も生産性が悪い、地方では、高齢者と障がい者の施設とか、複合的にやっ

ていかないと人材が回っていかないという、この二つの点がありますので、

あらゆる地域で全世代・全対象型の地域包括支援の実現を図っていこうとい



－359－ 

うのがここに明記をされているわけです。 

 その分野をまたいだ地域包括の支援というあり方は、厚生労働省に書かれ

るまでもなく各地域でそれぞれ先進的にやっていることが多くて、富山県で

は富山型のデイサービスといって、平成15年からされていますけれども、高

齢者のデイサービスの中に、障がい者ですとか障がい児に対して同じ施設で

福祉サービスを提供すると。これは、もともと初め特区で始めており、平成

15年から特区になって設置されましたけれども、平成18年から特区認定がな

くても、全国へ拡大がされたわけであります。あと、隣の石川県の金沢市で

は、シェア金沢という社会福祉法人が取り組んでいる、大きな、まさに、ま

ちごとつくってしまって、高齢者のサービスつき高齢者住宅とデイサービス、

訪問介護があって、その中には、金沢は大学が多いですから、学生の住む住

居もあって、さらに、知的障がい児の入所施設、グループホームのような形

のがあって、児童発達支援センターもあって、産前産後のケアのサロンも

あって、さらにはレストランもあって天然温泉も掘ってやっているという、

非常に複合的な、もう福祉のまちを丸ごとつくっているという、そういった

地域もあります。 

 そこまで大きくなくても、例えば私の地元の四日市市も、ＮＰＯがやって

いる高齢者サロンの中で、子育て支援、子どもたちを呼んできて高齢者と一

緒にお茶を飲んだりですとか、高齢者向けのサロンをやっているところで学

童保育所も運営をしたりとかしていますし、埼玉県の和光市は地域福祉計画

の中で、これは市が主導して地域福祉計画の中に高齢者支援と子育て支援を

包括することを明記しています。 

 私は、こうした厚生労働省が言っている全世代・全対象型地域包括支援の

仕組みというのを地域ユニバーサルケアと呼んでいます。（パネルを示す）

これは私の造語なんですけれども、このケアのイメージ図をちょっと描いて

みました。これも似たような形で、宮本太郎先生とか、中央大学の先生もこ

れと同じような図式を描いていますけれども、要は、支援を必要としている

県民の皆さんがいて、その分野が、介護であるとか障がい、生活困窮、先ほ
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どおっしゃっていただいた、さらには、難病を抱えている方ですとか、子育

て支援、ひきこもりですとか長期間無就労者、あとは、三重県の特徴で言う

と、多文化共生で日系のブラジル人、ペルー人といった皆さんを、支援が必

要な福祉ニーズに対して外側の、これはあくまでも一つの事例ですけど、い

ろんな機関が取り囲んで連携をしながらケアをしていくという仕組み、こう

いう福祉像が将来的に、この連携がうまくいくかという、ここをやっぱりこ

れから取り組んでいくべきかなというふうに思います。 

 ポイントは、やはりワンストップと、それからアウトリーチだと思うんで

す。さっきも言いましたけど、それぞれの連携をするんですけれども、連携

はしているけれども、どこか総合的にワンストップでまず相談できるような

場所がないと結局たらい回しになってしまいますから、どこかがワンストッ

プをしなければなりませんし、これからは相談窓口をつくって相談を待って

いますではだめで、やっぱり行政のほうから働きかけていかなければならな

い。 

 埼玉県和光市も地域福祉計画をつくるときに、各戸に郵送で、今の皆さん

の福祉ニーズをお知らせくださいという形で送って、その返信を待っていろ

いろ地域福祉計画をつくるというようなことをしていますけれども、行政が

困っている人のところまで届かせるという、アウトリーチの手法、ワンス

トップとアウトリーチのこの二つの視点というのがやはり大事になってくる

のかなというふうに思います。 

 では、県の役割というのは何なのかということで質問させていただきたい

と思うんですけれども、県はこれまで、先ほどの地域包括ケアシステムの構

築に関しては、研修を実施したり専門家派遣というのも行っております。今

後は、先ほど私が示したようなユニバーサルケアの考えに即して、より複合

的な福祉の連携をしている先進事例の研究も重ねて、これから県内の各市町

が取り組む全世代・全対象型の地域包括支援の仕組みについて研修を行った

り、こうした先進事例を把握している専門家の方を各市町に派遣するという

ようなサポートをしていくべきかと考えますけれども、この点についていか
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がでしょうか。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 県のかかわりということで御質問をいただきま

した。 

 それで、まず、ワンストップの窓口ということなんですけれども、地域に

おけるいろいろなケアシステムにつきましては、専門性の観点から、高齢者

福祉とか障がい者福祉、子育て支援と、制度ごとに支援を個別に提供する方

法もあれば、対象者の状況に応じまして複数分野の支援を総合的に提供する

場合もあります。それから、そのほかにも、例えば障がい者の相談支援体制

のように、市町と県が一般性と専門性で役割分担をしまして、総合的、複合

的にやると、そういう方法があります。それは、議員の御質問の中にもござ

いましたけれども、住民のニーズとか、地域の社会資源の状況とか、それか

らまちづくりの方向、それぞれの地域の実情に合った仕組みを整えていく必

要が今後あるんだというふうに思っております。 

 それで、地域ユニバーサルケアシステムとかといったときの県の役割とい

うことなんですけれども、今般、御紹介いただきました新たな時代に対応し

た福祉の提供ビジョン、これに基づきまして新たな地域包括支援体制の構築

が提唱されておりまして、厚生労働省のほうでは来年度、多機関の協働によ

る包括的相談支援体制構築事業というのが創設されたということでございま

す。 

 この事業は、議員のほうから御紹介がございましたニーズの多様化、複雑

化を踏まえまして、単独の相談支援機関では必ずしも十分対応できない制度

のはざま云々、そういう問題に対しまして、市町等が中核となる相談支援機

関を選定するということでございまして、これにつきまして、国のほうでは

来年度、各都道府県でモデルを１カ所程度選定いたしまして、この取組を通

じましてノウハウを集積し、これらを横展開することにより全国各地の包括

的な相談支援システムを構築していくというふうに言っております。 

 それで、県内では名張市が事業実施の意向を表明しております。地域での
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複数分野にまたがる課題に対応する新たな方向性の一つというふうに私ども

は認識しておりまして、県といたしましては、国の取組の方向とか、全国の

取組状況とか、情報収集を努めますとともに、こういった取組要請がありま

した場合は職員の研修でありますとか専門家の派遣配置についても検討して

いきたいというふうに思っております。それから、地域で設置されるシステ

ムにつきましては、その中心になれないのは当然ですけれども、ネットワー

クとかということがございましたら、福祉事務所でありますとか保健所にな

るのか、それぞれ要請に応じまして、そういったネットワークには参加して

いくということも含めまして支援をしていきたいというふうに思っておりま

す。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。 

 事前に聞き取りをしていたときは、部署の皆さん、反応がかたかったので、

僕も実は平成28年度の厚生労働省予算を持っておって、これ、やっていくや

ないかとここでやろうかなと思ったんですけど、さすがに部長、もう御存じ

だったと思いますし、先ほど説明していただいたとおりでございます。厚生

労働省でも来年度５億円つけて、多機関の協働による包括的支援体制構築事

業、これを全国でやりますので、先ほどおっしゃるように名張市とか、伊賀

市も社会福祉協議会なんかは非常に取組を前向きにされていますので、そう

いったところがやっている、やりかけているというところでいうと、ぜひ県

はその後押しをしていただきたいなというふうに思います。 

 １点、先ほど言ったように専門家派遣ですとか研修の部分で言うと、もう

一つ、実は厚生労働省がやろうとしていることがあって、多職種連携能力向

上研修プログラムの開発、実施というのを、1000万円かけて来年度やろうと

しています。これは多分、まだプログラムの開発ですから、平成29年度とか、

多分30年度に、そういう人材の派遣という事業を取り組んでいくようになる

のかなというふうに思いますので、ぜひこの辺の動きも注目をしていただい

て、先ほど私が申し上げたような複合的な地域福祉に対する専門家というの
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を、これからプログラムを開発して研修をしていこうということであります

ので、それに向けたサポート、ぜひ県は、そこを養成していくんだという思

いを持っていただければなというふうに思います。 

 厚生労働省もその点で言うと、今日、図表をお示ししなかったんですけど、

包括的相談支援推進員（仮称）というふうに書いてありますけど、こういう

名称になるのか、後でまたお話ししますけど、イギリス発祥でコミュニティ

ソーシャルワーカーというのもありますが、どういう呼び名になるかわかり

ませんけれども、そういう人材の育成に関しては今後、再来年度以降になっ

てくると思いますので、ぜひその動きも注目をしていただきたいなというふ

うに思います。 

 県もそういう意味で言うと、国の動きが加速的に追いついてきていますの

で進めていくのかなというふうには思いますけれども、ほかの他府県でこれ

を先進的にやっているところはないかと、いろいろ調べていたら一つありま

して、秋田県です。秋田県は平成17年度から地域福祉トータルケア推進事業

と、秋田県はトータルケアと呼んでいますけど、トータルケアって総合的と

いう意味でちょっとかたい。僕はユニバーサルケアと、しなやかさというか、

そういうイメージがあるので、ユニバーサルケアのほうがいいんじゃないか

と思って僕は名づけていますけれども、こういうのをやっています。 

 これは、秋田県が県の社会福祉協議会に委託をして、各市町にそれぞれ地

区の社会福祉協議会がありますから、ここが多職種連携の地域課題の解決を

目指すモデル事業を手挙げ方式で、手を挙げてもらって、そこをモデル社協

に指定して、その取組、2000万円ぐらいつけるのでやってみてくださいとい

うふうにやっているというのを平成17年から３年間やりました。 

 そのうちの一つの、藤里町の社会福祉協議会というところがやった取組が

ありまして、これはひきこもりの皆さんを社会へ参画させる先進的なモデル

で、今、藤里方式というふうに言われています。『「藤里方式」が止まらな

い』という本もその取組を示しておられるんですけど、（現物を示す）ひき

こもり者とか長期不就労者、また、在宅の障がい者の支援事業というので、
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ひきこもりとか障がい者の皆さんが地域カフェ、「こみっと」というカフェ

らしいんですけど、ここでランチをつくって、そこに高齢者の方々も集まっ

てきて、それぞれ交流をしながらひきこもりの皆さんもそこで社会参画をし

ていって、どんどんどんどん自信をつけて一般就労につなげていくという事

業を平成23年からやっています。 

 こういう藤里町の社会福祉協議会の取組って全国的に藤里方式といって目

が行きがちなんですけど、実はその背景にあるのはやっぱり県の力だったと

思うんです。もともと県が、秋田県も今、本当に人口減少が激しい自治体で

ありますから、先ほど申し上げたようにこれから人口が減っていく中での地

域福祉をどうやっていくかというときに、それぞれの多職種であって、しか

も、秋田県、人口が少ない中でも、若者が少ない中でも引きこもっておるん

だったらもったいないやないか、地域へ出ていって一緒に地域の担い手に

なってもらわなあかんやないかということで始めたということなんですけど、

そういう地域の自治体の声ですとか地域の実情に応じた取組を県がリードし

ているということは、大きいと思います。 

 ここで冒頭申し上げた新しい豊かさに戻るわけですけれども、前回の一般

質問で取り上げた新しい豊かさの視点というのは、大まかな部分で言うと私

は賛成というか、知事の求めている方向性というのは私は一致しているのか

なと、この前の９月の一般質問で思いました。非常に民主党が目指している

ものに近いというイメージがありまして、これは目に見える形にしていくの

は難しいのかと。ここの議場でもこの議会の中で、新しい豊かさの議論の中

で、なかなかわかりにくいという議論がありました。これ、言葉の新しい豊

かさという部分を議論するだけではやっぱり難しいんだと思うんです。 

 これを具体的な政策におろしてくることで見えてくるのかなというふうに

思いますので、私から一つ提案をさせていただくと、先ほど御紹介をしたよ

うな秋田県の取組を、三重県も新しい豊かさ創造支援事業（仮称）といった

形の名称で、それぞれの国の制度も後押しをし始めていますので、こういっ

た各市町がそれぞれの、言いましたけど、例えば四日市市でも多文化共生の
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取組なんかも独特なやつがありますので、さらなるモデル事業みたいなのが

手が挙がってくるかもしれません。各市町に働きかけて全世代・全対象型の

地域包括支援を立ち上げるということをお考えいただけないでしょうか。御

答弁をお願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 新しい豊かさ創造支援事業（仮称）の関係で御質問をい

ただきました。 

 先ほど議員もおっしゃっていただきましたけれども、これまでの福祉サー

ビスは、高齢者、児童、障がい者など、対象ごとに充実、発展してきました。

しかしながら、少子・高齢化、単身世帯の増加、地縁、血縁の希薄化などが

進むとともに、ニーズが多様化、複雑化してきており、これまでのように分

野ごとの福祉サービスの提供等では十分な対応ができなくなっています。 

 このため、ワンストップによる相談支援、各分野の相談機関の連携や地域

における様々な主体のネットワークにより包括的な相談支援システムを構築

するなど、セーフティーネットの充実を図ることが求められています。こう

したことは、新しい豊かさのうち、社会のシステムやつながりの豊かさの考

え方に通じるものと考えます。 

 県としましては、先ほど御紹介があったような国の取組や秋田県のような

他県の先進事例、また、県内の関係事業の実施状況、こういうのを注視しな

がら、みえ県民力ビジョンが目指す新しい豊かさの視点で包括的な相談支援

システムについて研究していきたいと考えています。 

 さっき健康福祉部長が答弁したことをもう少し整理して申し上げますと、

こういう福祉の分野もそうですが、県の役割として四つあると思います。一

つは専門性、まさに人材育成とか、今、例えばあすなろ学園とかでＣＬＭの

各市町の皆さんの研修をやらせていただいている、こういう専門性。それか

ら、もう一つは広域性、広域でやったほうが効率的、効果的なものについて

県が関与する。そして、三つ目は補完性、小規模の自治体などでリソースが

足りないところに県が補完をしていくということ。そして、四つ目が先進性、
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これはまさに、今、秋田県の事例を出していただきましたけれども、モデル

を設定してそれをやっていくというようなことでありますけれども、こうい

う観点の中で、こういう分野ではどういうやり方がいいのかということも、

県の役割も整理をしてやっていきたいと思います。私が知事になってからの

経験で言えば、例えば名張市でやっていただいているネウボラ、これについ

ては、まさにこれも家族支援における包括的なアプローチのものでありまし

て、これは、名張市がしっかりやっていただく部分において、母子保健アド

バイザーという形の人材育成の部分において県が関与をすることで、より名

張市のネウボラがパワーアップしていったという経験、それから、国の事業

を活用しまして小児がんの連携事業というのを鈴鹿市と桑名市でやりました。

このときは、本当に意外にもですけれども、医療関係者や福祉関係者、レス

パイトも含めてやったわけですけれども、関係者が一堂に会したことがな

かったというようなことでの場づくり、そういう形も非常に有益なのかなと

いうふうに思いましたので、今の四つの県の役割を踏まえ、また、私どもの

経験の中での人材育成や場づくりというものの重要性も鑑みながら、どうい

う形で新しい豊かさの視点を具現化できるのか、包括的な相談支援システム

について研究していきたいと思います。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。 

 厚生労働省が来年度、実はもう一個やろうとしていることがありまして、

福祉のまちづくりアワードという、先進事例の自治体を表彰しましょうとい

う取組。僕は、これはどうなのか、ちょっと上から目線と違うかと。今まで

も自治体にやりながら支援をしていかんだんやけど、出てきたらアワードで

表彰しますというのも、1000万円の予算でやるらしいんですけど、虫がよ過

ぎるという思いがあります。 

 先ほど県の四つの役割をおっしゃっていただいたように、補完性ですとか、

先進性の部分もありますので、これから三重県としては、市町と並走しなが

らモデル地域をつくり上げていくと、もうまさに、今、先ほどの名張市の事
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例なんかも言っていただいたんですけど、そういうともにつくり上げていく

という、その方向性の姿勢をぜひ踏まえながら、先ほど私が提案させていた

だいたような手挙げ方式がいいのか、それとも一緒に研究会を立ち上げて

やっていくのかわかりませんけれども、そういう方向性でぜひやっていただ

きたいというふうに思います。 

 そもそも民生委員制度というのは、大正６年に岡山県で始められた、旧名

称でいうと済世顧問制度といって、「経済」の「済」に、「世間」、「世

論」の「世」、それで「済世」、「顧問」というのは普通の「法律顧問」の

「顧問」ですけど、済世顧問制度というのが民生委員制度のスタートだと言

われていまして、平成29年は民生委員制度スタートから100年ということで

ございます。あと、地域包括ケアシステムも、広島県御調町、現在の尾道市

ですけど、合併してしまいまして、そこの公立みつぎ病院の先生が始めたと

いうことでありまして、福祉の取組というのはいつも、最前線の地方自治体

から始まって、生まれてくるものなんじゃないかと思っています。もちろん

国の制度で外国の制度等々を研究しながら生み出す制度もありますけれども、

私は地方自治体こそがそういった福祉の現場に近いところからいろんな部分

をつくり出していくんだというふうに考えていますので、ぜひこれからの福

祉という大上段に構えたような形ではありましたけれども、まさに10年後と

いう話をしましたが、厚生労働省が新しい取組を進めようとしてきています

ので、私が言ったような、どういう名称か、トータルケアなのかユニバーサ

ルケアなのか、はたまた違うケアなのかわかりませんけど、多職種連携とい

うのが始まっていると。 

 もう一つだけ、時間もあれですけど紹介をすると、四日市市も今、多文化

共生、先ほども言いましたけど、多分、全国でまだないんだろうなと思って

いますけど、四日市市の例えば笹川団地という日系人が集住している団地が

ありますけれども、四日市市はここの外国人に全戸訪問をかけているんです、

今。地域のつながりを持ってもらうために、市の委託職員が年に大体一つの

家庭に３回か２回ぐらい訪問をしながら、全戸、外国人のところを訪問して
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います。ここは、もうできて50年近くがたっている団地なので、ＵＲの団地

ですとか県営住宅なんかは、高齢者のひとり世帯もおるわけです。そうする

と、例えばこっちに日系人の世帯がいると。そのお隣が高齢者の独居老人

やったと。そうすると、四日市市の職員は日系人のところに行った後に、お

隣から出てきたおばあさん、ちょっとお話を聞いて、今、おひとり住まいな

んですねといったら、日系人の方に、このおばあさんのサポートもしてあげ

てくれませんかみたいな声かけをしているそうなんです。 

 これもまさに、これ、まだ制度的にはまだ担保されていませんので、仕組

みとして、これがしっかりと輪になってくるかどうかわかりませんけど、そ

ういう多職種の新しい連携の萌芽、種というのはいろんなところにあって、

先ほど私が図示したこれもまさに一部でありまして、もっともっといろんな

支援を必要としている人、複合的な困難要因を持って困っている方がまだま

だいるのかなというところを考えますと、そこをしっかり手当てしていただ

きたいということをお願い申し上げまして、次の質問に移らせていただきた

いと思います。 

 二つ目は動物愛護に関する質問をさせていただこうと思います。今日は健

康福祉部３連発でございますのでよろしくお願いします。 

 三重県は平成20年に動物愛護管理推進計画を策定して、平成26年３月にこ

の第２次三重県動物愛護管理推進計画を策定して（現物を示す）取組を進め

ていただいているということでありますけれども、この中で、犬、猫の殺処

分数についてはこの第２次動物愛護管理推進計画の中でも、将来的には殺処

分数がゼロになることを目指し、計画の目標を設定しますと明記をしていま

す。ちょうど今、平成27年度が終わろうとしていますが、この第２次動物愛

護管理推進計画がいよいよ来年はもう３年目、折り返しに入ろうとしており

ますけれども、この２年の間でこの第２次動物愛護管理推進計画の進捗状況、

どこまで進んできているのか、幾つかありますけれども、次の三つの指標に

ついてお聞きをしたいというふうに思います。 

 一つ目は、犬、猫の殺処分ゼロへの目標の数値というのを、これは計画に
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よりますと、平成24年度の現状値で3452匹でしたので、５年後には現状値の

半減を目指して1726匹にするというふうな形で計画を出されていますけど、

それが現状、２年たってどうなったか。 

 それから、引き取り数、同じように犬、猫の引き取り数も、平成24年度は

3249匹でしたけれども、これも５年後に現状値の半減を目指しますというふ

うに書いておりますけれども、この点をどうするのか。 

 それから、もう一つ、動物愛護に関する部分でいいますと、動物愛護推進

員の養成が必要だというふうに計画には明記をされておりまして、目標30名

の動物愛護推進員の委嘱をしていきたいということでありましたが、委嘱数

は31名ということで目標は達成していますけれども、同じくその計画のとこ

ろには、その動物愛護推進員を委嘱はするんですが、自主的な活動実績とい

うのは少ないということでありますので、第２次動物愛護管理推進計画には、

動物愛護推進員の年間総活動回数を１人当たり10回程度、合計で300回やっ

ていきたいというふうに目標等を掲げられておりますけど、この三つの点で、

現状、どういうふうな形になっているのかお聞かせください。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 動物愛護管理推進計画の進捗状況について御質

問をいただきました。 

 まず、第２次動物愛護管理推進計画なんですけれども、これは、動物の愛

護及び管理に関する法律が、飼い主による終生飼養、あるいはその趣旨に反

する場合のその引き取りの拒否、こういったものを盛り込んで平成25年に改

正されたことを踏まえまして、そういった内容も含めまして平成26年３月に

策定したということでございます。 

 まず、犬、猫の引き取り数の現状、まず引き取り数から申し上げますけれ

ども、現状なんですけれども、この計画に基づきまして、動物愛護教室など

の普及啓発、それから、飼い主への終生飼養の指導、地域住民が実施します

飼い主のいない猫の不妊・去勢手術など、その引き取り数を減らす取組を

行った結果でございますけれども、御紹介がありましたように、法改正前、
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平成24年には3249匹であった引き取り数が、26年度しかトータルの数字はご

ざいませんが、1411匹ということで、多分、27年度も同様の数字だろうとい

うふうに思っております。 

 それから、殺処分数ですけれども、これも、所有者明示の啓発であります

とか、インターネットを活用した公示、あるいは返還率の向上に取り組みま

して、あるいは、子犬のみでありました譲渡対象動物に成犬とか猫とかを順

次加えていきまして、平成26年度からは動物愛護団体への団体譲渡も開始し

たと、そういった取組もやりまして、24年度3452匹でありました、殺処分数

は、26年度は1611匹ということでございます。ただ、この1611匹という数字

でございますけれども、これは、保護、引き取りした時点で生後間もないこ

とや、あるいは、疾病とかけがで死亡した数も含まれておりますので、その

数を除きますと、やむを得ず殺処分をした数というのは、犬、猫合わせまし

て627匹ということになっております。 

 それから、もう一つ、動物愛護推進員でございますけれども、これは直近

の数字がございまして、この３月４日現在で33名の方になっていただいてお

ります。活動実績は平成26年度でございますけれども、動物愛護教室等の講

師になっていただいたり、動物愛護イベントでのスタッフとして協力いただ

いたり、あるいは飼い方相談の対応などをしていただきまして、26年度では

延べ180回の活動をしていただいたと、そういう現状でございます。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。 

 三重県の現状についてお聞かせをいただきましたけれども、一つ、引き取

り数及び殺処分数、ゼロに向けていくといいつつも、やはりなかなか道のり

は遠いのかなというふうに思うんですけれども、その一つの要因は、私はそ

の目標設定の工程がいま一つ曖昧で、しかも５年後に半減というその目標設

定の弱さにあるのかなというふうに思っています。 

 これは、千葉県ですとか、あとは市でも政令市でいうと熊本市ですとか、

幾つかは殺処分数ゼロを目指しますといって、大体３年とか４年で、ゼロに
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はなかなかならないですけれども１桁に持っていくという取組を実際にやっ

ている自治体もあります。そこをやっぱりもう少し力を入れていただきたい

というふうに思います。 

 私も、熊本市、これは後でも説明しますけど、一番直近できれいな動物愛

護センターをつくったのが熊本市でしたので、視察をさせていただいたんで

すけれども、熊本市なんかも平成14年に殺処分ゼロを宣言して３年後ぐらい

で、それまで３桁の殺処分数だったところが、平成15年度では285件になっ

て、平成18年、３年たってくると２桁、平成25年では５件とか、もちろん10

年たっていますけど、３桁から２桁へという極端な減りというのは３年ぐら

いで達成をしてきています。そういう点でも、やはりその取組に学ぶという

のが必要になってくるのかなというふうに思います。 

 一つは、やはり引き取り数を減らしていくということでありますし、これ

は動物の愛護及び管理に関する法律も改正をされて、それぞれの窓口での引

き取りの数を減らしていくということ、断るということができるようになっ

てきたんですけれども、お聞きしていると、まだ1411匹ということで、まだ

やっぱり多いのかなと、もちろん目標の1625匹はクリアをしていると考えれ

ばそうなんですけれども、まだまだ引き取り数を減らしていけるんじゃない

かというふうに思います。 

 これ、それぞれの保健所の、一度それぞれの引き取り数を一覧にしてみる

と、実はある部分では、ある保健所は多くてある保健所は少ないみたいな差

が出てくると思いますので、そこを集中的に、どういう対応をしているかと

いうのをやはり検討していただきたいというふうに思います。 

 もちろん、それぞれの職員の皆さんは、獣医師もおみえですから、熱意を

持ってやられていると思います。やむを得ず引き取っているというふうなこ

ともあるのかもしれませんけれども、それが殺処分数の増につながるのであ

れば、やはりここは問題があるのかなというふうに思っておりますので、ぜ

ひそこを目指していただきたいのと、少し先ほどの健康福祉部長の答弁で言

うと、地域住民が行う猫などの不妊の取組というふうにおっしゃっていたん
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ですけれども、ＴＮＲといいますが、行政が捕獲をして不妊、中絶をして地

域へ帰すというＴＮＲの取組というのは、もう少し県が積極的に取り組んで

いくべきではないのかなというふうに思うんですけれども、その点、いかが

でしょう。 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 殺処分数を減らす取組ということでございます

けれども、目標設定が甘いんじゃないか、弱いんじゃないかということも確

かにございますが、これまで殺処分の減少をさせる取組はいろいろやってま

いりました。627匹まで減少させてきたわけなんですけれども、これ、一つ

はネックに、一定期間飼養するスペース、現在は保健所や公益財団法人三重

県動物愛護管理センターの一時収容施設を使いまして暫定的にやっていると

いう、そういうところがネックだったのではないかなというふうに思ってお

ります。 

 それで、殺処分数を減らす取組というのは三つステージがありまして、引

き取り、それから一定期間の飼養、それから譲渡と三つステージがあるわけ

でして、引き取りというのは、議員から御指摘いただきましたけれども動物

の愛護及び管理に関する法律の改正があって加速したというところでござい

ますので、そこは、あとは保健所別の云々とかということもございましたけ

れども、相手が明確ですので、これは強く要請するとか、いろいろ方法はあ

ろうかと思います。保健所別のデータとかもございます。 

 それから、先ほど申し上げました飼養、これにつきましては、施設設備が

ネックだったわけですけれども、来年度からは建設に入りまして、平成29年

度からは新しい三重県動物愛護推進センター（仮称）をつくるということで、

譲渡も実は、管理、しつけとか、譲渡前教室とか、いろいろ取組をやれる場

所が必要だったわけですね。あるいは、動物愛護団体と協働するといいまし

てもそのスペースとかがなかったと、そういったことも解消、充実の方向で

ございますので、そういったことや猫のＴＮＲのことも含めまして、そう

いった施設も活用しながら取組を強化していきたいというふうに思っており

ます。 
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   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。 

 時間がないのでちょっと焦ってしまいました。二つ目の質問、ちょっと一

部入ってしまいました。私の聞き方がまずかったかなと思うんですけど、新

しく、三重県動物愛護推進センター（仮称）、これ、建設を始められるとい

うことですので、その概要を少しお話しいただきましたけど、その概要の部

分を御説明いただきたいのと、そのセンターにて、動物愛護団体の皆さん、

今、団体譲渡とかしてもらっていますけれども、団体譲渡だけじゃなくて、

ボランティア、動物愛護団体の皆さんと一緒に譲渡会の運営といったことを

そのセンターでできないかということを２点、あわせて質問をさせていただ

きますので、お願いします。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 三重県動物愛護推進センター（仮称）の概要、

それから動物愛護団体との協働につきまして御質問をいただきました。 

 三重県動物愛護推進センター（仮称）でございますけれども、これまで述

べてきました事情で、動物の愛護管理の推進に必要な機能について具体的に

検討を行いました。それで、犬、猫の譲渡とか、犬、猫の診察とか、災害時

対応などの危機管理、それから効果的な普及啓発、この四つの機能を有する

県の動物愛護管理の拠点となる三重県動物愛護推進センター（仮称）を新築

により県が設置するということになっております。 

 それで、整備の内容ですけれども、現在の公益財団法人三重県動物愛護管

理センターの敷地内に新設する予定でございまして、木造で延べ床面積550

平米、譲渡対象とします犬、猫の飼育室、動物愛護教室などを行う研修室、

治療や不妊・去勢手術などを行う診療室、県民の方やボランティアの方が活

用して活動いただけるボランティアコーナー、あるいは屋外のドッグランな

どを設ける予定でございます。 

 これ、来年度、予算をお認めいただきましたら建築工事に入りまして、平

成29年５月の開所を目指しております。 



－374－ 

 それから、動物愛護団体との協働でございますけれども、こういった新し

いスペースもできるということでございます。そのため、当然どういった取

組をしていくかということはこれからいろいろ御相談させていただくことで

ございますけれども、動物愛護団体が開催します譲渡会への協力を含めまし

て、それぞれの動物愛護団体の方のニーズも踏まえまして、場所を貸してく

れという話なのか、一緒にやってくれという話なのか、いろいろあろうかと

思います。職員の体制もまだ決まっておりませんので、そういったことも含

めて、体制のほうの詰めもしまして協働していきたいというふうに思ってお

ります。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。スピーディーな答弁に御協力を

いただき、ありがとうございます。 

 協創の精神というのは、これは、動物愛護団体、動物愛護の世界というの

はやっぱり非常にあらわしやすい場所なのかなというふうに思っています。

動物愛護に関するすごく熱意のあるボランティアさんもおみえですので、こ

れから三重県動物愛護推進センター（仮称）ができるまでの間にいろいろ協

議をしていただいて、そういった一緒にやっていくという形、熊本市なんか

も実際にやって成果を上げているということでありますので、ボランティア

さんとの譲渡会の協創をぜひお願いしたいと思います。 

 １点だけ確認をさせてください。 

 診療室がありますけれども、治療とか不妊とかという話をされていました

けれども、今後、先ほど言ったＴＮＲ活動なんかで、去勢、中絶をこのセン

ターでもやっていく方向があるということでしょうか。それだけ確認させて

ください。 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 今、そのＴＮＲ活動を保健所単位でやっている

ということでございます。今後、その三重県動物愛護推進センター（仮称）

ができてから、そういった施設もできますので、そこでやることも可能だと

いうふうに思いますけれども、まだちょっと具体的にどういうふうに進めて
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いくかということは決めていない段階だというふうに記憶しております。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） せっかくつくったので、これ、熊本市動物愛護センター

の状況でございますけれども、（パネルを示す）ぜひ、先ほども言ったよう

に、ＴＮＲ活動というのはやっぱり集中的にやると、手術された犬、猫が、

特に猫ですけど増えます。そうすると今後増えないということですので、こ

れは集中的に取り組む必要があると思いますので、ぜひ県のほうで積極的に

実施をしてほしいということを重ねてお願いいたしまして最後の質問に移ら

せていただきます。 

 医療事故調査制度が昨年の10月から始まりました。この国の整備について

県の対応をお聞きするのが一つと、もう時間がないのであわせて質問をさせ

ていただきますけれども、それぞれというか、特に三重県立総合医療セン

ターの中で、医療事故、もしくは医療安全についての取組がどうなっている

のかをあわせてお聞きします。インシデント・アクシデントの報告はされて

いるのか、病院でどのように検証しているのかというところと、医療安全管

理委員会の開催状況、それから、もう一つ、最後に、今度、医療法で新しく

要求されている医療事故調査委員会の組織、事故調査においては院内の医療

関係の人だけなのか、事務方の人も入れているのかという点と、遺族の要求

があれば、遺族に対してのその医療事故の調査報告というのは、法律では今、

口頭でやると、文書までは義務化はされていませんけれども、文書での回答

等も三重県立総合医療センターでは行っているのかどうかをお聞かせくださ

い。 

   〔佐々木孝治健康福祉部医療対策局長登壇〕 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 医療事故調査制度の導入を受けて

の県の対応等でございますけれども、県といたしましては、医療機能の分

化・連携を進めていく一方で、医療安全体制を、これを契機として全県的に

取組を推進していくことが重要であると考えておりまして、具体的には、事

故発生時の院内調査等を支援する関係団体のネットワーク化、これをソフト
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面で支援してまいりたいと考えておりますし、あわせまして、ハード面でも

県内医療機関の医療安全に係る設備整備の補助を行うこととしてございます。 

 また、三重県立総合医療センターの対応でございますけれども、三重県立

総合医療センター医療安全管理指針等に基づきまして医療事故が発生した場

合等について対応することとしておりまして、院内には、医療安全管理対策

を総合的に企画、実施する部署として医療安全管理委員会を設置し、毎月１

回、定期的に会合を開催しているところでございます。 

 また、インシデント・アクシデント事案が発生した場合には、当事者が各

部署に配置されてございますリスクマネジャーに報告をし、リスクマネ

ジャーが院内に常設されてございます医療安全対策室に報告をし、また、医

療対策室から先ほど申し上げました医療安全管理委員会に報告を行うととも

に、再発防止の観点から対策について検討の上、全職員に周知を図っている

ところでございます。 

 それから、医療事故調査制度の対象となる医療事故が発生した場合でござ

いますけれども、先ほど申し上げました三重県立総合医療センター医療安全

管理指針に基づきまして、医療事故等調査委員会を開催することとしてござ

います。この委員のメンバーでございますけれども、院内の医療関係者や他

の医療機関の医師等を想定しており、基本的には事務職員は想定はしており

ませんが、ケースによっては加わる可能性もございます。 

 また、遺族の方々への説明につきましては、原則として医療事故調査の結

果を書面にして行うこととしております。 

 以上でございます。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございます。 

 今、全県的に取り組んでいただいて、特に、一つ目の質問なんかでもその

調査団体とのネットワーク化、これはぜひ、今回の質問のテーマでもありま

すけど、ネットワーク化という部分でいいますと、ここもぜひそれぞれの連

携をしていただければというふうに思います。 
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 設備に関する補助という部分がありましたので、そこの支援、額ですとか、

どういったものに対して支援ができるのかというところをちょっとお聞かせ

いただけますでしょうか。 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 金額は1000万円程度でございまし

て、具体的には、例えば手術の様子をカメラで記録できるような設備などを

考えております。 

 以上でございます。 

   〔１番 芳野正英議員登壇〕 

○１番（芳野正英） ありがとうございました。 

 医療事故の部分で大事なのは、取り調べじゃないですけど、やっぱり可視

化だと思うので、手術のモニターを捉えていただいて、手術の様子を可視化

するというのは医療事故が起こった場合の調査という部分で非常に有効だと

思いますので、ぜひ、これは1000万円ということでございますけれども、何

年か継続をしていただいて、幾つかの拠点病院には配置をされるようにお願

いをしたいというふうに思います。 

 それから、遺族が望む、特にその調査報告なんですけれども、先ほど、原

則、書面で交付するというふうにおっしゃっていただきました。これは、法

律で義務化されていない部分を、県としてはより踏み込んでやっていただい

ているところかなというふうに思いますので、ここはありがたいと思います。 

 ぜひ、医療事故等々、不幸なことがないように取り組んでいただきたいと

思いますし、もしその場合でも真摯に対応していただきますことをお願いい

たしまして、最後、ちょっと駆け足になりましたけれども、一般質問を終わ

らせていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 48番 水谷 隆議員。 

   〔48番 水谷 隆議員登壇・拍手〕 

○48番（水谷 隆） おはようございます。いなべ市・員弁郡選出、自民党会

派の水谷隆でございます。 

 議長のお許しを得ましたので、ただいまから一般質問をさせていただきます。 
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 その前に、今、三重県どこへ行っても伊勢志摩サミット一色ということで、

非常に元気ある三重県づくりに主役を担っていくのではなかろうかというふ

うに思っております。そういった中で、私も何か一つぐらいはサミットに関

連する行事に参加したいなということで、先月、100日前のイベントという

ことで、志摩市阿児町鵜方から賢島までの、ある団体の清掃活動に参加をさ

せていただきました。 

 鵜方から賢島まで約１時間余りでございましたけれども、非常に暑い日で

ございまして、皆さんが大変汗をかいていただいておりました。私は、周り

のごみを拾おうと紙袋を二つ持って歩いておりましたけれども、最後にたど

り着いたときは空き缶１個とたばこの吸い殻１個ということで、非常にきれ

いに日ごろからされているということで、この伊勢志摩地域の皆さん方には

大変、サミットを迎えるに当たっての心構え、気持ちが乗っているのかなと

いうように思っておりました。 

 そこで、いろいろ一緒に歩いているお年寄り、私を含めてお年寄りですけ

れども、いろんな話をしてまいりました。本当に明るく元気にサミットを迎

えようと、そして、安全・安心な三重県づくりの中でぜひともこれを成功さ

せていただきたいなと、県議会議員さんも大変ですねと言われましたけれど

も、はい、大変ですよということを言っておきました。 

 そういった中で、いつも朝、新聞を見ておるわけなんですけれども、その

中でサミット関連の記事がいろいろ出ております。今日は、某新聞によりま

すと、伊勢志摩サミットカウントダウンということで、熊野市の特産品キャ

ラクターにいひめちゃん、年齢は不詳、ないしょと書いてありましたけれど

も、三重が世界から注目される大きなチャンス、爽やかな香りと笑顔で熊野

から応援をしていまーすと、こういうふうに書いてありました。大久保議員、

ありがとうございます。 

 それと、もう１点は、サミットまで83日ということで、インクに新素材の

ボールペン寄贈という記事がありました。これは、第一工業製薬、三菱鉛筆

という企業が、ユニボールというボールペン7000セットを寄贈されたという
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ことで、このボールペンは、欧米ではもう出回っているんですけれどもまだ

日本では使われていないということで、この第一工業製薬の技術を使い、植

物由来の新素材として期待されるセルロースナノファイバーがインクの中に

配合されている、かすれにくい、滑らかに書きやすいと、こういうボールペ

ンでございます。これを、今現在、第一工業製薬は四日市工場で新素材を増

産できるようにしたい、こういうことでございます。そして、また、三菱鉛

筆の社長は、日本発の新素材を、伊勢志摩サミットを機会に世界の人に試し

てもらいたいと、こういうことで、こういう企業も新たな素材を使ったいろ

んな新製品を日本の中で、そして、世界に訴えて、売り出していこうと、こ

ういう非常にすばらしいサミット効果の一つでもあります。 

 我々もこの大きなサミットのチャンスに向けて、やっぱり知事を筆頭に大

成功に導いていくということが大事でありますので、ぜひとも議員の皆さん

方も協力をお願いしていただきたいなというふうに思います。 

 それでは、一般質問に入りたいと思います。 

 １点目は、いつもかと言われますけれども、東海環状自動車道の早期全線

開通に向けてお聞きしたいなというように思います。 

 こういった質問につきましては何回も何回も繰り返さないとなかなか進ん

でいかないぞという西場議員先輩のアドバイスもありまして、ぜひとも何回

も何回もやりながら全線開通に向けての希望を乗せていきたいなと、このよ

うに思っております。 

 この東海環状自動車道につきましては、先月に東京で、東海環状自動車道

整備促進総決起大会というのが開催をされました。そのときに、もちろん鈴

木知事が先頭になって国のほうに訴えをするということで、約250人の方全

員が鉢巻きをしながらこの大会を成功させたというふうに思っております。 

 東海環状自動車道は、既存の高速道路や整備中である新名神高速道路を連

結し、三大都市圏の一つである中京圏や沿線地域のポテンシャルを飛躍的に

高めるために必要な高規格幹線道路であるというふうに言われております。 

 また、中部地方では南海トラフ巨大地震の発生が危惧される中、大規模災
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害からの円滑かつ迅速な復旧、復興を可能とするためにも強靱な高速道路

ネットワークの整備が喫緊の課題というふうに言われております。 

 東海環状自動車道東回り区間は開通から10年が経過し、沿線の工場立地が

大幅に増加するとともに、新たな住宅開発や商業開発の出店が進むなど、地

域に大きな効果をもたらしております。さらには、ミッシングリンクになっ

ている東海環状自動車道西回り区間が整備されることにより、沿線地域の活

性化はもとより、新たな地域連携が生まれ、中京圏の産業発展を加速させる

絶大な効果が見込まれているということであります。 

 このような中、岐阜県では、成長分野の企業立地や交流人口拡大に取り組

む清流の国ぎふ2020プロジェクトが推進されているところであります。三重

県では、平成33年に、三重とこわか国体の開催が予定されているなど、東海

環状自動車道の早期全線開通への期待がますます高まってきております。早

急の整備が強く求められておるわけでございます。 

 そこで、少し、パネル、映写を見ていただきたいなというふうに思います。 

 （パネルを示す）これは、東海環状自動車道の概要を示した図でございま

す。意外と北のほうは結構知られておるわけですけれども、南の方について

は意外と知られていないというのが現状でございますので、このパネルを見

ていただいて、東海環状自動車道、これ、まずは新名神高速道路の新四日市

ジャンクションから三重県はスタートしてきて、東員インターチェンジ、そ

して大安インターチェンジという形でできていくわけでございます。そして、

養老のほうを通って、最終的には岐阜県関市、そして美濃関ジャンクション

のほうへ結びついていくと。それから、ずっと愛知県のほうへ行って、最終

的には豊田東ジャンクションのところで結びついて、伊勢湾岸自動車道とい

う形になっていくわけでございますね。 

 これは、私もこういったものについて、皆さんにしっかりとこの道路のス

トック効果というものをよく認識していただいて、ぜひとも早期開通に向

かって皆さんの力をおかりしたいなと、このように思っております。 

 この環状道路は、言われておりますように、分散導入の機能とバイパス機
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能、そして迂回機能というのがあるわけでございます。特に分散機能におき

ましては、郊外から都心部への交通を分散して導入する。複数のルートを確

保していくと。それから、バイパス機能につきましては、都心に起終点を持

たない通過交通をバイパスさせて場内交通と分離させていくという効果があ

るわけでございます。そして、迂回機能は、災害や事故、大規模な工事によ

る交通規制、あるいは交通混雑があった場合、これを迂回誘導が可能である

という、こういう環状道路の機能があるわけでございますので、ぜひとも早

期の完成に向けてお願い申し上げたいなというふうに思います。 

 国の道路予算の状況としましては、確認したところ、前年度と同水準が確

保されており、我が国の成長力を確保するために、東海環状自動車道をはじ

めとする三大都市圏環状道路の整備を重点的に取り組んでいくとしておりま

す。また、その予算配分に当たっては、生産性の向上や安全・安心を含めた

生活の質の向上といったストック効果が重要視されております。 

 このような中で、三重県区間で期待されるストック効果としましては、そ

の一例として、トヨタ車体いなべ工場では、三河方面に１日800便あるト

ラックの輸送時間が最大26分、128分かかっているところが102分で26分短縮

され、大幅なコスト削減につながるという期待がされております。物流がス

ムーズになることで経済圏域が拡大し、企業立地の推進や取引範囲の拡大、

さらには新たな雇用が期待されるわけでございます。 

 そこで、パネルをせっかくつくってきましたのでこれを見ていただきます

と、（パネルを示す）これが、今現在、平成28年度に完成予定されておりま

す東員インターチェンジでございます。私はここの横を通って県庁に向かっ

て走ってくるわけですけれども、まだまだ完全にはできておりませんので、

少しずつ進んでおるように見受けられます。どうも夏ごろには開通できると

いうふうに言われておりますけれども、ここを中心にその上に大型商業施設

がどんと構えております。これを中心に、東員町の新しい地方創生というか、

雇用が、あるいはいろんな商売の繁盛とか、そういうところに結びついてい

くのかなという気がいたしております。 
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 余談ではございますけれども、この図面の上のほうのところには石垣副知

事の自宅がございます。これが完成すれば、石垣副知事も県庁まで来る時間

が非常に短縮されますので、ぜひとも引き続きの任務をお願い申し上げたい

なというふうに思います。 

 そういったことで、県内の整備状況としては、新名神高速道路の四日市

ジャンクションから新四日市ジャンクションにあわせ、東員インターチェン

ジまでが平成28年度、今申し上げましたように、さらにその先、大安イン

ターチェンジまでが平成30年度に開通する予定であるものの、大安インター

チェンジ以北の開通見通しが表明されておりません。東員インターチェンジ

の周りの橋脚は平成13年には完成しており、私が一番最初にこの質問をさせ

ていただいたときには橋脚がずらっと並んでおりました。そういった状況の

中で、15年たってようやく順調に工事が進んできたわけでございますので、

ぜひともこういった期待に背かないように、早目の開通をお願い申し上げた

い。 

 そして、民間企業が立地や進出、新たな設備投資を決断する材料としまし

てはやっぱり、アクセスする道路がいつ開通するか、これは大きなポイント

であるというふうに思います。大安インターチェンジ以北の開通見通しが早

期に公表されることは、ストック効果の発現に直結するというように思って

いますので、ぜひともよろしくお願いを申し上げたいと思います。 

 いろいろ話をしていてもいけませんので、この映写を見ていただいて少し

説明をさせていただきます。（パネルを示す） 

 これは、東海環状自動車道西回り区間の開通を見越して、沿線企業が設備

投資を少しずつ拡大してきております。特に自動車関連工業、トヨタ車体、

デンソー、そして神戸製鋼、あるいは東芝、そして、東員町には、化学品の

総合メーカー、ＡＤＥＫＡという会社もあります。ここも非常にいろいろと

これに期待して設備投資を行っておるわけでございます。ぜひとも、こう

いったことで、早期に開通見通しというものを発表していただいて、平成33

年の三重とこわか国体までには何とか開通をしていただきたいなと、このよ
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うに思う次第でございます。 

 次に、この映写をよろしくお願いします。（パネルを示す） 

 先ほど申し上げましたように、東海環状自動車道西回り区間が開通するこ

とによって、岐阜方面からこの工場に走ってくる、あるいはトヨタ車体へ

走ってくるとき、あるいは三河方面から走ってくるのに、それぞれ18分、26

分の時間短縮ができると、こういうことでございます。この中で、名古屋、

三河、岐阜、四日市方面へ走ってくる便数としては約1800便あるわけでござ

います。こういったものが大きくこの完成によりまして変化をしてくるであ

ろうと。これが、この北勢地域の企業の発展、そして雇用にも当然結びつい

ていくわけでございますので、こういったことにつきましてもぜひよろしく

お願い申し上げたいというふうに思います。 

 次に、このパネルですけれども、（パネルを示す）これは、中部圏の国際

観光、広域観光の推進に役立つと、こういうことでございます。昇龍道プロ

ジェクトの観光の問題もあります。要するに、私としては、東海環状自動車

道が完成した暁には広域観光というものに大きく寄与するのではないかとい

うことで、この後でこれは質問をさせていただきますので、よろしくお願い

をいたします。 

 もう１点、この映写でございます。（パネルを示す） 

 これは、要するに、東海環状自動車道にアクセスする関連道路の整備を推

進していけると、こういうことで、北勢多度線というものも４車線化してい

くであろうし、国道365号、これも４車線化をしていくことによって大幅な

スムーズな交通が期待されると、そういったことで、いろいろな地域でいろ

いろなものがこれからもスムーズに行われると。 

 特にいなべのほうにおきましては、平成33年に三重とこわか国体が開催さ

れる予定になっております。そういったところにも、やっぱりスムーズに見

物客が入ってこれるということで、これの完成を待ち遠しくしておるわけで

ございます。特に、シンボルマークの三重とこわか国体のイセエビをもじっ

たマークが、東海環状自動車道が早くできないかということで待ちに待って
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おりますので、ぜひその辺につきましてもよろしくお願いしたいというふう

に思います。 

 そういったことで、今、いろいろと映写で説明しましたけれども、せっか

く原稿もつくってまいりましたので、少し読ませていただきます。 

 東海環状自動車道西回り区間については、その工事中の区間については確

実に整備を進め、開通見通しが出ていない区間については、先ほども申しま

したように、まずは早期開通時期を公表し、全線の早期供用を図ることが重

要であると。現在の県の取組状況、さらには今後どのように取り組んでいか

れるのかを県土整備部長にお聞きしたいと思います。よろしくお願いをいた

します。 

   〔水谷優兆県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（水谷優兆） それでは、東海環状自動車道の全線開通に向け

ての取組についてお答えをさせていただきます。 

 東海環状自動車道などの広域的な高規格幹線道路の整備では、公共投資に

よる雇用の誘発などの短期的な効果のみではなく、先ほど議員からも御紹介

をしていただきましたが、民間企業の立地や観光交流の拡大など、整備され

た道路が機能することによって継続的に中長期に得られるストック効果が発

現されます。 

 社会資本整備の要望においては、このような効果を訴えることが重要であ

ると考えております。道路を活用する民間企業と合同で要望を行い、開通に

より発現が期待されるストック効果を企業の皆様から訴えていただくような

取組を行っております。 

 このような取組により、平成27年度の事業費は前年度の約1.5倍に増額さ

れました。また、本年度の国の補正予算として５億7000万円が配分され、開

通見通しが出ている区間の事業進捗が確実に図られると期待をしております。 

 これも議員から御紹介をしていただきましたが、現在の進捗状況は、新四

日市ジャンクションから東員インターチェンジ間が、平成28年、今年夏まで

の開通予定となっております。東員インターチェンジから大安インターチェ



－385－ 

ンジ間は平成30年度開通予定と公表され、整備が着実に進んでおります。大

安インターチェンジから県境間では、一部工事が着手されておりますが、い

まだ開通予定が公表されておりません。 

 この大安インターチェンジから県境間の開通予定が早期に公表されるよう、

今後はストック効果に加え、まちづくりなどの地域計画や民間企業の投資計

画に合わせた道路整備の必要性を訴えていきたいと考えております。 

 また、全線早期開通のため、用地取得や事業調整などで事業主体である国

土交通省に県としても協力をしてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔48番 水谷 隆議員登壇〕 

○48番（水谷 隆） どうもありがとうございました。 

 国の予算も1.5倍ということで、非常に意気込みを感じるわけでございま

す。これにつきましては、東海環状自動車道整備促進総決起大会のときに、

鈴木知事もよく似合う鉢巻きを巻いてしっかりと述べていただきました。東

海環状自動車道、当然のことながら、この地域の地方創生、あるいは移住、

あるいは観光に大きく役立つというように思っておりますので、ぜひ知事の

意気込みというものをもう一度お聞かせ願いたいなと思います。よろしくお

願いします。 

○知事（鈴木英敬） 私も２月３日の東海環状自動車道整備促進総決起大会に

参加をさせていただいて、参加者全員が鉢巻きで、立ち見も出るほどのすご

い熱気でありましたので、改めて、東海環状自動車道西回り区間の早期整備

の期待感が極めて高いんだなというようなことを実感した次第であります。 

 先ほど来、議員からるるあったことと若干重複しますが、この東海環状自

動車道西回り区間ができることで、新たな企業の立地が進む、あるいは、既

存企業の輸送費のコストダウンとかで競争力の強化が図られる、あるいは、

広域の観光ができる、あるいは、防災、医療、様々、大きな効果、これはま

さに地方創生につながる、そういう道路であるというふうに思っています。 

 歴史上初めて岐阜と三重が高速道路でつながるというようなことでありま
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すから、これは観光もそうですし、中小企業の新たなビジネスチャンスとい

うことでも、岐阜県との交流が進むことで大きなポテンシャルを持つ、そう

いう区間であるというふうに思っておりますので、まずは、とにもかくにも

大安インターチェンジ以北の開通予定が出ていないところの時期の明示、そ

れから、事業化が決まっているところの予算の確実な確保、これに向けて国

への働きかけを強めてしっかり頑張っていきたいと思います。 

   〔48番 水谷 隆議員登壇〕 

○48番（水谷 隆） どうもありがとうございました。力強い意気込みを感じ

ました。要するに、先ほども知事がおっしゃったように、いなべ市大安町以

北の表明が出ていないと、これがやっぱり一番の問題でございますので、ぜ

ひともこれを早くしていただきたいなと、このように思います。 

 次に移ります。 

 ２番目の移住の促進ということで、これは先ほど申し上げましたように、

東海環状自動車道の早期全線開通というのは、やっぱり当然のことながら、

北勢地域の移住の促進にもつながっていくということであります。東海環状

自動道西回り区間が全線開通することにより、産業構造が当然変わってくる

わけでございます。新しい企業が進出して、その中には当然のことながら雇

用が生まれるということですので、そういったものに大いに期待をしながら、

三重県では、昨年10月に策定されました三重県まち・ひと・しごと創生総合

戦略における人口の減少対策の一つとして、移住の促進に取り組まれており

ます。 

 昨年４月には、首都圏からの移住を促進する取組を強化するために、東京

にええとこやんか三重移住相談センターを開設されました。10カ月余りが経

過した中ではございますけれども、移住促進のための取組について、そして、

その現状と今後の方向性についてお聞かせ願いたいと思います。よろしくお

願いをいたします。 

   〔福田圭司地域連携部長登壇〕 

○地域連携部長（福田圭司） 三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略におけ
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る重点的な取組である移住の促進について、現状の取組と今後の方向性につ

いてお答えをさせていただきます。 

 移住の促進について、現在、三つの方向で市町と連携して取組を進めさせ

ていただいておるところでございます。一つ目は、ワンストップで移住相談

を受けられる体制の整備と充実、二つ目は、情報発信や移住促進に向けた機

運の醸成、三つ目は、移住者を受け入れる地域の体制整備でございます。 

 まず、ワンストップで移住相談を受けられる体制としましては、昨年４月

に、議員のほうから御紹介がありましたように、東京にええとこやんか三重

移住相談センターを開設いたしまして、移住相談アドバイザーや就職相談ア

ドバイザーを配置いたしまして、住まいや仕事など様々な相談にきめ細やか

に対応できるようにしておるところでございます。 

 また、ええとこやんか三重移住相談センターでは、常設窓口における相談

対応に加えまして、県内の市町が相談窓口を開設する移住相談会、それから、

県内への就職をあっせんするＵ・Ｉターン就職セミナー、県内で事業を起こ

していただくための起業相談デスクなどの相談を行う取組を行っておるとこ

ろでございます。 

 このええとこやんか三重移住相談センターでは、開設以降、２月末までで

ございますけれども、約10カ月間で20代から40代の現役世代を中心に683件

の相談が寄せられておるところでございます。 

 次に、情報発信や移住促進に向けた機運の醸成というところでございます

けれども、ふるさと回帰フェアという全国規模の移住フェアがございまして、

そこへブース出展を行うとともに、紀伊半島地域など広域での取組、移住プ

ロモーションなどを行ってきたところでございます。 

 また、先月24日には、株式会社百五銀行と移住促進に関する包括協定を締

結いたしまして、移住者向けの住宅ローンや県外店舗における三重県への移

住促進などのＰＲについて連携を進めることとしたところでございます。 

 さらに、三つ目の移住者を受け入れる地域の体制整備という項目でござい

ますけれども、移住者を受け入れる実務を中心とした、市町職員の研修会を
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開催させていただいております。また、県や市町の取組について情報共有を

行う市町担当者会議を常に開催して情報共有を図るとともに、空き家バンク

の開設や田舎暮らし体験ツアーの実施、県主催の移住相談会への出展など、

市町における移住相談体制の整備に向けた働きかけを進めさせていただいて

おるところでございます。 

 現在、北勢地域も含めまして、県内18市町で相談窓口が開設されておりま

す。空き家バンクにつきましても17市町で開設されるなど、今年度に入りま

してから、市町の総合戦略の樹立にもあわせまして、移住の受け入れ体制の

整備も進んでいるところでございます。 

 また、ええとこやんか三重移住相談センターの開設先である認定ＮＰＯ法

人ふるさと回帰支援センターが毎年公表しております移住希望地域ランキン

グというのが先日発表されまして、2015年の調査におきまして、三重県が初

めて20位にランクインされたと、これは、20位以内にならないと名前が出ま

せんので、初めて三重県という名前が出たというところでございます。少し

ずつではございますけれども、取組の成果もあらわれてきているのではない

かと考えさせていただいております。 

 これらの取組は、いずれにいたしましても、市町との連携が何よりも大切

でございますので、その点については十分留意して進めさせていただきたい

と考えております。 

 今後の方向性でございますけれども、平成28年度には、首都圏において７

月に予定されております、ふるさと回帰支援センターが増床、少し広げると

いう計画がございます。そこに合わせまして、ええとこやんか三重移住相談

センターの部分につきましても拡張するという形で計画をさせていただいて

おるところでございます。 

 また、関西圏におきましては、大阪ふるさと暮らし情報センターというの

がございます。同じ団体が設置しておるところでございますけれども、これ

にブース出展をして、移住相談デスクを月１回程度開催できるような体制を

とっていきたいというふうに考えております。 
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 また、北勢地域への移住の対象として、中京圏への情報発信につきまして

も、桜通りカフェの情報発信力などを生かしまして、引き続き、働き場所の

多様性でありますとか、通勤利便性と住みやすさが共存する地方都市の魅力

を、北勢地域の魅力を発信していきたいというふうに考えておるところでご

ざいます。 

 いずれにしましても、今後とも移住を考える人がそれぞれの希望に沿った

暮らしができますよう、市町と連携して地域の特色を生かした様々なライフ

スタイルを提案するなど、選ばれる三重を目指して三重暮らしの魅力を発信

していきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

   〔48番 水谷 隆議員登壇〕 

○48番（水谷 隆） どうもありがとうございました。 

 いろいろ若い世代を中心に、いろいろ相談件数も増えてきており、683件

ということであります。北勢地域においてもやっぱりこういった取組をぜひ

していかなければならないし、北から南へ広げていくということも大事であ

りますので、ぜひお願い申し上げたいなというふうに思います。 

 東海環状自動車道が完成しますと、いなべ市というものは、今までは三重

県の北の端であったわけでございますけれども、今度は北の玄関口になるわ

けでございます。産業や観光など、地域の発展が大いに期待をできるわけで

あります。いなべ市においても今回、平成28年度の予算の中に、移住相談窓

口というものを市役所の中に設置すると、そして、また、空き家リノベー

ション事業というものも行っていくということをお聞きしております。そう

いった中で、北のほうの移住というものがどんどんこれからも進んでいただ

けると思いますので、市町と県とがしっかりと連携を保った中で推進をして

いただければなというふうに思いますので、ぜひよろしくお願いをいたしま

す。 

 次に、観光の振興ということでお聞きしたいと思います。 

 まず、北勢地域の観光についてであります。 
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 本年５月26日、27日に開催されます伊勢志摩サミットまで、先ほども申し

上げましたように83日となりました。このサミットという千載一遇の好機を

生かして、今後、三重県を訪れる観光客は飛躍的に伸びるのではないかと、

非常に期待をしているところであります。 

 さて、そのような状況のもと、三重県への観光レクリエーション入り込み

客数を見ますと、本県でのサミット開催決定前のデータではありますが、平

成26年観光レクリエーション入込客数推計書によりますと、神宮式年遷宮が

とり行われました平成25年から若干減少はしているものの、3824万人の数多

くの方が三重県を訪れておるというふうにお聞きしております。平成17年に

現在の調査となってから２番目に多い入り込み客数となっております。 

 このことは、伊勢神宮への参拝者数が、平成25年の神宮式年遷宮の年に比

べ減少したものの、好調に推移し、過去２番目の多さを記録したことや、世

界遺産登録10周年を迎えた熊野古道の入り込み客数が約43万人と過去最大の

入り込み数を記録したことなどが、大きな要因となっております。 

 また、東紀州地域への交通アクセスの向上や各観光施設における創意工夫

した取組やおもてなしの向上、そして、平成25年４月から３年間展開してい

る「三重県観光キャンペーン～実はそれ、ぜんぶ三重なんです！～」という

ことにおいて、県内五つの地域に分け、部会を設け、県内各地域で官民が一

体となって情報発信や連携事業に取り組んでいることが大きな要因であると

いうふうに思っております。 

 先ほども紹介しましたように、平成26年の観光レクリエーション入り込み

客数をもう少し詳細に見てみますと、地域別の状況では、北勢地域が約1670

万人、中南勢地域が約612万人、伊勢志摩地域が約1047万人、伊賀地域が約

297万人、東紀州地域が約194万人となっており、北勢地域にはジュニア・サ

ミットの主会場として決定したナガシマリゾートをはじめ、ジャズドリーム

長島、四日市コンビナートの工場夜景、鈴鹿サーキット、あるいは御在所

ロープウエイなど、いろいろな北部地域においての魅力ある観光スポット等

がたくさんあります。この中で、北勢地域は全体の43.8％と県内の入り込み
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客数が一番多くなっておるわけでございます。 

 しかしながら、テレビをはじめとする様々なメディア、県内外で配架され

いているパンフレットを見ますと、やはり伊勢志摩サミット開催地の伊勢志

摩地域や熊野古道世界遺産登録10周年を迎えた東紀州地域の露出が多くなっ

ているということでございます。 

 今後、サミットの開催が近づくにつれて、ますますメディアで開催地であ

る伊勢志摩地域が取り上げられてくるであろうと。サミット開催を契機に、

国内外から多くの観光客が伊勢志摩地域を訪れることが見込まれます。 

 サミットが開催される伊勢志摩地域の観光振興も重要であると考えますが、

サミットの効果を一過性のものにしないためにも、その効果を全県に波及さ

せていくことが重要であるというふうに思っております。伊勢志摩地域に訪

れた観光客が県内のほかの観光地へ訪れていただけるような取組が大変重要

になってくると思います。 

 そこで、質問をさせていただきます。 

 伊勢志摩サミットを契機とした観光客の県内各地への周遊性の向上を図る

上で、まずは、県内で最も入り込み客数が多い北勢地域の観光振興に取り組

むことが効果的であると考えますけれども、今後どのような取組を進めてい

くのかをお伺いしたいと思います。 

 ２点目に、広域観光の推進についてお聞きしたいと思います。 

 昨年12月４日の一般質問において我が会派の服部議員が、三重の観光活性

化についてと題して、海外からの中部北陸９県へのインバウンドを推進する

ための広域観光の取組である昇龍道プロジェクトについての質問をされまし

た。県当局は、この昇龍道プロジェクトの一員として、平成26年度の台北国

際旅行博覧会での昇龍道パビリオンでの共同プロモーションの実施や、観光

庁の広域観光周遊ルートの一つとして昇龍道が認定され、昇龍道地域の観光

資源を活用した体験型滞在プログラムの開発・提供事業などにより、本県へ

のさらなる誘客を図っていく。また、外国人旅行者は滞在期間も長く、一つ

の県にとどまらない旅行形態をとることが多いことから、魅力ある観光資源
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を有する地域が共同で広域の取組を進めることは非常に有効であると考えて

おります。 

 外国人旅行者の誘客については、平成26年に日本を訪れた外国人旅行者が

1300万人を超え、平成27年も2000万人に迫るなど、東京オリンピック・パラ

リンピックが開催される2020年の訪日客数2000万人という国の目標を早くも

達成する勢いであります。 

 このような状況のもと、広域連携による取組が今後ますます重要であり、

有効であると私も考えております。この昇龍道プロジェクトの取組は、外国

人旅行者をターゲットに中部北陸９県による広域連携という大きな枠組みの

中で展開していますが、本年５月に開催される伊勢志摩サミットは、外国人

旅行者に限らず、国内旅行において三重県への誘客推進を図る上でも千載一

遇のチャンスであるというふうに考えます。 

 このような状況を踏まえ、今後、国内旅行での三重県への誘客促進に向け

て、県境を超えた広域観光の推進を図るべきであると、三重県として近隣の

隣接する岐阜県はじめ他県と連携した取組を進めるべきと考えるところであ

ります。また、近年では旅行形態も大きく変化し、団体旅行から個人旅行へ、

店頭での宿泊予約からウエブを利用した宿泊予約など、観光客のニーズも多

様化しており、観光客を満足させる上でも一つの自治体だけで全てのニーズ

を満たすことは非常に困難であると考えます。 

 最初に質問をさせていただいたように、東海環状自動車道西回り区間が全

線開通することになれば、近隣府県からの三重県へのアクセスも格段によく

なり、これまで以上に広域的な連携による観光振興の可能性もますます広が

るのではないかと思われます。ぜひこのチャンスを逃すことなく、東海環状

自動車道西回り区間の岐阜県の沿線自治体を含めた北勢地域での広域観光の

推進に取り組むべきと考えますけれども、県の考え方をお伺いいたします。 

 最後に、今後の県内各地における観光地域づくりについて質問をさせてい

ただきます。 

 来年度予算になりますけれども、観光の産業化推進委員会負担金事業にお
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いて、観光地域づくりのマネジメントの核となる組織である日本版ＤＭＯの

創設に向けた取組を展開していくとの説明をお聞きいたしました。日本版

ＤＭＯについては、様々な地域資源を組み合わせた観光地の一体的なブラン

ドづくり、ビッグデータ等を活用した戦略策定及び効果的なマーケティング、

ウエブ、ＳＮＳを活用した情報発信などに地域が主体になって取り組む観光

地域づくりの推進主体であり、三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略にも

位置づけられ、国も本腰を入れて観光地域づくりの核として取り組む姿勢を

見せています。 

 そこでお聞きします。 

 三重県においても、北勢地域はじめ県内各地の観光地域づくり、観光振興

を進める上で、今後、日本版ＤＭＯ創設に向けた取組を積極的に進めるべき

であると考えます。複数の市町にまたがる広域連携も聞いていますが、日本

版ＤＭＯ創設に向けた県の取組についてお伺いをいたします。 

 また、観光庁は日本型ＤＭＯとして、本県を含む複数の府県にまたがる広

域連携ＤＭＯ、一般財団法人大阪湾ベイエリア開発推進機構を登録したとこ

ろでありますけれども、三重県としてのかかわり方はどのような形としてか

かわるのか、そして、南の地域ではございますけれども、公益社団法人伊勢

志摩観光コンベンション機構も候補の一つになり得るかどうかをお聞きした

いと思います。 

 よろしくお願いをいたします。 

   〔田中 功雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（田中 功） 観光振興につきまして４点御質問をいた

だきました。順次お答え申し上げます。 

 まず、伊勢志摩サミットを契機とした北勢地域の観光振興についてですが、

三重県観光キャンペーンにおいて、北勢地域の10市町及び観光協会等に参画

いただき地域部会を設置し、官民が一体となり、地域の魅力ある観光資源を

活用した取組を進めております。 

 情報発信についてですが、イベントの参加者から情報の求めが多いハマグ
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リや四日市とんてきなどの魅力ある食、そして、東海道、鉄道、産業観光な

どにテーマを絞り、北勢地域の特色を生かした発信に努めております。 

 また、各市町、観光協会等と連携して取り組む事業では、平成26年上期に、

東員町中部公園のアジサイなど、北勢エリア10市町の花と食のスポットをめ

ぐる花と食の回廊スタンプラリーを実施したところ、スタンプラリー達成者

が951名でありましたが、参加者からいただいた御意見をもとにしっかりと

結果の検証、取組の改善を行い、翌年、再度行ったところ、1795名に倍増す

るなど、ＰＤＣＡサイクルを取り入れた効果的な事業展開が図られておりま

す。 

 こうした地域部会で得た仕組みや体制などの成果をベースに、これまでの

観光スポットや食の魅力での展開に加え、ジュニア・サミットのレガシーを

生かした取組や、昨年３月にオープンした四日市公害と環境未来館など環境

をテーマに、北勢地域が持つポテンシャルを生かした教育旅行誘致などに、

官民が一体となり新たに取り組んでまいります。 

 次に、東海環状自動車道西回り区間の開通を見据えた広域観光の推進でご

ざいますが、東海環状自動車道により結ばれる、歴史的、地域的にも関係が

深い岐阜県西美濃地域と本県北伊勢地域において、広域的な観光振興を目的

に、平成２年に両県及び関係15市町によりまして西美濃・北伊勢観光サミッ

トを設置したところでございます。同サミットでは、観光を通じた地域活性

化や相互交流のあり方等の検討を行うとともに、メディアへの観光宣伝キャ

ラバン、中京圏での観光物産展の開催など、関係自治体が一体となった取組

を進めております。 

 また、平成25年11月に岐阜県と三重県の若手職員によりまして産業連携推

進チームを設置し、東海環状自動車道西回り区間の沿線活性化に向けた連携

事業に取り組んでおり、今年度は首都圏情報発信の取組として、１月９日に

首都圏情報発信拠点三重テラスにおきましてローカル鉄道展を開催し、両県

の魅力を発信したところです。 

 東海環状自動車道西回り区間の全線開通は、両県及び沿線自治体にとって
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大きなチャンスであり、観光客の誘客促進、地域活性化につながるように、

今後、関係自治体がより一層連携した取組を進めてまいります。 

 ３点目の日本版ＤＭＯの創設についてでございますが、本県では、国の方

針を踏まえ、観光地自らが稼ぎ、地域の魅力を向上させ続けるために、観光

地域づくりのマネジメントの核となります日本版ＤＭＯの創設を目指し、多

様な関係団体、事業者等と連携し、取り組んでいるところです。 

 具体的には、今年度内に県内の観光関連団体等に対して、日本版ＤＭＯの

創設に向けた取組を進める意向があるか調査を実施し、資源、熟度、意欲が

ある団体を選定した上で現地調査を行い、各団体の課題等を洗い出し、平成

28年度内の日本版ＤＭＯ候補法人登録に向けた取組を進めております。 

 このような取組を進めるに当たり、一つ目として成功するためのマーケ

ティングのあり方、二つ目としてターゲットの明確化、三つ目としてター

ゲットに向けたコンテンツづくり、四つ目として既存団体を生かした観光プ

ラットホームづくり、五つ目として的確な人材確保、この五つの視点を踏ま

え、候補法人登録が目的ではなく、候補法人登録後も持続可能な組織の構築

を目指してまいります。 

 また、本取組により得ました成果を、今後、日本版ＤＭＯの創設に向けて

取り組む各地域に展開するとともに、近隣府県との連携やインバウンド対応

等を見据えた全県ＤＭＯの創設に向け、関係団体や事業者等と一体となり、

役割及び機能、組織体制のあり方等を検討してまいります。 

 なお、御質問のありました公益社団法人伊勢志摩観光コンベンション機構

については、日本版ＤＭＯの対象となり得るものと考えております。 

 続きまして、４点目でございますが、日本版ＤＭＯの候補法人に登録され

ました一般財団法人大阪湾ベイエリア開発推進機構とのかかわりについてで

ございますが、一般財団法人大阪湾ベイエリア開発推進機構、通称関西地域

振興財団は、本県も参加しており、インバウンドを中心に広域で取り組む一

般財団法人であり、このたび、観光庁による日本版ＤＭＯ候補法人として登

録したところです。 
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 外国人旅行者は、国内旅行者と比較して長期の旅行日程が組まれることが

多く、立ち寄り先も複数の県にまたがるのが普通です。したがいまして、プ

ロモーションにつきましても、県単独による取組も有効なのでございますが、

広域での取組も大変重要です。 

 インバウンドを進める上での広域の取組としては、中部北陸９県で構成し

ます昇龍道プロジェクトがあり、中部国際空港を起点とした誘客に広域で取

り組んでいるところです。また、関西国際空港を利用して本県に来訪する外

国人旅行者も少なくないことから、和歌山県と連携した国のビジットジャパ

ン事業など、関西地域と連携した取組も行っているところです。 

 今年２月に本県インバウンド重点国でありますタイで開催されました、タ

イでは最大級の国際旅行博覧会ＴＩＴＦのジャパンパビリオンにおきまして、

三重県、奈良県、和歌山県で構成する紀伊半島滞在型観光プロモーション事

業実行委員会と、今回、広域連携ＤＭＯ候補として登録されます関西地域振

興財団が協調して一体で出展するなど、効果的な連携を行っているところで

ございます。 

 今後もＤＭＯとしての関西地域振興財団における活動を通じて関西とのイ

ンバウンドの広域展開を進め、本県への外国人旅行者の誘致を推進していき

たいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔48番 水谷 隆議員登壇〕 

○48番（水谷 隆） どうもありがとうございました。 

 ちょっと時間がなくなってしまいましたので、最後の質問に入りたいと思

います。 

 生命のメッセージ展ｉｎ三重ということで、今年も１月30日、31日に津市

内で開催をされております。この生命のメッセージ展が三重県で開催された

のは、2005年３月に東員町の鷲見さんが被害者の遺族らと実行委員会を組織

して開催したのが始まりであるというふうに伺っております。そのきっかけ

は、鷲見さんの当時高校２年生の息子さんが疲れて帰ってきて、いつも、母
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ちゃん、腹減った、御飯はという言葉と、母ちゃんは根性なしやなというよ

うな言葉でいつもお母さんと話をしていたと、そこで、この鷲見さんがこの

息子のために、何とかひとつ、こういった事業をしていかなければならんと

いうふうに決意をして、これを開いたわけでございます。 

 今回の展示で殺人事件や交通犯罪、あるいはいじめ、自殺などの犠牲者の

それぞれの等身大の人型パネルが掲示されておりました。遺族からのメッ

セージなど、いろいろなものが展示をされておりまして、それを見ていただ

いておる皆さん方の悲しさ、涙を誘っていたわけでございます。 

 そこで、警察本部長に少しお聞きしたいんですけれども、警察としていろ

いろこういったものについての施策というものをしていただいておりますけ

れども、凶悪犯罪というのはなかなか絶たないところが現実であります。こ

ういった点につきましての取組と、被害者に対してどういった支援をしてい

くのか、今後の方向性について警察本部長にお聞かせ願いたいと思います。

よろしくお願いをいたします。 

   〔森元良幸警察本部長登壇〕 

○警察本部長（森元良幸） 警察におけます犯罪被害者支援の取組につきまし

てお答えいたします。 

 犯罪の被害者やその御家族は、犯罪による直接的な被害のほか、医療費負

担、働き手の喪失などによる経済的困窮、周囲の無理解などの二次被害にも

さいなまれておられ、自らの力だけでもとどおりの生活に戻ることが難しい

状況となっています。 

 被害者と最も密接にかかわっている警察は、被害軽減、回復に向けた各種

施策を推進しております。警察の犯罪被害者支援体制ですが、警察本部に被

害者支援室、室長以下５名体制を設置しているほか、県下全ての警察署に被

害者支援係を配置し、様々な支援に当たっています。 

 具体的な支援内容ですが、経済的な支援といたしまして、犯罪被害に係る

診断書料、初診料、性病感染や妊娠という二次被害を防止するための投薬料、

人工妊娠中絶費用などを公費負担としているほか、犯罪被害給付制度を適切
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に運用し、経済的負担の軽減を図っています。 

 次に、精神的な支援といたしまして、被害者支援室に臨床心理士を配置し

てカウンセリング体制を強化しているほか、被害者が病院に行く際、被害者

支援要員が付き添う、マスコミの取材対応に被害者支援要員が当たるなどい

たしまして、精神的負担の軽減を図っております。 

 被害者に対する支援は、警察だけで達成できるものではありません。地域

社会全体で行って初めて充実するものであり、県民の御理解、御協力が不可

欠と考えています。そこで、警察におきましては、次代を担う若者に被害者

が直接語りかける命の大切さを学ぶ教室や、広く県民の皆様に被害者の声を

届ける犯罪被害者支援を考える集いを開催するなどして機運の醸成を図って

います。 

 命の大切さを学ぶ教室におきましては、議員からお話のありました鷲見三

重子様にも何度も御講演をいただいておりまして、アンケートを見ますと、

若者たちは、自分や他人の命の大切さについて理解を深めてくれていること

がうかがえます。 

 そのほか、公益社団法人みえ犯罪被害者総合支援センターや生命のメッ

セージ展などの被害者支援団体と連携し、さらなる支援の充実と県民の皆様

への周知に取り組んでおります。 

 今後、被害者支援に従事する職員の技能のさらなる向上を図るとともに、

関係機関、団体との連携を一層強化し、引き続き途切れのない支援に強力に

取り組んでまいります。 

   〔48番 水谷 隆議員登壇〕 

○48番（水谷 隆） どうもありがとうございました。 

 ぜひともしっかりとした取組をよろしくお願い申し上げたいなというふう

に思います。 

 最後に教育長に少しお聞きしたいんですけれども、命を大切にする教育と

いうことについてと、県立高等学校でこういった取組が実際行われているか

いないか、その辺、ちょっとお聞かせ願いたいと思います。 
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○教育長（山口千代己） 県立高等学校では、ホームルーム活動で交通事故遺

族の方を講師に招いた授業とか、定時制高校で総合的な学習の時間に生徒が

登下校時に犯罪に巻き込まれないための未然防止策等についてのワーク

ショップ等などを行っております。 

 まだまだ十分とは言えませんけれども、全ての学校で命に対する気持ちを

持てるように、今後とも県立高等学校、あるいは市町教育委員会と連携して

進めてまいりたいと思います。 

 以上です。 

   〔48番 水谷 隆議員登壇〕 

○48番（水谷 隆） どうもありがとうございました。 

 時間が参りましたので、私の質問を終結いたします。ありがとうございま

した。（拍手） 

 

休          憩 

○議長（中村進一） 暫時休憩いたします。 

午後０時２分休憩 

                                    

午後１時０分開議 

 

開          議 

○副議長（中森博文） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（中森博文） 県政に対する質問を継続いたします。24番 森野真治

議員。 

   〔24番 森野真治議員登壇・拍手〕 

○24番（森野真治） 皆さん、こんにちは。新政みえ所属、伊賀市選出の森野

真治でございます。 
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 議長のお許しをいただきましたので、一般質問をさせていただきたいと思

います。 

 今日は一般質問の最終日ということでございますけれども、久しぶりに５

人ということで、これが折り返し地点ということでございますけれども、よ

ろしくお願い申し上げたいというふうに思います。 

 現在、なでしこジャパンがリオデジャネイロオリンピック出場権をかけま

して戦っていただいております。ここまで１敗１引き分けと、大変厳しい戦

いをしております。今晩は中国戦ということでございますけれども、ぜひ残

り３試合全勝していただいて、オリンピック出場権を獲得していただきたい

というふうに思います。 

 御存じのとおり、日本女子サッカーリーグ、なでしこリーグに参戦をして

いるチーム、伊賀ＦＣくノ一が、私の地元、伊賀市にございます。今日は、

まずその伊賀地域の置かれている厳しい現状に対し、県の温かい支援をお願

いするところから始めたいというふうに思います。よろしくお願いいたしま

す。 

 まず、最初に、平成27年国勢調査の速報値についてということでございま

す。 

 平成27年国勢調査の速報値が先月末に発表されまして、それによりますと、

平成22年国勢調査の確定数と比べて、三重県全体で人口は３万8897人の減少、

世帯数は逆に１万4152人の増加ということになりました。また、このフリッ

プを少し見ていただけたらと思うんですけれども、（パネルを示す）これは

県内の市町別の人口と世帯数の増減というものを、トップファイブといいま

すか、ワーストファイブといいますか、あらわしたものでございます。 

 伊賀市が人口で6830人、世帯数で1330世帯減少いたしまして、県内市町で

人口、世帯数ともにワーストという大変残念な結果が出ております。全体的

な傾向としましては、人口減少が多いのは中南勢地域のほうがたくさん出て

います。また、世帯減少数が多いのは東紀州地域のほうがたくさん出ていま

す。そういう傾向でありますけれども、伊賀市だけが両方ともで突出して
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ワーストという大変特徴的な部分がございます。 

 まずは、このことについて、県としてどのように分析をされまして、また、

今後どのような対応をされていくのか、お伺いをしたいと思います。 

   〔竹内 望戦略企画部長登壇〕 

○戦略企画部長（竹内 望） 伊賀地域の急激な人口の減少の要因、それから

分析、今後の対応ということで御質問をいただきました。 

 議員から御紹介がありましたように、平成27年国勢調査の速報によります

と、三重県全体では５年前に比べて３万8897人、2.1％人口が減少していま

したが、伊賀地域では、平成22年から8307人、4.7％人口が減少しておりま

す。また、減少率で見ますと、東紀州地域の10.0％に次いで２番目に高く、

人口減少が急速に進んでいると認識をしております。 

 今回公表されました国勢調査のデータは、市町別、それから男女別の人口

のみということで、これだけでは分析はなかなか難しいのかなと思っており

ます。このため、平成24年から26年の３カ年の住民基本台帳等の人口増減に

関するデータを分析したところ、まず、自然増減と社会増減の状況について

見ますと、県全体では、３年間の人口減少数の年平均、これが約7900人と

なっておりまして、内訳は、自然減が約5200人、社会減が2700人と、県全体

では自然減の影響が大きいという状況でございます。 

 一方で、伊賀地域は年平均約1540人の減少で、内訳は、自然減が670人、

社会減が約870人となっています。市ごとに見ますと、伊賀市と名張市では

状況が異なっておりまして、伊賀市では自然減がやや多く、名張市では社会

減が多くなっておりますけれども、伊賀地域全体としては社会減による影響

のほうが大きくなっております。 

 社会減の状況を伊賀地域について年齢別に見たところ、これについては県

全体と同じような傾向がありまして、20歳から29歳、20代の転出超過が最も

多く、全体の約61％、それから、30歳から39歳を含めると約74％というふう

な割合になります。 

 転出超過先の状況を大きく捉えてみますと、これは県全体の傾向とは違っ
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ておりまして、関西圏への転出超過が最も多く、全体の約51％、約半分が関

西圏への転出超過という状況でございます。 

 このように、住民基本台帳のデータによりますと、伊賀地域は関西圏との

関係が深いという地域特性があるわけなんですけれども、社会減の要因につ

いては県全体と同様に、進学あるいは就職時における人口流出が背景にある

のではないかと考えております。 

 今後、今回の国勢調査に基づきまして、さらに詳細なデータ、例えば移動

人口の年齢、あるいは就業状態等が順次公表される予定でございますので、

そういったデータも踏まえて分析をさらに深めていきたいなというふうに

思っております。 

 それから、対応の関係なんですけれども、地方創生の取組については、県

内の様々な地域でその魅力が最大限に発揮されて、県民の皆さんが幸せを感

じながら暮らし続けていけるように、そういうふうな取組が必要だというふ

うに思っております。このため、県版総合戦略に基づきまして、自然減対策

として、結婚、妊娠、子育てなどの希望がかなう少子化対策、これを全県的

に展開するとともに、社会減対策としては、広域連携の取組も含め、様々な

分野で地域の特性や強みを生かした効果的な取組を推進していきたいという

ふうに思っております。 

 伊賀地域は、海外に発信力のある忍者をはじめとする観光資源、あるいは

伊賀牛などのブランド力のある地域資源に恵まれております。また、大阪、

名古屋、両大都市圏の結節点に位置しておるということで、今後、新名神高

速道路の全線開通等によりまして、地域のポテンシャルはますます向上して

いくことが期待されております。 

 県としては、伊賀市、名張市と連携をしまして、こうした伊賀地域の特性

を生かして、交流人口の拡大であるとか、あるいは雇用の創出などに取り組

むとともに、地域に暮らす人々の安全・安心を下支えする様々な基盤づくり

に努めることで、伊賀地域の自立的かつ持続的な活性化につなげていきたい

というふうに考えております。 
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 以上でございます。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） いろいろ分析、あるいは取組についてお答えをいただい

てまいりました。 

 昨年は県民手帳の誤植などもございまして、久しぶりに伊賀に県政なしと

いう言葉を聞きました。もちろん県として伊賀地域のためにいろいろと取り

組んでいただいておりますし、これまでも取り組んできていただいておりま

す。しかし、今回の調査結果、そして今の分析でもいろいろとおっしゃって

いただいておりましたが、それがわかっていただいている部分はあっても、

やっぱりそれが少しピントがずれている、そういうことが数字にあらわれて

いるのではないかなというふうに思いました。いま一度、地域の課題、特性

などを見詰め直し、県の施策の棚卸しをしていただいて、見直し、あるいは

さらなる支援について、よろしくお願いを申し上げたいと思います。次回の

国勢調査の際にはぜひいい結果が出るように期待しておりますので、どうぞ

よろしくお願いをいたします。 

 それでは、そういった中で、地元の大きな課題としてあります伊賀鉄道に

対する支援について、次、御質問をさせていただきたいというふうに思いま

す。 

 今年度、県では伊勢鉄道に対しまして、今後見込まれる多額の施設整備費

を捻出し、伊勢鉄道の維持存続を図るため、沿線市町とともに基金を設置す

るなど、支援の決定をされました。一方、私の地元の伊賀鉄道に対しては、

そのような支援はされていません。 

 まず、初めに、伊勢鉄道と伊賀鉄道に対する取組の違いについて、その考

え方や支援内容の違いがどういうふうになっているのかについてお伺いをし

たいと思います。 

   〔福田圭司地域連携部長登壇〕 

○地域連携部長（福田圭司） 伊賀鉄道についての支援についてお尋ねでござ

います。お答えいたします。 
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 伊賀鉄道伊賀線、現在、伊賀上野駅から伊賀神戸駅まで14駅、16.6キロ

メートルの沿線でございます。従来、近鉄の１路線でございましたけれども、

平成16年に近鉄の廃止意向を受けて、国、三重県、伊賀市による協議の結果、

近鉄と伊賀市が平成19年から28年の10年間、ともに赤字を負担しながら支え

ていくということで合意がなされました。 

 これに基づき、平成19年10月１日に、伊賀鉄道株式会社、本市は伊賀市に

ございまして、近鉄が98％、伊賀市が２％の出資をしている第三セクターの

株式会社でして、施設と車両を近鉄から借り受ける形で再出発をしたという

ところでございます。 

 これにつきまして、現時点で、平成25年度以降、今、合意をされたという

御紹介がございましたけれども、29年度以降の伊賀線を支える仕組みについ

て、関係者で協議を重ねてまいりました結果、伊賀市が近鉄から施設、車両

を譲り受け、伊賀市自身が鉄道を所有するというような形、公有民営方式と

申しますけれども、そういう事業形態によって鉄道を存続させるということ

が合意され、平成27年３月27日、昨年でございますけれども、伊賀鉄道、近

鉄、それから伊賀市の３者で確認書が交わされたところでございます。 

 このように、伊賀線の存続につきましては、従来から伊賀市が中心となっ

て対応をしてきていただいております。伊賀鉄道につきましては沿線住民の

輸送が中心であり、便益を受けるエリアも限られていることから、今後の経

営につきましても、地元自治体である伊賀市が主体的に路線維持をしていく

ものと考えさせていただいておるところでございます。 

 県としましては、他の県内の地方鉄道と同様に、鉄道軌道安全輸送設備等

整備事業費補助金などを活用いたしまして、国と協調して引き続き支援をし

ていきたいと考えております。ちなみに、今年度までの見込みでございます

けれども、県では約１億1600万円余の補助をさせていただいておるところで

す。 

 議員が参考とされております伊勢鉄道につきましては、御紹介がありまし

たように、地域住民の通勤、通学の移動手段だけではなく、名古屋、中京圏
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と、伊勢・鳥羽方面、また、東紀州地域を結ぶ三重県の大動脈の一つとなっ

ており、県内の交通体系全体に影響を及ぼす鉄道であることから、広域自治

体としての県が主体的に関与するとして整理をさせていただいておるところ

でございます。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 伊賀鉄道と伊勢鉄道の支援の違いについてお答えをいた

だきました。 

 それでは、参考に少しこのフリップを見ていただきたいというふうに思い

ます。（パネルを示す） 

 これは、伊勢鉄道と伊賀鉄道の利用者数についての統計を表にしたもので

ございます。一部統計の内訳のとり方が違っておりますので、全く一緒とい

うか、通学と通勤が分かれているかどうか、分けられるかどうかという違い

はあるんですけれども、それ以外のところについては比較ができるかという

ふうに思います。 

 通学・通勤定期の利用者の割合につきまして、伊賀鉄道は73％、伊勢鉄道

は21.7％というふうになっています。これは、先ほど地域利用がというふう

におっしゃいましたけれども、県民利用率が伊賀鉄道のほうが非常に高いと

いうふうに言えるんじゃないというふうに思います。そういう意味で、県民

利用率の低い伊勢鉄道に対して県単補助が行われているにもかかわらず、ほ

とんど三重県民が利用している伊賀鉄道に同様の補助がないというのは、少

し納得のいかないところであります。 

 加えて、通学定期に注目いたしますと、伊賀鉄道の利用者の割合は57％と

いうふうになっています。これは、伊賀地域の高等学校教育が伊賀鉄道の運

行を前提に成り立っていることを示しており、もしも廃線するということに

なれば、バス運行等でこの人数を代替輸送することは困難でありますから、

これまでの伊賀地域高等学校活性化推進協議会等で、伊賀地域全体として高

等学校教育を考えるという前提が崩れてしまうことになり、伊賀地域の高等

学校教育に対して大きな影響が出てしまいます。 
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 また、平成29年度からは伊賀市が伊賀鉄道のレールや駅などの施設を所有

するということは先ほど御紹介があったとおりでございますけれども、所有

後、活性化をして、年々乗降客数が増えるという大変楽観的な見通しのもと

でも10年間で18億円以上を伊賀市が拠出しなければならないというふうに予

想をされています。半数以上を占める通学利用のうち、多くは伊賀市と名張

市を行き来していると考えられますが、先日開催されました第３回伊賀地域

高等学校活性化推進協議会の中でも伊賀鉄道について取り上げられ、名張市

から伊賀市の高校に通うための定期代は、名張市から距離的にはるかに遠い

津市の高校まで通うための定期代の約２倍となっていることなど、利用者に

も相当な負担がかかっております。これらの厳しい現状を考えたとき、伊賀

鉄道についても伊勢鉄道同様に、県と沿線自治体である伊賀市、名張市が応

分の負担をして維持管理するべきものと考えますが、御所見をお伺いいたし

ます。 

○地域連携部長（福田圭司） 通学定期が非常に利用客が多い、通勤も含めま

して。伊勢鉄道路線といいますのは、四日市市から津駅まで普通列車が走っ

ておりますけれども、これは普通列車として運行させていただいておる路線

でございまして、これにつきましては、今御指摘のとおりでございます。伊

勢鉄道は、それ以外に、南紀特急と快速みえ号を走らせておりまして、これ

はＪＲから引き続いて運行するわけですけれども、この収益をもって鉄道経

営というのを経営しております。この運行にも責任を持っているというとこ

ろでございます。ですから、一概に定期券が多い少ないだけで判断すること

は少しいかがなものかと感じますし、なお、県民が多い少ないというよりは、

だからこそ地域でより盛り立てて利用していただくというのが重要ではない

かというふうにも考えますので、その点は少し立場を異にするのかなという

ふうに考えております。 

 一方、名張市の件でございますけれども、三重県のほうから名張市に対し

てということは現在のところ考えておりません。従来、御承知かとも思いま

すけれども、平成19年度から22年度の４年間に、伊賀市、名張市で構成しま



－407－ 

す広域行政事務組合のほうから一定の、伊賀鉄道に移行した際には補助をし

ておった経緯もございます。一旦これは中断をして、今現在そういう形には

なっておりません。その辺の経緯というのは少し古いことですので詳細はわ

からないところがございますけれども、そういった経緯もあって、現時点で

は伊賀市のほうが主体的に伊賀鉄道の経営に関して当事者として御判断いた

だいておるというふうに考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 考え方が違いますということでございますけれども、先

ほど挙げられたような理由を言えば言うほどますます、県民以外の方が利用

している率が多いということで、それであればもっと、国とか、観光庁とか、

そういうところの補助とかも使ったらいいように逆に思ったりしてしまいま

す。 

 また、名張市が抜けている状態について、地元の伊賀市が主体的にという

ことでございますけれども、伊賀市は名張市に抜けていってくれと多分言っ

ているわけじゃないと思いますので、ぜひその辺のところ、広域の調整機能

を持つ県として、もう少し頑張っていただきたいなという思いも込めて、お

願いさせていただきたいなというふうに思います。 

 昨年、名張市でみえ現場ｄｅ県議会を開催させていただきました。伊賀地

域の若い皆さんから、伊賀地域は公共交通機関の利便性が悪いので住みにく

いと感じるという意見が多く出されました。子どものころに感じたこういう

印象が伊賀地域からの人口流出を招いているとすれば、大変残念なことだと

思います。伊賀鉄道の存続や定期代の引き下げ等に必要な県としての今後の

支援を改めて要望いたしたいというふうに思います。 

 それでは、次の項目に行かせていただきます。 

 福祉医療費助成制度についてでございます。 

 まず、一つ目、現物給付化についてでございますけれども、知事の政策集

の中に子どもの医療費という欄がございます。ここのところに現物給付化に
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ついて記載がありまして、引き続き、窓口負担廃止についてもニーズが高い

ことから、当面、ひとり親家庭等の真に支援が必要な対象者に絞って検討を

行いますというふうに記載をされています。当選後、このことについて、ど

のような内容やスケジュール感を持って検討を進められているのか、まずは

お伺いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 子ども医療費の窓口無料化、いわゆる現物給付化につい

て、政策集に示されているけれどもどのように検討していくのかということ

であります。 

 一人親家庭等医療費の現物給付は、31都道府県で実施されています。しか

し、そのうち19都道府県については、一部自己負担金を医療機関の窓口で支

払うこととされています。本県におきましては、一部自己負担金の支払いも

求めておらず、２カ月ほどで償還されている現状であります。 

 現物給付化につきましては、緊急対応時や低所得世帯などでのニーズがあ

ることは、私も小さい子どもを育てておりますので十分承知しておりますが、

一方で、現物給付を実施すると、医療費の増加により、県や市町の財政に与

える影響が大きいといった課題も指摘されています。 

 いずれにしましても、これまでも答弁しておりますけれども、一度導入し

て、財政状況が悪化したからやめるというわけにはいかず、制度を持続して

いくこと、また、県が関与するなら全市町で足並みをそろえることなどが肝

要です。それが、県民にとっての安心にもつながり、有益であると考えてい

ます。 

 一人親家庭等医療費については、政策集でお示ししたとおり、子ども医療

費のあり方を検討する中で、私個人としては優先度の高い対象と考えていま

す。しかしながら、福祉医療費につきましても、市町の実情やニーズも様々

ですし、市町の地方創生、特に自然減の取組における優先度も様々です。政

策集は４年間の取組を記したものであり、現在、内部の検討にとどまってお

りますけれども、ですので、具体的な対外的な手順やスケジュールというも
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のが確定しているわけではありませんが、まずは何より市町と丁寧に意見交

換しながら検討を進めてまいりたいと考えています。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 政策集に書いていただいているとおりのことで、もう

ちょっと具体的にスケジュール感等が教えていただければありがたいなと

思って聞かせていただいたんですけれども、まだそこまで至っていないとい

うことでございます。 

 それと、これまで実は何人かの首長さんが、選挙の際に現物給付化を公約

に掲げられて当選をされています。実施に至ってきてはおりませんけれども、

しかし、今回初めて鈴鹿市で、平成29年４月からの３歳未満の子どもの子ど

も医療費の現物給付化について、実施に向けて準備をするという報道発表が

行われました。県として、これに対して補助をどういうふうにやっていくの

か、現在どのように考えているのか、お伺いをしたいと思います。 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 鈴鹿市の今回の乳幼児医療費の現

物給付化に向けた準備についてでございますけれども、このことにつきまし

ては、鈴鹿市におきまして、制度の持続性、給付と負担のバランス、他の福

祉医療費助成制度とのバランス、医療提供体制の整備のあり方などを総合的

に勘案して取り組まれるものと考えているところでございます。 

 鈴鹿市に対する補助については、これから検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 実施の可否も確定していないということと、これから鈴

鹿市と話し合っていくと、そういうことだったと思うんですけれども、一番

心配しているのは、今、こちら側が現物給付化について議会としてお願いし

ている際に、医療費が増えるとか、いろんなことがあるのでということを

おっしゃっています。 

 そういう部分で、今は市の補助額の半額を県が補助しているわけですけれ
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ども、それがもし償還払いから現物給付になったとして、その年齢の分をき

ちっとこれまでどおり半額補助してやっていただけるのかという部分がやっ

ぱり大きな心配だというふうに思っています。 

 よもやその分で、医療費が増えると見込まれる分を減額して補助をするな

んていうことは考えてはいないと思うんですけれども、いずれにしても、も

し鈴鹿市が、これ、導入された場合、直ちにそういうことをするんじゃなく

て、今、自動償還払いを既にしている中で、議会としてはそんなに医療費は

増えることはないだろうという考え方が大勢を占めているという部分もござ

います。 

 そういうことも踏まえて、まずはやっぱり今までどおりきちっと半額補助

をして、その後、様子を見ながら、よっぽどそれまでよりも増えたという、

それが現物給付化したことによってかかりやすくなったから、今まで受診抑

制がかかっていた部分がかかったというのは、これはいいことなので、それ

は減額対象にしてはいけないと思いますけれども、いわゆるコンビニ受診と

か不要な診療が増えたということが確定的でない限りは、県の補助金の中で

のいわゆるペナルティーみたいな措置についてはやってはならないというふ

うに考えております。これから話し合いということでございますので、強く

要望しておきたいというふうに思います。 

 また、現物給付化については知事の公約の中にも書いてあることでござい

ます。今、改めて会派としても一定の考え方を要望書の形で提出させていた

だきたいということで話もしているところでございます。ぜひとも今後も前

向きに検討をお願いしたいなというふうにも思います。 

 次に、子ども医療費の対象年齢拡大について御質問いたします。 

 鈴木知事が就任されるまでは、私も何度も要望しましたけれども、小学校

就学前よりも拡大されませんでした。知事の思いによりまして、当時、県内

全市町で単独事業により小学校卒業までの入通院を助成はしていなかったと

いうふうに思いますけれども、全市町の協力を得て実施をされました。しか

し、その後は再び、どれだけ要望しても年齢拡大されない状態になっています。 
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 一方、各市町ではその後も順次、単独事業での年齢拡大が実施され、今で

は中学校卒業までの入院については29市町全てで実施されています。また、

外来につきましても、27市町で実施済み、または実施を表明しています。こ

れは、少子化のさらなる進展や子育て中の皆様からの要望などにより、現場

に近い基礎自治体である市町の肌感覚から単独事業での実施に至っていると

考えられます。 

 昨年６月の下野議員の質問に対し、三重県の子ども医療費の助成額の一般

財源に占める割合は全国第４位であり、県の対応としては、制度全体を見れ

ば、必ずしも遅れているとまでは言えないと考えているとの答弁でございま

した。しかし、それはあくまでも一般財源に占める子ども医療費助成額とい

う一施策の割合でありまして、一般財源に占める子育て支援策、あるいは少

子化対策費全体の割合を指しているわけではありません。一般財源に占める

子育て支援策や少子化対策費の割合の全国順位を調査したような資料はない

ということでございますけれども、本来県としては、少なくとも予算ベース

で頑張れているかどうかということは、このレベルで話をしないと総合的な

話にはならないというふうに思います。 

 そこで、このパネルを見ていただきたいと思うんですけれども、（パネル

を示す）このパネルは、三重県及び全国の合計特殊出生率の推移と三重県の

全国順位の推移を示したものです。 

 見ていただければわかるとおり、日本の合計特殊出生率は少しずつ回復傾

向にございます。一方、三重県の合計特殊出生率は回復傾向にあるとは言え

ず、そういう中で、全国順位はどんどんと低下をしています。一部の施策を

取り出して全国順位が高いというのは勝手ですけれども、結果にはあらわれ

ていないというのが実態でございます。むしろ、もっと頑張って子育て支援

策や少子化対策の充実をしないといけない状態であります。 

 こういう中で、県民により近い全市町が行っている事業に対しては、出し

惜しみするのではなく謙虚に支援していくべきであって、県が補助をすれば

その分、各市町はさらなる年齢拡大や他の事業の実施や拡充など、基礎自治
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体として必要な子育て支援策をさらに充実させることができ、少子化による

人口減少に対する効果が期待できるというふうに思います。平成28年度にお

いても、なぜ中学校卒業までの年齢拡大をしないのか、お伺いをいたします。 

   〔佐々木孝治健康福祉部医療対策局長登壇〕 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 子ども医療費の対象年齢拡大につ

きましては、今、議員からお話がございましたように、当県といたしまして

は平成24年９月から入通院とも小学校６年生までに拡大したところでござい

まして、全国的に見ますと、入院について中学校卒業まで対象としているの

は14都県しかなく、このうち12都県は一部自己負担金を求めております。 

 なお、24府県に至っては、入通院とも小学校就学前までを対象としている

状況であり、このような中で、本県は一部自己負担金の支払いを一切求めて

いないという状況でございます。 

 県といたしましては、各市町の動向を把握してはおりますが、全ての市町

が県が定める対象範囲を超えて対象を設定したからといって、直ちにこれに

追随するものではございません。子どもの医療にかかわる大事な制度でござ

いますので、一度導入して、財政状況が悪化したからといってやめるわけに

はいかず、制度を持続することが肝要であり、県民の方々にとって有益であ

ると考えております。 

 また、県民の方々が住みなれた地域で安心して暮らしていただくためには、

限られた財源の中にあっても、医療従事者の確保をはじめとした各種の医療

提供体制の整備にも取り組んでいかなければなりません。こうしたことを踏

まえ、子ども医療費の対象年齢拡大につきましては、本県の実情に鑑み、給

付と負担のバランスも勘案しつつ、引き続き検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 以上です。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 一度始めたからといってやめるわけにはいかないのでと

いう非常に慎重な考え方もあるということですけれども、実際全市町でやっ
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ているわけですから、県が単独でやっているんでしたら県がやめるといった

ら影響があるかもしれませんが、実際もう、補助、助成はされているわけで

すね。それに対して、県のほうも市町を助けていったらどうかということを

言っているので、住民の方に直接影響が出たり入ったり、あるような話をし

ているわけではありません。 

 また、先ほど、そんなお金があったら医療提供体制の整備に回されたいと

いうふうにおっしゃいました。医療対策局長なのでそういうお考えなのかも

しれませんけれども、この施策というのは、私は子育て支援策とか少子化対

策の施策だというふうに思っているんですね。確かに医療が対象ではあるけ

れども、病院にかかれないというか、プラスで普通ならかかれない医療を提

供するわけじゃなくて、子育て世代の金銭的な負担を軽減して、子育て支援、

少子化対策につなげようという意味合が物すごく強い部分だと思うんですね。 

 そういう中で、この対象年齢拡大をしない理由に医療提供体制の充実とい

うのは、いかにもちょっと考え方としていかがかなと思うんですけれども、

健康福祉部や知事も同じように思っていらっしゃるのか確認させていただき

たいと思います。 

 健康福祉部長、どうですか。 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 予算をどういったところにウエートを置くかと

いうことは、そのときそのときのいろいろな状況がございまして、現在はそ

ういうことで判断しているというふうに理解しております。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 信じられないですね、本当に。せめてほかの子育て支援

策とか少子化対策に回したいというのならわかるんですけどね。部長もそう

だというのなら非常に残念です。 

 私としては、少子化対策、非常に待ったなしの状況ですので、いま一度歳

出を見直していただいて、捻出する努力をしていただいた上で、ぜひ導入し

ていただきたいというふうに思います。 

 ところで、昨年６月に、下野議員の質問に対して、私、関連質問をさせて
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いただいたときに、対象年齢拡大に対して必要な予算額についてお答えをい

ただくことができませんでした。 

 入院分を中学校卒業まで対象年齢を拡大する際に必要な予算額はどのぐら

いになるのか、改めてお伺いをいたします。 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） お時間をいただいていいですか。

間違えたことを答弁してもいけませんので、確認の上、また何らかの形で御

回答申し上げたいと思っております。 

 失礼します。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） あの後、そのときに手持ちがなかったのでということで、

担当の方が来ていただいてお聞きしたのでは、１年間で入院分は大体2100万

円ぐらいですというふうなお答えでございましたので、多分それで間違いな

いと思うんですけれども、だとすれば、今年から導入していたとして、残り

３年間の間で大体6300万円の予算があればできるということになります。 

 ちなみに、総務部長にお伺いしたいんですけれども、今議会に提案されて

おります知事の給与等の特例措置の廃止についてでございますけれども、今

後３年間で必要な給料、期末手当、退職金の増額分についての総額はどの程

度なのかお示しください。 

○総務部長（稲垣清文） 正確な数字はちょっとわかりませんですけれども、

先ほどおっしゃった子ども医療費の関係の部分に相当するような額だと思っ

ておりますけれども、正確な数字はわかりません。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 別に振りかえろという話をするわけじゃないんですね。

知事はもちろんそれだけ働いていらっしゃいますし、もらっていただくこと

は当然だと思うんですけれども、それと同じくらいの金額だということだけ

確認させていただきたいというふうに思います。 

 次に、発達障がいについて御質問をさせていただきます。 

 発達障害者支援法が平成17年４月に施行されました。発達障害者支援法で



－415－ 

は、これまで制度の谷間に置かれていて、必要な支援が届きにくい状態と

なっていた発達障がいを、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発

達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害で

あってその症状が通常低年齢において発現するもの」と定義し、支援の対象

とされました。 

 また、この法律では、発達障がいのある人が、生まれてから年をとるまで、

それぞれのライフステージ、年齢に合った適切な支援を受けられる体制を整

備するとともに、この障がいが広く国民全体に理解されることを目指してい

ます。 

 発達障がいは、脳機能の発達が関係する生まれつきの障がいです。発達障

がいがある人は、その障がいゆえに、コミュニケーションや対人関係をつく

るのが苦手であるとされています。また、その行動や態度は、自分勝手とか

変わった人、困った人と誤解され、敬遠されることも少なくないようです。

しかし、それが親のしつけや教育の問題ではなく、脳機能の障がいによるも

のだと理解されれば、おのずと周囲の人の接し方も変わってくるのではない

でしょうか。 

 このフリップをごらんください。（パネルを示す） 

 このフリップは、厚生労働省のホームページに掲載されている発達障がい

の説明です。フリップの上に、「ここでは、発達障害のある人を理解するた

めに、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注

意欠陥多動性障害など、主な発達障害の特徴を紹介します。なお、発達障害

は、複数の障害が重なって現れることもありますし、障害の程度や年齢（発

達段階）、生活環境などによっても症状は違ってきます。発達障害は多様で

あることをご理解ください。」という注意書きがあるとおり、発達障がいは、

これらのタイプのうちどれに当たるのか、実際には障がいの種類を明確に分

けて診断することは大変難しいとされています。障がいごとの特徴がそれぞ

れ少しずつ重なり合っている場合も多いからです。 

 また、年齢や環境により目立つ症状が違ってくるので、診断された時期に



－416－ 

より診断名が異なることもあります。どんな能力に障がいがあるか、どの程

度なのかは人によって様々です。また、子どもにも大人にもこれらの特徴を

持つ人がいます。発達障がいは、障がいの困難さも目立ちますが、すぐれた

能力が発揮されている場合もあり、周りから見てアンバランスな様子が理解

されにくい障がいです。そのため、先ほど紹介したような印象を持たれてい

ることが多くあります。 

 近年の調査では、発達障がいの特徴を持つ人は決してまれな存在ではなく、

身近にたくさんいることがわかってきました。発達障がいの原因はまだよく

わかっていませんが、現在では脳機能の障がいと考えられていて、そのため、

小さいころからその症状があらわれているとされています。 

 ここで大事なことは、その人がどんなことができて、何が苦手なのか、ど

んな魅力があるのかといった、その人に目を向けることであり、その人その

人に合った支援があれば、誰もが自分らしく生きていけるのが発達障がいで

す。 

 文部科学省により、平成24年に全国の公立小・中学校で約５万人を対象に

した調査結果がございます。発達障がいの可能性のあるとされた児童・生徒

の割合は6.5％、15人に１人の割合でした。ただし、これは通常学級に通う

児童・生徒を対象にしているため、特別支援学校に通っているなど、知的障

がいにより通常学級に通っていない発達障がいの児童・生徒などはデータか

ら除かれていることや、あくまで発達障がいについて知識のある教職員など

による見立てであり、医師の診断を受けた割合ではありません。しかし、正

確な割合はともかく、発達障がいが生まれつきの脳障がいであり、治ること

がないということから、この割合は全年齢にわたると考えられ、したがって、

社会全体では相当な人数になります。 

 本県では、発達障害者支援法の施行以降、乳幼児健診や、保育園、幼稚園、

学校等での発達障がいに対する知識や理解が浸透してきており、今の子ども

たちは、早期発見と適切な支援を受けられるようになってきました。しかし、

社会全体を見渡すと、教育現場や発達障がいの子どもを持つ親やその周りの
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人々を除いては、まだまだ発達障がいに対する認識や理解が進んでいないの

が現状です。 

 学校現場では、高等学校卒業までは、パーソナルカルテの活用など、途切

れない支援に取り組み始めていただいています。そこで、今日は、高等学校

卒業以降、高齢者に至るまでの大人の発達障がいのある方への支援について

お伺いしていきたいと思います。 

 先日、発達障がいのある方を家族に持つ家族会の方々とお話をする機会が

ありました。ある方は子どもさん、ある方は配偶者、ある方は配偶者の親が

発達障がいのある方など様々でございましたが、家族が発達障がいだとわか

るまで、いろんなところに相談や診療に行ってもなかなか発達障がいという

診断に至らず、何をどうしていいかわからずパニック状態になって本当に大

変だったけれども、発達障がいとわかった途端に本当に楽になった、もっと

早くわかっていればと思う、多くの同じ悩みを持つ方々を救うためにも、発

達障がいに対する施策をもっと充実させてほしいと強く願っておられました。 

 そこでお伺いいたします。 

 社会問題になっているひきこもり等の無業者問題があります。子どものこ

ろから社会に出られずにいる方や、一度社会に出たもののうまくいかずド

ロップアウトしてしまった方など様々ですが、その中にもかなりの数の発達

障がいのある方がおられます。発達障がい者としての適切な支援が受けられ

れば問題解決が進むはずですが、そのためには適切な診断と家族の理解、特

性に応じた就職先の紹介、そして、雇用する企業の理解、これらが整わなけ

ればなりません。逆に言えば、これらをきちんと整えられれば、ひきこもり

状態から抜け出せる方が多くおられるということです。 

 国は、15歳から39歳までの若年無業者については地域若者サポートステー

ションで取り組まれていますし、県もおしごと広場みえで取り組まれていま

す。しかし、これらの事業もまだまだ周知が進んでいないようですし、40歳

以上の就労支援策や訪問事業等の掘り起こしなどに課題があるように思いま

す。お考えをお伺いいたします。 
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 また、発達障がいであることを理解するためには、医師の正しい診断が必

要です。先ほどのお話にもあったように、大人の発達障がいを正しく診断で

きる医療機関はそれほど多くないようです。家族会の方も、発達障がいを精

神疾患と診断し、向精神薬等を投与して、状況が改善どころか、かえって悪

くなってしまった方もいるとおっしゃっていましたが、多くの発達障がいの

患者が、難治性鬱病や躁鬱病、統合失調症、もしくは人格障がいと誤診され、

効果のない高価な薬剤を延々と処方されていると言われています。大人の発

達障がいに対応できる医療・福祉関係者の充実に向けた取組が必要と考えま

すが、いかがでしょうか。 

 そして、現在就労中の方々についても、雇用している企業等に理解がなけ

れば、配置転換を期に本人に大きなストレスがかかってしまい、仕事上や家

庭などでいろいろなトラブルが発生したり、離職に至ってしまうことが考え

られますが、企業等に対する啓発などの取組についてお伺いいたします。 

   〔伊藤 隆健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（伊藤 隆） 発達障がい者の支援について何点か御質問をい

ただきました。順次お答えさせていただきます。 

 まず、発達障がい者の方の支援につきましては、各市町が設置しておりま

す相談支援センター等におきまして一般的な相談支援として実施するほか、

県が県内９カ所に設置しております障がい者就業・生活支援センターにおき

まして、ハローワーク等の関係機関等と連携しながら、就職先のアドバイス

や職場実習のあっせん、職場訪問による定着支援等の就労支援とともに、生

活習慣の形成、健康管理、金銭管理等への助言など、就労に伴う日常生活、

または社会生活上の支援も行っております。 

 その中で、特に発達障がいの方につきましては、専門的な相談対応のため、

県内２カ所に設置いたしました、三重県自閉症・発達障害支援センターにお

きまして生活面全般の個別相談に応じておりますが、特に今年度からは、発

達障害者地域支援マネージャーというものを配置いたしまして、障がい者就

業・生活支援センターと連携いたしまして、就労に必要な助言、指導等を
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行っているところでございます。 

 発達障がいの方につきましては、議員から御指摘がありましたように、コ

ミュニケーションが苦手であるとか、集中できずじっとしていられない、読

む、書く、計算するのが苦手とかありますけれども、一人ひとりに違った障

がいの特性があり、就労する上での妨げになっているというふうに思ってお

ります。このため、障がい者の就労支援として実施されております就労継続

の訓練でありますとか、それから、就労後、就労定着を支援します障がい者

就労安心事業等の実施に当たりましては、このような課題を解消できるよう、

一人ひとりの障がい特性に合わせた配慮を行っているということでございま

す。 

 それから、潜在している発達障がい者の方ですけれども、発達障がいに気

づかず生活にお困りの方をどういうふうに把握して、就労等の支援にどのよ

うにつなげていくかも課題というふうに認識しております。このため、生活

保護の相談でありますとかハローワークの一般相談等の相談窓口に加え、今

年度から取り組み始めております生活困窮者自立支援制度の取組などが連携

することによりまして、そのような方を把握し、必要な支援につなげられる

よう努めているところでございます。 

 それから、お話のありました、ひきこもりにつきましても、発達障がいが

大きくかかわっているとされております。ひきこもりの状態にある方、ほと

んどの場合、御本人やその御家族が障がいの認識がないというようなことも

ございます。そうした場合の就労に向けた相談は、地域若者サポートステー

ション、そういったところになされることが多くなっています。こうした相

談支援が行われる中で発達障がいがあると見込まれるケースにつきましては、

障がい者就業・生活支援センターや三重県自閉症・発達障害支援センターに

連絡をいただいておりまして、必要に応じてこちらのほうから訪問して支援

を行っていると、そういったことをやっている実績もございます。 

 今後は、地域若者サポートステーションと、障がい者就業・生活支援セン

ターや自閉症・発達障害支援センターとの連携を密にいたしまして、これは



－420－ 

ケースごとの対応となりますけれども、検討していきたいというふうに思い

ます。それらを含め、今後関係機関の連携を深めまして、相談支援を充実さ

せていきたいというふうに思っております。 

 それから、医療とか福祉関係者の研修ということでございます。 

 発達障がいは、議員から御指摘もございましたけれども、主に生まれつき

の脳機能障がいを原因に乳幼児期から生じるとされておりまして、脳機能の

発達のアンバランスを特徴の一つとしております。コミュニケーションとか

対人関係をつくることが苦手な方が多く、周囲の理解がないといじめに遭っ

たり学校や職場で孤立するということで、早期からの適切な支援を受けない

と、それが原因となりまして、情緒不安や不適応行動など二次障がいが生じ

てしまうことも少なくありません。このため、県では、幼児期とか乳幼児期

におきましてはＣＬＭと個別の指導計画等の仕組みを普及させておりますが、

そういった中で見過ごされたまま成人になるということで、情緒不安定や二

次障害が生じ、精神科に受診となる、そういう場合も散見されます。 

 それから、これも御指摘がございましたが、発達障がいにつきましては、

発達障害者支援法ができたのが平成17年ということで、まだ施行されて間も

ないということなどがございまして、比較的新しい概念であることから、市

町とか学校とか関係機関への啓発、これを十分に行う必要がありますが、特

に医療機関につきましては的確な診断をしていただくということが大変重要

であろうかと思っております。 

 こうした中、精神科の医療機関におきましては、発達障がいをテーマとい

たしました院内研修を開催されるところが増えております。それから、昨年

９月に開催されました、三重県精神科病院会主催のフォーラムでも、基調講

演のテーマとして、成人期の発達障がいが取り上げられまして、活発な議論

が交わされているなど、関心は高まりつつあるというふうに思っています。 

 こうした機会を捉えまして、県といたしましても、早期発見・治療及び的

確な診断が行われるよう、医療従事者を対象とした研修、今やっておりませ

んけれども、この実施について検討していきたいと思っております。 
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 それから、最後、企業等を含めました啓発です。発達障がいの方は障がい

のわかりづらさから周囲の誤解を受けやすいということですけれども、その

障がいの特性を御本人や家族、周囲の方がよく理解して、その人に合ったや

り方で、日常の暮らしや学校や職場での過ごし方を工夫することができれば、

持っております本来の力が生かされるというふうに言われております。 

 障がい児につきましては、先ほど申し上げましたような取組の中で県民へ

の啓発も努めていくこととしておりますが、三重県自閉症・発達障害支援セ

ンターにおきましては、発達障がい者に対する理解を深めるため、福祉事業

所や教育機関等の関係者をはじめ、一般の方も含めた幅広い県民の方を対象

とした講演会も実施しております。 

 それから、毎年４月２日が世界自閉症啓発デーになっております。その中

で、ポスターやチラシの配布を行うなどの啓発活動、それから、ブルーライ

トアップ活動もやっております。 

 その中で、企業に対する啓発としましては、障がい者就業・生活支援セン

ターにおきまして、企業訪問等によりまして、障がい者の職場実習のあっせ

んや就労継続のための雇用管理に対する助言、支援等を実施しております。

その中で、発達障がいをはじめとした障がい者への理解と、能力、特性、そ

れらを踏まえた雇用における必要事項等への配慮について助言を行っており

ます。 

 今後は、こうした県民の理解がさらに深まるように、市町の関係者とも連

携いたしまして、事業の内容や広報の方法、これはちょっと工夫をしていき

たいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） いろいろおっしゃっていただきました。ぜひともよろし

くお願い申し上げたいというふうに思います。 

 それでは、最後に、消防団員の確保対策についてお聞きしたいと思います。 

 消防団は、各地域での災害対策に欠かすことができない存在でございます。
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また、防災に対する県民意識調査においても、消防団に期待する活動として、

火災時の消火活動や大規模災害時の救援、救護、避難誘導、風水害時等の水

防活動など、幅広い役割が求められています。 

 消防団員の皆さんは日常の仕事を持ちながら地域のために頑張っていただ

くわけですけれども、一方で、消防団員の高齢化や団員の減少というのは大

変大きな問題になっております。 

 フリップを見ていただきたいと思うんですけれども、（パネルを示す）消

防団員数、全国、三重県、ともに減少傾向にあります。最新の平成27年の団

員数については１万3844人ということになっておりますけれども、これは速

報値でございまして、確定値は１万3847人でございますので、御訂正をお願

いしたいというふうに思います。 

 また、平均年齢も大変上昇傾向が続いておりまして、このフリップをごら

んいただくとおり、（パネルを示す）年々上昇しております。 

 こういう状況を踏まえ本議会でも、私を含め多くの議員から、消防団員の

確保や処遇改善、機器整備、消防団協力事業所への優遇措置などの要望が行

われているところでございますけれども、最近の新聞で、岐阜県が新年度か

ら、消防団員の確保のために事業税を最大200万円控除するという抜本的な

対策を行うと掲載されています。これは以前、稲垣議員のほうからも、消防

団事業所への税控除について御質問させていただいておりますけれども、今

後検討したいということでございました。質問から１年以上たっております

けれども、検討状況と今後の取組についてお答えをいただきたいというふう

に思います。 

   〔稲垣 司防災対策部長登壇〕 

○防災対策部長（稲垣 司） 消防団員の確保対策についての御質問でござい

ます。 

 消防団員の７割以上がいわゆる企業で働くサラリーマンでございますけれ

ども、そうした中では企業の理解と協力というのは確保に欠かせません。一

方で、地域の理解と協力、これが必要なことも言うまでもありません。 
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 企業の理解と協力という観点からは、先ほど御紹介のあったように、入札

や税といった企業のインセンティブを働かせるような優遇措置が導入されて

おりますけれども、例えば長野県や静岡県の法人事業税等の減税措置を見て

も、どちらの県も減少率に歯どめがかかっておらず、制度導入後も、その年

からの三重県の減少率と比較しても両県のほうが高いという状況にあります。

そうした点から見ても、これらの取組が必ずしも団員の確保には結びついて

いないのではないかと、そんなふうに考えております。 

 県としましては、むしろ地域の理解、こちらのほうを得るという観点に軸

足を置きたいと考えておりまして、地域における消防団の役割や意義を住民

の皆さんが理解していただくと、そうした方向を目指したいというふうに考

えております。いわば、確保対策の前提としての素地をつくるというか、そ

のことが、ひいては企業の理解と協力にも結びついていくと、そんなふうに

考えておりまして、本年度からは、ちから・いのち・きずなプロジェクトと

いうのを開始しております。これは、消防団と自主防災組織がそれぞれの役

割分担を地域ごとにやって、そして地域にすき間のない防災体制をつくると

いうことで、ひいては、結局その地域の消防団の意義を住民の皆さんが知っ

ていただくということにつながるかというふうに考えております。 

 一方、素地づくりだけではなくて、このプロジェクトでは消防団員確保対

策のための調査事業も今年度実施しております。中でも私たちが注目してい

るのは応援の店制度でございまして、これは消防団を応援するものでござい

ます。昨年度、岐阜県への訪問調査をしましたけれども、今年度は全国都道

府県アンケート調査もやって、その後、島根県、愛媛県等々、訪問調査も

やっております。これらのアンケート調査や訪問調査の結果は、本年度末に

取りまとめたいと考えております。 

 来年度も、引き続きこのちから・いのち・きずなプロジェクトを実施する

とともに、調査結果を踏まえて、市町、県消防協会とも協議しながら、いわ

ば三重県版の応援の店制度といいますか、そうした三重県の実態に合った具

体策の構築を目指したいと考えております。 
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 以上でございます。 

   〔24番 森野真治議員登壇〕 

○24番（森野真治） 消防団員の確保は本当に喫緊の課題でもございます。ぜ

ひとも有効な対策を打っていただくようによろしくお願い申し上げまして、

時間が参りましたので質問を終わらせていただきます。ありがとうございま

した。（拍手） 

○副議長（中森博文） 34番 中嶋年規議員。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇・拍手〕 

○34番（中嶋年規） 伊勢志摩サミットの主会場であります志摩市選出の自民

党の中嶋年規でございます。 

 まず、冒頭に、本年２月６日未明に発生しました台湾南部地震では、台南

市を中心に多くの死傷者、行方不明者が発生し、甚大な被害となったところ

であります。亡くなられた方々の御冥福をお祈りいたしますとともに、被災

された方々の一日も早い復興をお祈りするところであります。 

 こうした状況を踏まえまして、私が本年度から会長をさせていただいてお

ります日台友好三重県議会議員連盟では、県議会議員全員に義援金を募りま

した。全議員の御賛同を得まして、目標額を上回る40万円を集めることがで

きました。改めて、議員の皆様方、本当にありがとうございました。 

 また、県のほうも職員有志の皆さんが、海外の災害に対する援助としては

過去最高額の200万円を超える義援金を出されたということでございまして、

深く敬意を表するところでございます。 

 ちょっとこちらの写真等をごらんいただきたいんですが、（パネルを示

す）これは、我々日台友好三重県議会議員連盟で、２月21日から３日間、本

県の観光ＰＲの取組などを調査するため、16名の議員で台湾を訪問させてい

ただきました。その際、地震被害のお見舞いと復興への激励のため、台湾政

府の日本の窓口となっております亜東関係協会の蔡秘書長と面談をいたしま

した。そのときに、義援金の目録を贈呈しているのが下の写真であります。

ちょっと暗いので誰が誰かわかりづらいですけれども、真ん中に立っている
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のが蔡秘書長で、その横にいる顔のでかいのが私です。蔡秘書長から、上に

ありますような感謝状をいただいたところであります。引き続き、被災地の

復興を願い、今後ともさらなる交流を推進していきたいというふうに思って

おります。 

 それでは、発言通告に沿いまして質問に入らせていただきたいというふう

に思います。 

 ジュニア・サミットの開催まで49日、伊勢志摩サミット開催まで83日とな

りました。住民懇話会も一巡いたしまして、規制や警備に関する質問が多く

出されたところであります。県警本部には、丁寧かつ丁重な情報提供や、地

域住民とのパートナーシップをさらに深めていただく努力をお願いするとこ

ろであります。 

 ポストサミットのことについて今からお伺いしますけれども、ポストサ

ミットというのは待っていて与えられるものではなくて、我々がやっぱりつ

くり上げていかなきゃいけない、そんな思いで質問をさせていただきます。 

 昨年６月５日の伊勢志摩サミットの開催決定の１週間後にこの議場で一般

質問をさせていただく機会をいただきました。そのときにも、ポストサミッ

トの取組について幾つか御提案をさせていただいたところであります。 

 日本型ＤＭＯの導入ということも御質問させていただきました。これにつ

きましては午前の水谷隆議員からも御質問いただいたところでございまして、

県のほうも前向きな取組をしていただいております。 

 統合型リゾート、ＩＲということへの挑戦はどうだということをお尋ねし

ましたが、これにつきましては、国会で法案が継続審議となっておりますの

で、今のところ動きがとれないというところだというふうに思っております。 

 それから、食の産業振興との相乗効果をポストサミットとして狙ってはど

うかという御提案をさせていただいたところ、今回の予算案の中にもポスト

サミット事業として、みえの農林水産物の魅力総合発信事業、「みえの食」

グローバル市場獲得推進事業という具体的な取組を予算計上していただいて

おります。ぜひその成果を期待するところであります。 
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 本日は、最高峰の国際会議開催を受けて、海外に目を向けた取組のうち特

に力を入れていただきたい外国人誘客、インバウンドと、ＭＩＣＥの誘致に

ついて伺いたいというふうに思います。 

 ポストサミットのインバウンド関連事業として、欧米市場とか富裕層を

ターゲットにした海外誘客推進プロジェクトとか、みえゴルフツーリズムの

推進に係る事業というのを今回新規事業で上げていただいております。その

陰にひっそり隠れているような事業なんですが、地域活性化（観光活性化）

ファンド組成事業という2000万円の事業があります。実はこの事業、ひっそ

り隠れているようなんですが、私、今回の予算案の中でこの事業が一番いい

事業というふうに高く評価をさせていただいております。 

 この事業の内容は、観光事業者がインバウンド需要へ対応するための施設

整備などを進めるために必要とする長期資金について、資本性劣後ローンの

供給を行う仕組みをつくっていこうという事業でございます。 

 資本性劣後ローンって何ぞやということで、説明のパネルを用意させてい

ただきました。（パネルを示す） 

 資本性劣後ローンというのは債権の支払い順位が劣るローンのことでござ

いまして、もしも倒れたときには貸した側が回収が困難、いわゆるリスクマ

ネーと言われるものであります。今回の資本性というところなんですが、普

通、借金というのは負債になるわけですけれども、それが右の上の図になる

わけですが、青の部分が増えてしまう、負債が増えてしまうというのが普通

の借金です。今回の資本性の場合は、それを資本とみなすということで、自

己資本比率が低下しないということで、バランスシート上は非常に健全性が

保たれるわけであります。 

 高目の金利設定だとか返済期間が長期にわたることが多いわけでございま

すが、実は今、伊勢志摩、特に私の選挙区の志摩地域では、リゾート法が適

用されてバブル経済華やかなりしころ、中小の旅館とかホテルがかなりいろ

んな新築、改築をしました、それから約25年が経過して、バランスシート上

は余りよろしくない、だけれども、新たなことにチャレンジしたい、インバ
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ウンドにチャレンジしたいという、そういう旅館とかホテルが新たな投資を

行うにもなかなかお金を貸していただけないという現状が長く続いておりま

す。 

 こういった中、今回のこのチャレンジというのは、そういうバランスシー

ト上は余りよろしくはないけれどもこれから伸びるであろう旅館だとかホテ

ルが新規投資をするときに、よし、背中を押してやろうという、非常にチャ

レンジャブルな事業だというふうに評価をしておるところであります。 

 この地域活性化（観光活性化）ファンド組成事業の詳細な制度設計はこれ

からと聞いておりますけれども、現時点でターゲットとする観光事業者と、

ポスト伊勢志摩サミットとして目指す成果は何かをお伺いしたいというふう

に思います。 

 続いて、ＭＩＣＥ誘致のことについてお尋ねしたいというふうに思います。 

 これにつきましては、昨年の６月12日、一般質問への答弁として知事から

は、「国際会議をはじめ、企業等のミーティング、報奨・研修旅行、文化・

スポーツイベント、展示会、見本市等の誘致に関係機関等と連携して取り組

み、さらなる誘客につなげていきたい」ということを言っていただきました。

それを踏まえて、この平成27年度２月補正でも、海外ＭＩＣＥ誘致促進事業

とか、世界経済のリーダーを呼び込む国際会議開催事業というのを計上して

いただいております。 

 今回、サミットで国際メディアセンターが設置される県営サンアリーナと

いうのは、元来集客交流施設としての活用がありましたけれども、まさに

ＭＩＣＥの拠点の一つとして期待されるところであります。加えて、知事の

英断によりまして、平成29年４月の伊勢二見鳥羽ライン無料化と、県営サ

ンアリーナ前の仮設インターチェンジの常時開放も実現する見通しであり

まして、ＭＩＣＥ拠点としての活用がさらに期待されるところであります。 

 しかしながら、県営サンアリーナで大規模イベント等を誘致したくても、

慢性的な駐車場不足の課題を抱えております。ちょっと県営サンアリーナの

航空写真を見ていただきたいんですが、（パネルを示す）これが県営サンア
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リーナです。ここはサッカー場です。ここの敷地を今駐車場に使っているん

ですけれども、今、光が当たっているところあたりにちょうど国際メディア

センターをつくっています。ここは、来年は全国菓子大博覧会の会場の中心

となります。全国菓子大博覧会が終わった後どないになるかというと、ここ

は産業用用地として活用されることが、ほぼ決まっていると聞いております。

要は、先々ここはもう駐車場として使えなくなるというわけであります。 

 そして、また、こちらのほうに三交不動産の持っている土地があるんです

が、そこもメガソーラー等の活用で土地がなくなってしまい、この県営サン

アリーナ周辺の今まで使えていた駐車場用地というものが、ほぼなくなりつ

つあるところであります。 

 ここにちょっと薄く赤くしてあるんですけれども、ここのところ、この位

置をよく覚えておいていただいて、次のパネルを見ていただきたいんですが、

（パネルを示す）これがまつり博跡地の土地利用計画そのものであります。

ここが県営サンアリーナでございまして、さっき赤でくくっていたところが、

見づらいですけどＦと書いてある県有地であります。写真でごらんいただい

たように、今は里山っぽくなっているところなんですが、雑木林になってい

ます。私自身もいろいろと県営サンアリーナの活用を考える上で、駐車場、

ましてやサンアリーナ前の仮設インターチェンジの常時開放を踏まえて、駐

車場の整備をどうしたらいいんだろうかと考えた暁には、結果として、この

Ｆの土地を利用するしかないんじゃないかと、そんな思いに至ったところで

あります。 

 そこでお伺いいたしますけれども、ＭＩＣＥ誘致の拠点となり得る県営サ

ンアリーナ周辺の駐車場不足には早急に対応するべきだというふうに考えま

すが、設置者の県として何らかの方策を考えていらっしゃるのでしょうか。

また、産業・産業支援用地として位置づけた先ほどのＦの土地、これを駐車

場として整備するのが非常に早くできるのではないかと思いますが、御所見

をお伺いしたいと思います。お願いいたします。 

   〔廣田恵子雇用経済部長登壇〕 
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○雇用経済部長（廣田恵子） 地域活性化（観光活性化）ファンド組成事業に

ついての御質問でございます。議員の紹介と重複するところがございますが、

ＰＲもさせていただきたいので、ちょっと説明させていただきます。 

 伊勢志摩サミットの開催決定を契機として、国内外からの観光客の増加が

著しく、国が発表した平成27年の県内外国人延べ宿泊者数において、下半期、

７月から12月でございますが、この対前年伸び率が全国第１位の247.5％と

なるなど、急激に宿泊者数が増加しています。地域において経済波及や雇用

創出効果の高い観光産業の持続的な活性化を促進するためには、急激に拡大

するインバウンド需要などに対応した環境整備への取組等について、緊急か

つ着実に推進していくことが求められています。 

 しかし、これらに対応するための設備投資は、長期的に集客力や収益力を

高めるためのものであり、一般的な融資を活用すると、その返済負担から収

益の向上に時間がかかることが懸念されます。また、資金借り入れにより自

己資本比率が低下するため、金融機関からの新たな運転資金等の融資が受け

にくくなるおそれがあります。 

 そこで、政府系金融機関、地域金融機関、民間投資機関、県等が資金を拠

出して、みえ観光活性化ファンド、仮称でございますが、これを組成し、観

光事業者を対象として、地域活性化やインバウンド需要に対応した環境整備

等に要する長期資金について、資本性劣後ローン等による資金供給を行いま

す。 

 このみえ観光活性化ファンド（仮称）は、インバウンド需要の獲得など経

営の向上に意欲的で、受け入れ環境整備等への成長投資に前向きであるもの

の、資本力が弱く、思い切った設備投資に踏み出せない宿泊施設等の事業者

を主な対象としています。このみえ観光活性化ファンド（仮称）を活用した

成長投資により、宿泊者数の増加等収益力の向上や、施設のブランド力アッ

プが見込まれます。さらに、中長期的には、このような意欲ある事業者が地

域の中核事業者として成長することで、地域内の他の観光事業者に波及し、

地域のブランド力が向上するなど、地域全体の活性化を期待しています。 
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 以上でございます。 

   〔田中 功雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（田中 功） それでは、私から、ＭＩＣＥ誘致の拠点

となり得る三重県営サンアリーナの駐車場不足についてお答え申し上げます。 

 県営サンアリーナは、大規模なイベントが開催可能なメインアリーナ、サ

ブアリーナ、最大200名程度まで対応可能な会議室、格式を重んじる正餐方

式の歓迎会にも対応できるレセプションルームを有する三重県有数の集客交

流施設であり、毎年30万人余りの方に御利用いただいております。 

 現在、県営サンアリーナの駐車場として約2400台分を確保し、大規模イベ

ントに際して県営サンアリーナの駐車場で不足する場合には、近隣伊勢市保

有地等を臨時的に借り上げるとともに、イベント主催者によりシャトルバス

を運行し、利用者の送客対応をしているところです。 

 しかし、現在利用しております駐車場の一部が産業用地として企業へ売却

されると、駐車可能台数が減少することとなります。今後、アクセス面での

利便性の向上が図られ、ＭＩＣＥ誘致の拠点ともなり得る県営サンアリーナ

を有効活用していく上で、駐車場確保は大きな課題であると認識しておりま

す。今後、関係部局と連携し、対応策を検討していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） まず、県営サンアリーナですけれども、ぜひ関係部局の

皆さんと早急な検討をお願いしたいというふうに思います。平成29年の全国

菓子大博覧会が終わった後、本当に駐車場不足というのはすぐ深刻になるか

と思いますので、よろしくお願いしたいというふうに思います。 

 それから、地域活性化（観光活性化）ファンド組成事業のことなんですけ

れども、実は私も県職員のとき、中小企業の振興担当をしていたときに、

ちょうど企業庁の松本庁長が係長のときで、私、その部下でいて、その当時、

企業の取組としては先進的だし、新分野へ進出しようというすごく意欲のあ

る企業で、この内容はいいということで、我々は法に基づく知事認定をした。
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だけれども、バランスシートが悪いというだけで、金融機関で蹴られ、信用

保証協会にも蹴られ、そして、その事業はなされなかったという悔しい経験

があります。 

 今回、マイレージもそうですけれども、この事業というのは、そういうこ

れまで泣いてきた企業、頑張って伸びるのにという企業がようやく救われる、

非常にチャレンジャブルな事業だというふうに本当に評価しておりますので、

ぜひとも生かしていただけるように頑張っていただきたいというふうに思い

ます。 

 知事から一言、この事業にかける思いがありましたら端的にお願いします。 

○知事（鈴木英敬） 今、急速に外国人観光客が伸びていますので、このチャ

ンスをしっかり捉まえないといけないですし、せっかく来ていただいた方に

悪評を振りまくような、来てもらったけど何やいまいちやったなというふう

になってしまうといけませんので、急速な環境整備という観点で大変重要な

事業だと思っています。民間金融機関の皆さんからも極めて評価の高い御意

見をいただいており、ぜひとも実現したいと思いますので、賛成いただける

とありがたいと思います。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） 特に外国人観光客でも、最近ＦＩＴと言われる個人の外

国人旅行客の方が非常に増えてきている。そういう方々へ対応するためにも

中小の旅館とかのさらなる活用というのは必要となってくるかと思いますの

で、ぜひともよろしくお願いしたいというふうに思います。 

 それでは、２項目めのサミットのレガシーのことについて、３点に分けて

御質問させていただきます。 

 まず１点目が伊勢志摩サミット記念館（仮称）のことであります。 

 ２月17日に開催されました伊勢志摩サミット三重県民会議の役員会で、伊

勢志摩サミット記念館（仮称）の設置についてということで報告がございま

した。方針としては、明日へつなぐ事業ということで、子どもたちの学習機

会の場となるような展示も勘案した、体験型の要素を含めた記念館とすると
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いう方針のもと、設置時期につきましては、さきの前田議員の代表質問にも

ありましたけれども、サミット開催１年後までの間に設置すると。場所につ

いては、サミット開催の記念になるにふさわしい場所、それから、既存の建

物を生かせる場所、アクセス的にも多くの人が触れることのできる場所とい

うことを示していただいております。展示内容につきましては、首脳会議等

での調度品とか、三重県情報館、仮称ですけれども、ここでの展示品を中心

に選定するとか、物品の展示に加え、動画の利用など、動的な要素も盛り込

むというふうにしているところであります。 

 この伊勢志摩サミット記念館（仮称）について、四つのことについてお伺

いします。 

 一つ目は、この伊勢志摩サミット記念館（仮称）ですけれども、既存の建

物を利用する予定とありますが、どの程度の予算規模での整備を想定してい

らっしゃるのか。 

 二つ目は、展示内容というのはやはり来館者の視点で検討することが望ま

しいと思うんですけれども、どのようなプロセスで決めていこうとされてい

るのか。 

 三つ目は、設置後の運営主体と運営の方法についてどう考えているのか。 

 四つ目は、来館者の感性に強く訴えるには、首脳会議が行われる志摩観光

ホテルを眺望できて、ああ、あそこで会議が行われたんだなということを実

感できるような場所が望ましいと思うんですけれども、いかがでしょうか、

御所見をお願いします。 

   〔西城昭二雇用経済部伊勢志摩サミット推進局長登壇〕 

○雇用経済部伊勢志摩サミット推進局長（西城昭二） サミットのレガシーと

いうことで、伊勢志摩サミット記念館（仮称）についての御質問にお答えを

いたします。 

 伊勢志摩サミット記念館（仮称）につきましては、伊勢志摩サミットの開

催を記念いたしまして、首脳会議などの公式プログラムの様子ですとか、使

用された調度品、あるいは使われた県の食材等々の御紹介を行うことなどに
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よりまして、伊勢志摩サミットの足跡を後世に伝えるものとして設置をする

予定でございます。 

 設置に当たりましては、新たな建築物を建設することなく、既存の建物を

利用することを前提としておりまして、予算規模とのお尋ねでございますけ

れども、現時点では、伊勢志摩サミット三重県民会議の収支予算におきまし

て、伊勢志摩サミット記念館（仮称）の設置にかかる経費として約2100万円

を見込んでいるところでございます。 

 設置後の運営についてでございますけれども、伊勢志摩サミット記念館

（仮称）を設置する場所の市町におきまして運営を担っていただき、また、

運営に伴う費用についても御負担していただくことを前提に調整し、検討し

てまいりたいと考えております。 

 それから、設置場所でございますけれども、議員御指摘の会場を眺望でき

るといった臨場感も検討する上での一つの要素となるかもわかりませんけれ

ども、先ほど議員から御紹介がありましたように、先ほど私が申し上げまし

たことを踏まえまして、既存の建物を生かせる場所という観点のほかに、伊

勢志摩サミットの開催を象徴する場所、それから、アクセスの面からなるべ

く多くの人に訪れていただけるような場所を基準として検討をしてまいりた

いというふうに考えております。 

 これに加えまして、先ほど申し上げました設置後のことを考えますと、当

該市町が管理運営をしていくことができるかといった観点も踏まえまして設

置場所を決定させていただきたいと考えております。 

 展示内容につきましては、先ほど議員から御紹介いただきましたように、

首脳会議場等での調度品や、あるいは設置を予定しております三重県情報館、

仮称でございますけれども、こちらなどでの展示品などの物品、物を展示す

るだけではなくて、ビデオ映像を流すといった動的な要素もあわせ持った展

示内容にしたいと考えております。 

 いずれにいたしましても、展示内容も含めました伊勢志摩サミット記念館

（仮称）の方向性につきましては、今後、伊勢志摩サミット三重県民会議に
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おいて検討を進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） まず、展示内容のことなんですけれども、伊勢志摩サ

ミット三重県民会議で御検討いただくというのはもちろんなんですが、そこ

に、先ほど申し上げました来館者視点でどれだけ興味を持てるような展示を

できるかというところからいくと、やっぱりそれなりのプロフェッショナル

な視点というものも必要だと思いますし、伊勢志摩サミット三重県民会議だ

けではだめという意味ではないんですが、何かもう少し外部的な、コンサル

タントと言うとはっきりし過ぎなんですが、そういったことの活用も必要な

のかなということも感じております。2100万円という限られた予算の中でご

ざいますので、それで全てをこなしていくのは難しいかもしれませんが、

様々な財源のありようも含めてさらなる検討をいただきたいというふうに思

います。 

 それから、設置する市町が運営主体であり、運営費を持っていくというこ

と、これにつきましては、設置したいと思っている市や町が、ぜひとも自分

のところで運営費用を出してでもやっていくんだという、そういう意欲と、

それから、魅力のある展示内容を含めた伊勢志摩サミット記念館（仮称）に

していただくことが前提だというふうに思いますので、ぜひともそういう観

点で進めていただきたいなと思います。 

 場所の話なんですが、本当に臨場感はやっぱり必要かなと思っていまして、

私も洞爺湖サミットの記念館に行かせていただいて、知事も多分行かれたと

思うんですが、あそこへ行くと、ウィンザーってどこにあるのか全然わから

ないんですね、雲の上なので。どこでやられたのかという感じが全くなくて

残念だったなという思いがあります。 

 一方で、あそこのサミット記念館のいいところは、町民の声がいっぱい

載っていて、結構それがある意味臨場感を感じさせていただいた。ああ、こ

こで行われたんだなというのがあったので、そういうところは反映させても
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らいながら、でも、やっぱり、志摩観光ホテル、あそこでやったんやな、オ

バマ大統領はあそこに来たんやなとか、メルケル首相、あそこでこけたんや

なとか、こけはしないかもしれませんが、そういう臨場感というのは大事や

と思いますので、そういうこともよくよく踏まえていただければなと思いま

す。 

 実は志摩市議会のほうで、来週月曜日になるんですが、予定ですけれども、

志摩市内への伊勢志摩サミット記念館（仮称）の設置に関する知事宛ての意

見書の採択がなされるというふうにちょっと動いておるそうでございます。

また、伊勢志摩サミット三重県民会議宛ての陳情書提出も予定されており、

正副議長のほうにも同様の陳情書を出したいという動きがございまして、ぜ

ひとも我々の地元の志摩市とも連携も深めていただきながら、必ずしも志摩

市とは申しませんが、そういった動きがあるということもよくよく踏まえて

いただきたいと。 

 また、できればサミット記念館で、洞爺湖でもちょっと残念だったのが、

サミット関連グッズって買いたいなと思っても何も売っていなかったんです。

今、そういうグッズそのものもないわけでございますが、何かそういうグッ

ズの販売なんていうものもやらせていただけるなら、権利の関係については

ぜひ県のほうで整理していただきたいというふうに思います。 

 レガシーの２点目の質問のほうへ入らせていただきます。 

 サミットの開催とともに、今年は伊勢志摩国立公園指定70周年ということ

で、まさに伊勢志摩の名前が連日取り上げられて注目をされております。そ

こで、御当地伊勢志摩ナンバーの実現について伺いたいというふうに思いま

す。 

 これにつきましても志摩市議会のほうで議論が既にございまして、志摩市

当局の御答弁は、定住自立圏などでもかかわりのある近隣市町とともに、国

からの募集があった場合に相談していきたいという、若干待ちの意向であり

ます。 

 そこでお伺いしますけれども、関係市町の意向を確認の上、県も連携しな
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がら、伊勢志摩サミット開催を機に、目に見える形のレガシー、遺産として、

国へ御当地伊勢志摩ナンバー実現に向けた働きかけを行ってはどうかと思い

ますが、いかがでしょうか、お願いいたします。 

○戦略企画部長（竹内 望） 伊勢志摩サミットを契機といたしまして伊勢志

摩の御当地ナンバーを導入するということは、目に見える形でサミットの遺

産を残すことにつながりますし、サミットで高まった地域の一体感、あるい

は知名度の向上にも期待できるんじゃないかなというふうに考えております。 

 これまで、平成16年、それから25年の２回にわたりまして国土交通省のほ

うから御当地ナンバーの募集があったところなんですけれども、対象となる

地域の全ての市町の合意であるとか、対象地域の自動車の登録台数というよ

うな一定の要件が必要でございましたので、今後、関係市町の意向を十分踏

まえた上で、国への働きかけなどを前向きに検討していきたいというふうに

思っております。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） ありがとうございます。 

 国土交通省のほうは平成28年度から、御当地ナンバープレート、今、原動

機付自転車、原付とか小型バイクにはつけられているんですが、御当地の模

様とか、あとキャラクターとかを使ったナンバープレートを自動車のほうに

も入れていこうと、そこで、当然手数料がかかるわけですが、その手数料を

地方創生のための財源として使っていこうよという動きがあるというふうに

伺っております。そういう意味では、平成28年度のそういう動きがある中で、

ぜひともこれに合わせてやっていっていただきたいな、そんな思いがござい

ます。 

 午前の議論の中で、県の果たすべき役割というのを知事のほうから御答弁

がありました。専門性であるとか広域性であるとか補完性であるとか先進性

である、これ、全くそのとおりだと思うんですが、もう一つ私は、一体性と

いうか、市町とともに、市町を取りまとめて一緒に進んでいくというふうな

取組というものもやっぱり県の役割の一つとしてあろうかと思います。この
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御当地ナンバーがそうかどうかはわからないですけれども、市町の思いは大

事にしていただきながらも、やっぱり市町の取りまとめをしていただいて、

ともに進んでいく、鵜方駅を志摩市駅にしたらどうですかという話と一緒な

んですけれども、市から出てくるのを待っているだけじゃなくて、県も一緒

に言っていくというか、そういう姿勢で、チャレンジャブルな姿勢でいって

いただきたいというふうに思うところであります。 

 レガシーの３点目の質問をさせていただきます。 

 真珠業界の再興ということで、昨年の10月11日に鈴木英敬知事と地元の三

ツ屋憲生衆議院議員を講師としてお招きしまして、私が支部長をさせていた

だいております自民党阿児町支部で400名を超える参加者を迎えまして、伊

勢志摩サミット市民と語る会というのを開催させていただきました。その際、

お二人から、ポスト伊勢志摩サミットの取組の一つに、真珠の再興、再び盛

り上げていくんだということを御提案いただいたところであります。 

 バブル経済崩壊後の国内市場の長引く低迷や急激な円高、リーマンショッ

クなどによる輸出急減、ヘテロカプサ赤潮による養殖貝の大量死などにより

まして、かつて輸出産業の花形だった真珠業界は、今、大きく疲弊をしてお

ります。 

 こうした中、県でもスーパーアコヤ貝の開発など品質向上の取組や、三重

ブランド指定など消費喚起の取組など、様々な施策を講じてきていただいた

ところでありますが、残念ながら中国やインドネシアなどで養殖される淡水

真珠等の価格競争に巻き込まれているのが現状であります。 

 今回の伊勢志摩サミットを契機に、とかくこれまでちょっとばらばらの感

もありました養殖業者、流通業者、小売業者、この３者が真珠の再興にチャ

レンジするべく立ち上がりまして、真珠業界の川上から川下までのサプライ

チェーンが一体となって、これまでにない団結力で、まさに御木本幸吉翁の

ＤＮＡを引き継いで、グローバル市場へ再挑戦しようという動きが出てまい

りました。 

 今回のサミット開催を契機に、このサプライチェーンの強みを生かして、
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より国際的な競争力を持てるよう、例えば地理的表示の活用も含めて、ブラ

ンド力、ストーリー性をさらにワンランク、数ランクアップさせるような取

組を真珠業界とともに県も進めていただきたいと思うところであります。 

 伊勢志摩サミット開催による効果を伊勢志摩の基幹産業であり、ブランド

である真珠の再興につなげる取組について、どのように考えていらっしゃる

のかお伺いしたいというふうに思います。お願いいたします。 

○農林水産部長（ 仲繁樹） 真珠業界の再興ということでお答えいたします。 

 やはり真珠にかかわる生産から販売までの事業者の皆さんが一層競争力を

高めるためには、今まで取り組んできました品質向上、それから、国内外に

通じる価値創造、ブランド力を高めるということが重要だと思います。その

中で、特に県では、テリと言われる光沢、マキということで、今までのスー

パーアコヤ貝からスーパーピース貝ということで、それの開発、それから、

中国や米国などで最近人気が高まるものの、希少価値が高いゴールド系の真

珠の安定生産を進めていきたいというふうに考えています。 

 また、御木本幸吉翁に代表されます、まさしく真珠養殖の発祥の地である

ということ、それから、国内で唯一、厘珠、いわゆる４ミリ以下の小さい玉

から、８ミリ以上の大きな玉までを生産する地である、これは全国で唯一三

重県ですので、これを生かした強みを発信していきたいというふうに考えて

います。 

 また、今回改訂を進めています三重県水産業・漁村振興指針においても、

特に真珠について具体的な取組などを挙げて取り組んでいきたいと思います。

また、この中にもうたっていますけれども、今もやっています、特にＰＲ活

動、販売促進ですが、特に今年度は地方創生の交付金なんかを使いまして、

先般も三重テラスで、これも初めてやったんですが、神明真珠養殖漁業協同

組合とか六つの真珠養殖漁業組合さんが出ていただいて、水産高校の皆さん

も来て、土日で700人ぐらい来ていただいて、例えばプロが教える真珠の正

しい見方とか、そういうこともして非常に興味を持っていただいて、やはり

我々の担当者も、生産者が行ってやることによって物すごい興味を持ってい
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ただき、これはやっぱり進めるべきやというふうに思います。 

 それから、３点目に、今、議員も御紹介がありましたように、事業者の中

で自主的な取組としまして、これも全国でも三重県しかない取組だと思うん

ですが、生産から販売までの事業者が、今まではどちらかというと壁が高い

中を、それを乗り越えて一つになっていただきました。この皆さんの中に、

県も当然、志摩市、三重県も入らせていただいて、今取り組んでおるのが、

三重県産真珠の魅力をアピールするということで、御木本幸吉翁、阿児湾、

それから生産者の自然への敬いというような思いをしたためたパンフレット

もつくって配布をしております。今後、そういったもの、あるいは一体と

なった販売活動に取り組んでいくというふうに今言われています。 

 また、少し今後の新たな取組の可能性としまして、例えば現地に来ていた

だいて、養殖現場に来ていただいて、核入れから、あるいは核入れ作業、そ

れからアクセサリーをつくっていただいて、体験型観光をして、そこで物を

買ってもらう、販売へつなげていく。あるいは、伝統工芸と一緒になって新

しい真珠の製品を開発するということで、こういった取組を展開し発展させ

れば、必ずやインバウンドあたりへも十分訴及できるんじゃないかというふ

うに期待を持っているところです。 

 いずれにしましても、今後伊勢志摩サミットで非常に注目を集めますので、

国際的に高まる知名度を生かして、人を呼び込むポストサミットの取組とし

まして、事業者、それから、今、立ち上がりました三重県真珠振興協議会の

皆さんと一緒になって、しっかり真珠の復興に、それからさらに発展させる

ように取り組んでいきたいと思っております。 

 以上です。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） ありがとうございます。非常に心強い御回答をいただき

ました。 

 何も手とり足とり助けてあげてくださいとは申しませんが、彼らも思いが

あり、今、機運が盛り上がっている、ここを逃さないように、まさにここが
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勝負どころだというふうに私も思っておりますので、ぜひともよろしくお願

いしたいというふうに思います。 

 サミットに関して２点ほど御提案をさせていただきます。 

 １点は経済波及効果の算出なんですが、北海道洞爺湖サミットの際も北海

道経済団体連合会が試算しておりますけれども、サミット開催期間中の観光

客の減少は、やっぱりマイナスの部分もあるわけで、マイナス効果も考慮し

て算出していただきたいというのが１点の提案でございます。 

 もう１点は住民懇話会のことなんですけれども、なかなかやっぱり聞きた

いことも聞けないという声もあるのが事実でございまして、特に賢島の方々

を中心に、よりきめ細かな対応と専門の相談窓口なんかの設置もぜひ御検討

いただきたいというふうに思います。 

 ポスト伊勢志摩サミットに向けて、冒頭に申しましたように与えられるん

じゃなくてつくっていくんだという強い思いで、ぜひとも皆様とともに取り

組んでいきたいと思いますので、よろしくお願いしたいというふうに思いま

す。 

 大きく二つ目の項目に移らせていただきます。 

 ＴＰＰに関するみえ産業振興戦略のことで御質問させていただきます。 

 ＴＰＰにつきましては、昨年10月の大筋合意、本年２月には参加12カ国に

よる協定への署名、そして、現在、各国において協定発効に向けた国内手続

が行われております。２月25日の山本勝議員の代表質問で、ＴＰＰによる本

県の農林水産物の生産額への影響については、約14億円から26億円の減少と

いう厳しい試算が出たところであります。 

 一方で、世界のＧＤＰの約４割、人口８億人という巨大市場が開かれる可

能性がある中で、第２次産業の技術力、輸出力の高い本県産業にとって追い

風となる部分もあるはずだというふうに思っております。 

 国は平成27年11月25日に総合的なＴＰＰ関連政策大綱を取りまとめ、いわ

ゆる重要５品目をはじめとする第１次産業の競争力強化だけではなく、日本

の技術力、ソフト力などを生かした新輸出大国を目指す戦略も取りまとめた
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ところであります。例えば、外国人観光客による旅行消費額を４兆円にしよ

うとか、それから、地方の中堅・中小企業、地場産業、農産品、コンテンツ、

サービスなどの輸出促進、あおもりカシスとか夕張メロンとか神戸ビーフな

ど、地理的表示の活用と保護、また、地方公共団体が行う自主的、主体的な

先駆性のある取組等への国の支援など、ＴＰＰ発効に備えた具体的施策の方

向性が示されたところであります。この申し上げたような施策の中には、み

え産業振興戦略や、今検討していただいておる改訂案の中でも既に着手、検

討されているものもあります。 

 ２月22日に開催されましたみえ産業振興戦略アドバイザリーボードで議論

されたみえ産業振興戦略改訂案においては、ＴＰＰの実質合意を踏まえた記

述として１カ所だけございました。これは、今後取り組むべき課題の一つと

して、県内企業の海外展開のハードルを下げるものという認識のもと、こう

した動きに合わせた取組も求められるという、課題についての記述がござい

ました。 

 具体的にＴＰＰと出てきたのは私が見た限りそこだけで、この課題設定を

踏まえて、国際戦略の推進が今後の産業戦略を展開する視点の一つとして整

理し、さらなる県内への投資促進、域外、国内外とのネットワークの構築、

活用という二つの戦略を設定されたところであります。 

 しかし、今の段階で読ませていただく限りにおいては、ＴＰＰによるビジ

ネスチャンスやビジネスリスクに関する内容を十分踏まえたものになってい

るかというと、まだ不十分ではないかなというふうに感じたところであります。 

 そこでお伺いしますけれども、ＴＰＰの実質合意を受けまして、農林水産

業を除く本県の製造業やサービス業など、第２次、第３次産業への影響をど

のように捉えていらっしゃるのか。また、今回のみえ産業振興戦略の改訂に

当たりましては、例えば、みえ国際展開に関する基本方針に掲げる重点国・

地域である台湾やタイやマレーシア以外でＴＰＰに参加しているベトナム、

オーストラリアなどへの展開だとか、拡大するビジネスチャンスとともに、

知的財産保護など増大するビジネスリスクへの対応だとか、域外からの投資
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環境は整う中、外資系企業誘致のターゲットとしてこれまでとは異なる分野

の設定をするとかなど、総合的なＴＰＰ関連政策大綱も踏まえた内容を具体

的な戦略として盛り込むよう検討するべきではないかと考えておりますがい

かがでしょうか。御答弁をよろしくお願いします。 

   〔廣田恵子雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（廣田恵子） みえ産業振興戦略とＴＰＰの関係についての御

質問でございます。 

 国の総合的なＴＰＰ関連政策大綱では、ＴＰＰがもたらす効果は、これま

で海外展開に踏み切れなかった地方の中堅・中小企業にこそ幅広く及ぶとさ

れており、自動車などの輸送用機械器具製造業、電子部品・デバイス・電子

回路製造業など、グローバル経済に直結する事業に関連する多くの中小企業

が集積している本県の産業に対しては、ＴＰＰは貿易、投資の活発化につな

がるものというふうに考えております。 

 三重県としては現在、みえ産業振興戦略に基づき、中小企業の海外展開、

外資系企業誘致など、貿易、投資の活発化につながる取組をもう既に行って

いるところでございます。 

 中小企業の海外展開については、みえ国際展開に関する基本方針を策定し、

一つ目、経済規模及び経済成長、それからビジネス環境、それから三重県と

のネットワーク、この三つの視点から、台湾、タイ、アメリカなどを重点

国・地域として位置づけ、例えばアメリカにおいては、ワシントン州、テキ

サス州サンアントニオ市と産業連携に係る覚書を締結し、製造業におけるビ

ジネス交流の促進や人材育成に取り組んでいるところでございます。 

 また、外資系企業誘致につきましては、平成28年度から外資系企業ワンス

トップ窓口を設け、外資系企業の県内操業などをスピード感を持ってサポー

トする体制を構築するとともに、ジェトロと連携した外資系企業へのセール

スなどを行うこととしています。 

 県としましては、ＴＰＰは、中小企業の海外展開、外資系企業誘致など、

現在県が取り組んでいるこれらの政策を後押しするものというふうに捉えて
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おりまして、みえ産業振興戦略の改訂に当たっても、こうした産業政策の方

向性を踏まえたものにしていきたいというふうに考えております。 

 ＴＰＰが本県産業に与える効果、影響については、ＴＰＰの適用、対応が

進む中で、これから徐々に把握することができるものと考えております。引

き続きまして、県内企業への訪問やアンケート調査、それからみえ産業振興

戦略アドバイザリーボードでの意見をお聞きしながら、ＴＰＰをはじめとす

る国内外の経済情勢を踏まえて、みえ産業振興戦略のローリングを行う中で、

本県産業振興につなげていく必要な検討をしていきたいというふうに考えて

おります。 

 以上でございます。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） ありがとうございます。 

 ＴＰＰのことについて、確かにまだ具体的なところも出ておりませんし、

様々な意見の方々がみえますので、この議場にも、どういうふうになるかわ

かりませんけれども、ぜひともそういうものを見据えた中で、チャンスを逃

さないような戦略づくりというものをぜひともお願いしたいというふうに思

います。 

 では、次の質問に入らせていただきます。 

 地域医療構想のことについては、今回の議会でも多くの議員の皆さんが御

質問をされました。まさに地域医療構想調整会議というものを設置していた

だいて、客観的なデータをもとに、平成37年、2025年の医療需要推計に対す

る必要病床数を議論していただいておるところであります。こうした中、本

県ではやっぱり全国的に見ても、回復期リハビリテーションの整備が遅れて

おります。 

 ちょっとこのパネルを見ていただきたいんですが、（パネルを示す）

ちょっとわかりづらいんですけれども、これはスーパー回復期と言われる体

制の病院数を都道府県ごとにプロットしたもので、丸が大きいほど数が多い

んですが、三重県、すごくちいさくてわかりづらいんですけれども、１病院
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だけであります。単純平均でいきますと、全国で482病院あるので、１県当

たり10病院以上あるんですが、三重県は１病院しかないという現状を示した

ものです。 

 もう一枚、（パネルを示す）これはスーパー回復期だけではなくて、いわ

ゆる回復期リハビリテーションを何らかの形で導入している病院数なんです

が、全国で1418病院あるんですけれども、三重県は17病院。単純計算でいく

と１県当たり30病院以上あるのに対して本県は17病院と低位であります。 

 こうした状況も踏まえまして、平成27年12月にまとめていただきました

「三重県地域医療構想の策定に向けて」では、2025年に目指すべき医療提供

体制の方向性として、八つの全ての区域に回復期機能の充実が求められてお

ります。平成28年度当初予算でも、回復期病床整備事業費補助金１億1900万

円余を計上していただいております。 

 ここでお伺いなんですが、回復期以外の病床から回復期病床への移行と、

回復期医療を担う人材の確保というのが地域医療構想の実現に不可欠である

と思いますが、具体的にどのように進めていくのかお伺いしたいというふう

に思います。特に、地域によっては確保が困難なＰＴと言われる理学療法士、

ＯＴと言われる作業療法士、ＳＴと言われる言語聴覚士といったリハビリス

タッフの確保について、どのような方策をとるのかお聞かせいただきたいと

思います。お願いいたします。 

   〔佐々木孝治健康福祉部医療対策局長登壇〕 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 回復期機能の充実確保についてお

答えいたします。 

 県といたしましては、患者に早期に住みなれた地域、社会に復帰していた

だくためには、リハビリテーション等を行う回復期機能の充実確保は重要で

あると考えております。しかしながら、厚生労働省が提示いたしました地域

医療構想策定支援ツールに基づいて算出した回復期の病床数、2025年でござ

いますけれども、これが4393床、その一方で、病床機能報告制度により各医

療機関からいただきました回復期の病床数は1285床、これは平成26年バー
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ジョンでございますけれども、その差は約3100床となっております。これは

８区域全てにおいて言えることでございますので、現在県といたしましては、

調整会議の中でこの差をお示ししながら関係者に御理解を求めるようにして

おります。 

 また、こうした中、財政的なインセンティブとしまして、地域医療介護総

合確保基金を活用いたしまして、医学的リハビリテーション病棟の施設設備

の支援を手がけているところでございます。あわせまして、この基金を活用

して、人材確保のほうでございますけれども、理学療法士や作業療法士等を

対象といたしました研修事業や、こういったリハビリ専門職種の人材情報を

一元的に管理する事業を実施することとしております。 

 今後、地域医療構想の策定を進めながら、回復期機能の充実を図るため、

関係団体等とも連携しつつ、病床整備や人材確保の取組を進めてまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） 回復期の充実というのは、まさに在宅を中心とした地域

包括ケアシステムの中の一つの大きな要素になるということはもう御承知の

とおりでございまして、ここの部分をいかに強化していくかということにつ

いてさらなる努力をいただきたいというふうに思いますし、まずは関係者の

理解をいただくところからしっかりとやっていただきたいというふうに思い

ます。 

 再質問になりますけれども、県立志摩病院のことについてちょっとお伺い

したいというふうに思います。 

 地域医療構想の議論が本格的に始まる前の平成26年６月９日に、私、一般

質問で、この地域医療構想における県立志摩病院の機能のあり方について御

質問をしました。その際の答弁では、今、指定管理者と結んでおる基本協定、

志摩病院の担う機能というのは、基本協定で定める14診療科を標榜しつつ、

救急総合診療科の設置による24時間365日の救急体制整備、それから、脳疾
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患、心疾患などに対応する高度医療の提供、それから、小児医療、周産期医

療の提供など、こういったものが県立志摩病院が担う機能の基本になるとい

うふうな御答弁をいただきました。 

 今回御提示いただいた「三重県地域医療構想の策定に向けて」では、県立

志摩病院について次のような記述がなされております。「伊勢赤十字病院等

との連携を前提としつつ、地勢的に一定程度の急性期機能を担うことが求め

られます。さらに、回復期機能または慢性期機能の充実を図ることも期待さ

れます。」と、こう書いてあります。病床機能に着目した記述でありますの

で、基本協定で定める病院機能との相違というのは明確ではございません。 

 現在、指定管理者であります公益社団法人地域医療振興協会は、平成24年

度に締結した基本協定に基づいて、診療体制の回復にしっかりと努めていた

だいております。 

 一方、この５年の間に医療をめぐる環境が大きく変わってきております。

特に、医療法の改正に伴う、先ほどから議論しております地域医療構想策定

に伴う病床機能の見直しだとか、医療介護総合確保推進法の施行に伴う地域

包括ケアシステムの構築の必要性というようなところがございますし、志摩

地域だけに目を向けますと、志摩市民病院の常勤医師３名が退職し、総合診

療医の２名体制になった、浜島診療所の常勤医師が不在になったというふう

に、医療機能が大きく低下しておるところでございます。 

 そこでお伺いをいたしますけれども、このように、指定管理者との基本協

定の締結から５年の間に医療をめぐる環境が大きく変わる中、地域医療構想

の実現の観点から県立志摩病院の機能を考える必要があると思っております。

その際、５年前に締結した基本協定から県立志摩病院の機能を考えるのでは

なく、今後の伊勢志摩地域の医療資源と医療ニーズを見据えた上で県立病院

の果たすべき役割を考えていくべきであり、その結果によっては県立志摩病

院の指定管理に係る基本協定の内容について一部見直しも検討していくべき

だと考えますが、いかがでしょうか。 

○病院事業庁長（加藤敦央） 基本協定の見直しを検討するべきではないかと
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いうことなんですけれども、基本協定で定めます診療機能につきましては、

議員御承知のとおりだと思いますが、県議会の御意見や地域住民の方々の御

要望等も踏まえた上で、平成24年度から10年間ということで指定管理者との

基本協定が結ばれているという状況になっております。そういう意味で、こ

の基本協定は大変重いものというふうに受けとめておりまして、これに基づ

き診療機能の回復に努めているというところでございます。 

 一方で、県立志摩病院を取り巻く医療環境につきましては、先ほど地域医

療構想のお話がありましたけれども、今そういった策定が進められておりま

して、県立志摩病院においては、一定程度の急性期機能を担うとともに、回

復期機能等の充実を図るといったようなことが議論をされております。 

 そこで、こうした中、県立志摩病院におきましては、基本協定に基づく段

階的な診療機能の回復に加えまして、病院を取り巻く環境変化への対応とし

て、地域ニーズに合った医療体制の構築というところもありますが、回復期

機能を有する地域包括ケア病棟の運営を開始したところでございます。 

 病院事業庁といたしましては、現状検討がなされております地域医療構想

の内容を踏まえるなど、医療環境の変化にも対応しつつ、志摩地域の医師会

をはじめとする関係機関や地域住民の方々の御意見等を引き続き伺いながら、

今後も指定管理者とともに、基本協定に位置づけた診療機能の実現を基本に、

最大限の努力を行ってまいりたいと考えております。 

 それから、志摩市民病院のお話がありましたが、私どもがいろいろ現場の

ほうの病院同士の関係の話も、志摩市民病院については４月以降も今と変わ

りなくそういった診療を続けていくというようなことをお聞きしております

ので、そういった意味では、私どもの志摩地域での中核医療を担う県立志摩

病院は二次医療を続けていくというような役割分担でいきたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） 基本協定は非常に重たいものであるのはそのとおりであ
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ります。ただ、その基本協定に縛られ過ぎることによって、動き出した公共

事業が終わらない、変わらないみたいなことになるのと同じように、本来必

要とされる医療ニーズに応えられないような本末転倒になってはいけないと

いう部分もあろうかと思いますので、非常に重たい話なのでおいそれと簡単

に変えますなんて言えないことは重々わかっておりますけれども、しっかり

とその努力をしていただきながら、志摩地域のあるべき医療のことを常に頭

に描きながら取り組んでいただきたい、引き続きお願いしたいというふうに

思います。 

 残念ながら大分時間がなくなったので、最後の項目に入らせてもらいます。

学力向上のことについてでございます。 

 パネルをまた見ていただいて、（パネルを示す）今回、県教育委員会のほ

うもいろんな取組をしていただいております。我々も参考にしたいという思

いがありまして、沖縄県が最近ぐぐっと成績の向上が著しいので、一回現場

を見せてくださいというお願いをしてまいりました。 

 那覇市立天久小学校というところを訪問させていただいた結果をちょっと

簡単にまとめたんですけれども、印象に残ったことは、授業風景では、生徒

の学習規律の徹底とか、家庭学習の習慣化が徹底されているとか、授業の目

当てというものを非常に明確にしておる、それから、黒板と児童のノートが、

導入、展開、まとめと同じように書かれていて、ノートの記述方法について

の指導が非常に充実しているのを感じました。 

 また、教員の指導力向上の取組として、年に１人１回は研究授業を実施し、

指導力向上のための校内研究会というのが非常に活発であります。各教員が

ＰＤＣＡをノートに残し、わかる授業向上を目指すこととしておりますし、

その成果については、校長からの評価、児童の授業理解度などのアンケート

もあわせて行って、改善点を教員間でも共有していらっしゃいます。授業改

善を指導するための加配教員を平成24年度から配置されていらっしゃいます。 

 こうした学力向上の取組は秋田県の取組を参考にされて施策を展開されて

きたということでございますけれども、ベースは、教員の指導力を高める、
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児童の学習意欲を高める、家庭教育を充実することだと教えていただいたと

ころであります。 

 一方で、学校差、学級差というところの課題が残っているということも教

えていただきました。その原因は何なんですかとお聞きしましたら、校長の

マネジメント力の差、教員の指導力の差、家庭の協力度合いの差と、非常に

明確な答えをいただきました。そのため、指導主事が県から直接各学校を訪

問して、県教育事務所がフォローする体制という、今回まさに県がやろうと

している、そういう体制で課題解決を図っていらっしゃったり、あと、学力

強化月間というのを定めたり、そんなことをしていただいております。 

 平成24年度からスタートした、みえの学力向上県民運動も本年度で終了す

るわけであります。この４年間の県民運動の成果と課題、今後の展開も含め

て、学力向上へのさらなる取組に当たっての教育長の意気込みを聞かせてい

ただきたいと思いますし、また、本県でまだ手薄な学力強化月間の設定とか、

保護者を巻き込んだ家庭学習の習慣化の取組をどのように進めるのかお聞か

せください。 

   〔山口千代己教育長登壇〕 

○教育長（山口千代己） ２点御質問をいただきましたので、順次お答え申し

上げます。 

 まず、学力向上に向けての取組でございますが、新年度から教育支援事務

所を設置するわけでございますが、地域の実情に応じた市町教育委員会と連

携いたしまして、校長を中心としたマネジメントのもと、授業規律をはじめ

習熟度別学習やティーム・ティーチングなど、効果的な指導方法への改善、

校内研修の支援に加え、市町をまたぐ教員の自主的な研究会の育成など、県

内全域で進める共通課題の実践とともに、各学校の実態や地域の実情に応じ

たオーダーメードな支援を進めてまいります。今回の体制充実によりまして、

子どもたちが学ぶ喜び、わかる楽しさを実感し、学習意欲の向上につながる

よう取り組んでまいります。 

 教育長の意気込みでございますが、教育・人づくりはみえ県民力ビジョン
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第一次行動計画の総括で道半ばと評価され、県民の皆様の関心、期待も高い

ことから、平成28年度三重県経営方針においても最も注力すべき最優先課題

の一つとして位置づけられております。そのため、三重の子どもたち一人ひ

とりが、いかなる社会の変化や苦難等に遭遇しても、不屈の精神を持ち、自

らの可能性を信じ、夢と志を実現できるよう、私自身これまで以上に理想を

高く掲げ、現実から深く学び、多くの関係者とのきずなを深め、恐れずひる

まず全身全霊をもって、学力向上、三重の教育のため、使命感を持って職責

を果たしてまいります。 

 また、家庭教育におきまして、学力強化月間の設定についてでございます

が、これまでみえの学力向上県民運動を展開する中で、生活習慣などの確立

のため、ＰＴＡと連携してチェックシートによる集中取組期間を長期休業開

始時期などに年複数回設けて取り組んできておりました。このチェックシー

トについては、中身の改善や、あるいは就学前に対象を広げるなどの充実を

図っております。 

 今後、みえの学力向上県民運動のセカンドステージでは、議会からの御指

摘も受け、教育関係者に加え、広く県民運動という視点から、家庭、地域に

対する取組について、例えば新たに家庭・地域ワーキングを設置し、一層重

点的に推進してまいります。 

 なお、提案いただきました学力強化月間の設定につきましては、小中学校

校長会、市町教育委員会、ＰＴＡなど、多くの関係者から意見を聞く必要も

あることから、今後の検討課題とさせていただいます。 

 以上でございます。 

   〔34番 中嶋年規議員登壇〕 

○34番（中嶋年規） 恐れずひるまず、ぜひ頑張っていただきたいというふう

に思います。 

 最後の質問項目はもう時間がなくなりましたので、大変残念なんですが関

連質問を期待して申し上げておきます。 

 これは学力向上とは切り離した考えなんですが、家庭教育というのを充実
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していきたいということで、三重の子どもたちの限りない可能性を引き出す

上でも、また、生き抜く力を養う上でも、自らの目標と希望を定めて自己実

現を図る上でも、家庭教育を充実させていくということは大変重要であると

いうふうに思っておりまして、戦略企画部が今回新規事業を立ち上げていた

だきました。その説明も竹内戦略企画部長のほうからいただきたかったんで

すが、時間がないので、残念ですけれども、ぜひこの取組を昇華させていっ

て、家庭教育支援条例、既にいろんな県で取組が始まっておりますので、三

重県もそこへチャレンジしていただきたいということをお願いしたいという

ふうに思います。 

 多分、この議場でこういう形でお会いできる方、最後の方もみえるかと思

いますが、本当にこれ、今後も、その皆様方も、県民の幸福実感度を高める

ために、いろんな立場で引き続き県政への指導と御助言をいただきながら、

皆様の人生に幸あれとエールを送らせていただいて、私の質問を終わらせて

いただきます。ありがとうございました。（拍手） 

 

休          憩 

○副議長（中森博文） 暫時休憩します。 

午後３時２分休憩 

                                    

午後３時15分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（中村進一） 県政に対する質問を継続いたします。41番 舟橋裕幸議員。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇・拍手〕 

○41番（舟橋裕幸） 新政みえ、津市選出の舟橋裕幸でございます。 
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 本定例月会議の一般質問最終日の、それも最後で登壇をさせていただきま

す。余り５番目という経験がないんですけれども、本日、皆さんのお手元に

お配りされています発言通告一覧表、４人目しか書いてありませんが、裏を

見ていただくと一応私のが付録のようについておりますので、そこを御参照

いただきながら、お疲れのところですがおつき合いのほどをよろしくお願い

したいと思います。 

 まず、行財政改革について幾つかお聞かせいただきたいと思います。 

 １点目は、職員のメンタルヘルス対策でございます。 

 本年１月、県議会は、第二次三重県行財政改革取組（仮称）中間案に対し、

メンタル疾患の予防を予兆段階からさらに強化していこうとするストレス

チェック制度が平成27年12月から義務化されることを受け、本県でも職員の

メンタルヘルス不調の未然防止などを確実に図っていくことを第二次三重県

行財政改革取組の中で検討されたいと申し入れました。それを受け県は、職

員の意欲的な行動を支える上で職員のメンタルヘルス対策の取組は重要なも

のと認識しておりますので、職員の意欲向上に向けた組織風土づくりの中で

充実強化に向けた取組を進めてまいりますとあり、第二次三重県行財政改革

取組最終案に加筆していただきました。 

 行財政改革取組の中で第一に人づくり改革が挙げられ、高度な専門性やス

キルの向上を求め、評価制度も導入し、職員の尻をたたくことも必要かもし

れませんけれども、身体的、精神的に弱った職員に対し、優しく手を差し伸

べることも大切ではないでしょうか。 

 一方、各部局の予算の主要項目を見ますと、総務部には職員健康管理運営

費として計上されていますが、教育委員会や警察本部には職員の健康管理予

算の記載がありません。 

 過去５年間の病休・休職者の状況を見ますと、連続１カ月以上の病休者と

休職者は70名前後で、そのうちメンタル疾患が全体の半数を占めています。

また、休職者に限れば、70％以上がメンタル疾患であります。 

 時代や環境の変化では済まされないゆゆしき問題であります。今後、対策
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を放置すれば、メンタルヘルス患者は着実に増加し続けるでしょう。 

 最近、私自身、上司のパワハラでメンタル疾患となり休職中の職員からの

相談も受けました。 

 こうした中、職員の健康管理を所管する総務部長と、教育長、警察本部長

に、職員のメンタルヘルス対策の充実強化に向けた取組についてお伺いいた

します。 

 次に、未利用県有財産の利活用についてお伺いします。 

 県は、平成24年度より27年まで４年間、みえ県有財産利活用方針を策定し

取り組んでまいりました。その中には、未利用県有財産の積極的な売却と有

効利用が記載されています。新たに平成28年度以降のみえ県有財産利活用方

針が策定されるとも聞いています。 

 加えて、第二次三重県行財政改革取組最終案においても、未利用の県有財

産の積極的な有効利用と売却が課題として挙げられています。 

 こうした中、現在の未利用県有財産で目につくのが、旧三重県立看護短期

大学跡地であります。 

 平成９年の三重県立看護大学開設から18年という年月が経過し、最近まで

県の倉庫として利用されていましたが、昨年閉鎖されました。建物も老朽化

し、決して見ばえがいいものではありませんし、津駅からも近く、面積も

9400平方メートルと一定まとまった土地でもあります。ぼちぼち何らかの処

理方針を立てる時期かと考えますが、今後の利活用方針があるのか、ないの

であれば近く策定される新たなみえ県有財産利活用方針の中で考えるべきと

思いますが、お考えをお伺いいたします。 

 次に、出納局の各部に対する会計支援についてお伺いいたします。 

 第二次三重県行財政改革取組最終案における三重県職員人づくり基本方針

の見直しの中で、事務処理ミスなどの防止に向け取り組むとあります。また、

みえ県民力ビジョン第二次行動計画においても、行政運営４、適正な会計事

務の確保とあり、県民指標として、県の会計事務に是正、改善を求める監査

委員数の削減を目標にしています。 
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 近年は、情報通信技術による電算化が進み、会計事務も効率化されたとは

いえ、事務が複雑化、煩雑化するにつれ、他県においてもヒューマンエラー

と言われる事務上のミスがたくさん発生していると聞いています。 

 三重県も、平成27年度定期監査結果における財務の執行に関する指摘数は

628件であり、26年度の792件に比べ減少しているものの、まだまだミスは多

いと考えられます。事務上のミスはゼロにならないとしても、県民の信頼を

損なうことがないよう、可能な限り減らしていく必要があります。内部事務

という地味な存在の業務でありますが、県政推進上大切な業務であり、頑

張っていただきたいと思います。 

 そこで、支払いや契約の実際の事務は各部局で実施していますが、県全体

の会計事務を所管する出納局として、各部局に対しこれまでどのような会計

支援を行ってきたのか、また、その効果はどのように評価しているのかお伺

いをいたします。 

 加えて、今後どのように会計支援を行っていくかもあわせてお伺いをいた

します。 

 最後に、定年制の延長についてのお考えをお伺いします。 

 今年度、定年退職される皆さんは、62歳より厚生年金と職域年金が支給さ

れ、基礎年金を加えた満額が支給される年齢は65歳であります。つまり、定

年年齢と満額年金支給年齢に５歳の開きがあります。今後、厚生年金と職域

年金も65歳に近づいていきます。 

 救済策として、県においても、定年退職後、希望者には再任用制度があり、

今は多くの職員がその制度を活用しています。 

 ただ、退職時の職務の２ランク落ちで、勤務形態もフルタイムとハーフタ

イムなどがあり、フルタイムは定数内扱いで給与も大幅にダウンします。加

えて、若い一般職や係長の職員が過去の上司や課長、所長と机を並べて仕事

をするのも精神的に大変であります。ましてや、一、二年ではなく５年間と

なるとなおさらであります。 

 国においても一時期、定年制延長の議論がありましたが、現在では法律改
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正の動きは聞いていません。 

 地方公務員法で定めるとおり、県が勝手に国を超えた定年年齢の条例化は

不可能であることは承知していますが、ぼちぼち定年延長について検討すべ

き時期ではないでしょうか。そこで、定年延長の是非も含めてお考えをお伺

いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） まず、定年年齢の引き上げについて検討するべき時期で

はないかという御質問をいただきました。 

 議員の御質問に答弁も全部入っていたような感じなんですけれども、答弁

させていただきます。 

 職員の定年につきましては、地方公務員法第28条の２第２項で、「国の職

員につき定められている定年を基準として条例で定めるものとする。」と規

定されており、国との均衡を図ることが求められています。 

 これを受けて本県では、職員の定年等に関する条例により、職員の定年は

医師等を除き年齢60歳としているところであります。 

 一方、年金支給開始年齢が段階的に引き上げられるため、国では段階的な

定年の引き上げも含め、雇用と年金の接続のための措置が検討されてきまし

たが、若手職員の育成等の問題から現段階での定年の引き上げを見送り、当

面は再任用制度の拡充を図っていくこととしています。 

 定年年齢の引き上げにつきましては、国の動向を注視していく必要があり

ますが、私としましても、ベテラン職員の経験を生かすとともに、若手職員

の登用と育成を図ることにより組織を活性化していくことは大変重要と考え

ています。 

 そのため、当面は再任用制度を活用することにより、定年を迎えた職員の

能力や経験を活用し、県の組織力の維持向上を図っていくこととしています。 

 議員からありましたような再任用における制度の変更というのは難しいに

しても、ソフト面での、一緒に働く職場とのやりとりのこととかモチベー

ションのこととか、そういうソフト面でできる努力などは何かあるのかとい
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うことについては議論していきたいと思います。 

   〔稲垣清文総務部長登壇〕 

○総務部長（稲垣清文） 私のほうからは２点、御質問がございました。メン

タルヘルスと県有財産の利活用でございます。 

 まず、職員のメンタルヘルス対策でございますが、議員からもおっしゃっ

ていただいたように、第二次三重県行財政改革取組最終案では、職員の意欲

的な行動を支えることができる職場環境整備の一つといたしまして、メンタ

ルヘルス対策の充実強化に向けた取組を盛り込んでおるところでございます。 

 三重県では、連続１カ月以上の病気休暇・病気休職者において、メンタル

ヘルス不調を原因とする職員が半数以上を占めるわけでございますけれども、

こういった傾向は全国も同様の状況となっております。 

 メンタルヘルス不調につきましては、まず、職員自身が心の不調を抱えて

いても気づかない、人に打ち明けることができないなど、早期発見、早期対

応が難しい状況もございます。 

 また、復職しても再度、病気休暇・病気休職となる職員もおりますので、

円滑な職場復帰に向けた取組が必要となっているところでございます。 

 職員のメンタルヘルス対策につきましては、未然防止としての心の健康の

保持増進、それから、不調となった場合の早期発見、早期対応、さらに、回

復後の職場復帰支援と再発防止など、職員の心身の健康増進を支援するため

に設置をいたしました健康開発室、ここからルームでございますけれども、

それを拠点といたしまして総合的な対策に取り組んでおるところでございま

す。 

 これらの取組に加えまして、不適切な飲酒習慣、これはメンタルヘルス不

調とも深いかかわりがございます。そのため、管理監督者及び職員を対象と

いたしましたアルコール健康障害に関する研修会なども開催をいたしており

ます。 

 また、今般、労働安全衛生法の一部が改正されまして、平成27年12月から、

常時使用する労働者が50人以上の事業場にはストレスチェック制度の導入が
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義務づけられました。 

 この制度は、労働者自身のストレスへの気づきを促しまして、ストレスの

程度の把握によりメンタルヘルス不調を未然に防止することを目的としたも

のでございまして、三重県におきましてもメンタルヘルス不調の未然防止対

策に位置づけまして、平成28年度からの運用開始に向けた準備を現在進めて

いるところでございます。 

 今後も引き続き、職員の健康管理や総合的なメンタルヘルス対策と職場の

安全衛生管理に取り組んでいきたいと思っております。 

 続きまして、２点目でございます。 

 御指摘の鳥居会館でございますけれども、現在、旧県立看護短期大学で使

用しておりました体育館につきましては、建設年度、これは平成元年３月竣

工でございまして、これが校舎よりも新しく耐震性もございますので、１階

部分を三重県リサイクルセンター等といたしまして、２階部分を各部局共有

の倉庫として活用いたしております。 

 また、旧県立看護短期大学の敷地の一部につきましては、職員駐車場とし

て利用しているところでございます。 

 原則といたしまして、私どもは行政用途を廃止した土地の利活用につきま

しては、みえ県有財産利活用方針に基づきまして、まずは当該土地を所管し

ております部局内におきまして活用方法がないかを検討した上で、活用方法

がない場合は、各部局の総務課長等で構成をいたします県有財産有効活用等

推進会議というのがございますけれども、そこにおきまして庁内全体におけ

る利活用計画の有無の確認を行います。 

 庁内において利活用計画のない場合には、関係市町に利活用について照会

を行いまして、市町において公共・公益的な利用予定がある場合には、その

目的及び財産取得時の経緯を考慮いたしまして、市町に対し無償または有償

により譲渡を行っております。 

 なお、市町でも利用予定のない財産につきましては、民間へ売却を行うこ

ととしておるところでございます。 
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 現在の利活用方針の取組期間が今年度で終了いたします。議員からも御指

摘がありましたけれども、次年度から４カ年の取組指針となります新しい利

活用方針、第二次みえ県有財産利活用方針（案）でございますけれども、そ

れの策定を今やっておるところでございまして、次期方針では、未利用財産

の利活用に係るこれまでの取組を生かしつつ、立地や形状、利用見込み等か

ら、売却せずに貸し付けしたほうがトータルで見て有利であると、そのよう

に判断したものにつきましては、売却以外の手法による活用、貸し付け等で

ございますけれども、それにつきましても検討をしていきたいと思っており

まして、さらなる有効活用を進めていきたいと考えております。 

 また、庁舎等の施設で、現に空室となっておりまして、当面の間、行政用

途での利用見込みのないスペースにつきましては、貸付方法、条件等一定の

整理を行った上で、行政運営に支障のない範囲において貸し付けを行ってい

きたいと考えておるところでございます。 

 鳥居会館につきましても、現在ありますリサイクルセンターや倉庫のあり

方の検討を進めるとともに、第二次みえ県有財産利活用方針（案）を踏まえ

まして、ここの立地や利用見込み等も勘案をしながら民間の情報やノウハウ

を活用いたしまして、民間との協働によります活用方法も検討するなど、県

にとって最適な方法でできるだけ早期に方針を決定いたしまして有効活用を

図っていきたいと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔中川弘巳会計管理者兼出納局長登壇〕 

○会計管理者兼出納局長（中川弘巳） 私のほうからは、会計支援の取組につ

いてお答えさせていただきます。 

 出納局では、各部局の会計事務担当職員が適正な会計事務を行うことがで

きるよう、様々な会計支援を行っています。会計事務に関する相談、各種研

修の実施、検査による事務処理のチェックをはじめ、初任者にはフォロー

アップを重点的に実施するなど、職員や所属のニーズに合わせたきめ細かい

支援を行っています。 
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 また、会計事務コンプライアンス研修にも取り組んでいます。 

 さらに、各部局における会計事務の円滑な執行や業務改善にも積極的な支

援をしています。 

 例えば、事務処理の優良事例を類型化し、全庁において共有化できるよう

な取組や、不用となった物品を出納局で集約して売却、廃棄なども行ってい

ます。 

 こういった取組の結果、会計事務のミスの減少につながり、みえ県民力ビ

ジョン第一次行動計画における県民指標、県の会計事務に是正・改善を求め

る監査意見数でございますが、これも４年間で目標値を上回る約３割の減少

となっています。 

 みえ県民力ビジョン・第二次行動計画では、さらに約３割の削減を目指し

ています。これは、第一次、第二次、合わせて半減の取組になります。 

 今後、会計支援は、これまでの取組を継続し、日々着実に実施することに

加え、さらに効果的に実施することが必要であり、研修の内容や方法につい

ても改善を加えてまいります。そして、行動計画の目指す姿である、会計事

務の担当職員一人ひとりが法令や規則に基づいた適正な会計事務を行うこと

で県の会計事務に対する県民の皆さんの信頼が高まっている、このことを実

現してまいりたいと考えています。 

   〔山口千代己教育長登壇〕 

○教育長（山口千代己） 職員のメンタルヘルス対策の取組について御答弁申

し上げます。 

 本県教職員の精神神経系疾患による休職者数は、平成21年度から増減を繰

り返しながらも増加傾向にあり、26年度は90人、全教職員の0.59％となって

おります。 

 これまでの充実強化の取組といたしましては、平成25年度から、臨床心理

士が学校等に出向き、教職員からの相談を受けるカウンセリング事業の実施、

26年度からは、所属長が長期療養者への支援方法を専門医に相談できる機会

の設定、さらに、27年度からは、新規事業といたしまして、復職者の再発を



－460－ 

防止するためのリワーク支援専門員派遣事業を実施しています。 

 この事業は、臨床心理士が、復職前の職場復帰訓練の段階からおおむね１

年間にわたり継続的に復職者への支援に当たるもので、これまで復職者53人

に175回の相談を受けています。加えて、所属長に対しても支援方法の助言

を行い、所属長からは、円滑な復帰を進める上で大変参考になったという意

見が数多く寄せられております。 

 平成28年度からの新規な取組といたしましては、労働安全衛生法改正によ

り義務づけられましたストレスチェックを全ての県立学校で実施していきま

す。 

 また、小・中学校につきましては、各市町教育委員会に法改正の趣旨やス

トレスチェックの必要性についての周知を行い、適切に実施されるよう、引

き続き働きかけてまいります。 

 さらに、初任者の悩みや不調に早期に気づき対応するため、初任者を指導

する教員への研修を新たに実施するとともに、新任の校長、教頭への研修も

継続して行ってまいります。 

 今後もこうした取組により、教職員が心身ともに健康で、安心して児童・

生徒に向き合える環境づくりを進めてまいります。 

 以上でございます。 

   〔森元良幸警察本部長登壇〕 

○警察本部長（森元良幸） 警察本部におけますメンタルヘルス対策につきま

してお答えいたします。 

 ここ数年、警察本部におきましては、精神及び行動の障害による長期休業

者は年間20名弱、休職者は年間10名前後で推移しております。定員に占める

割合ですが、長期休業者が約0.5％、休職者が約0.3％でありまして、警察の

執行力への影響が懸念されるところです。 

 こうした状況の中、警察本部では、知事部局から保健師の方に出向してい

ただくとともに、平成27年度に新たに臨床心理士を採用し、メンタルヘルス

対策を含めた総合的な健康管理対策ヘルスアップ・21を推進しているところ
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であります。 

 具体的な対策といたしましては、職員自身のメンタルヘルス不全を未然に

防止するためのメンタルヘルスセミナー、幹部職員の対応能力アップを図る

ためのラインケア研修の開催のほか、警察学校の入校者にセルフケアの必要

性について教養を実施し、また、各所属に、メンタルヘルス対策の手引き等

を収納したメンタルヘルス・キットを配付するなどしております。 

 また、臨床心理士による心の健康相談を毎月２回実施するとともに、臨床

心理士と保健師が警察署を巡回し、メンタルヘルスに対する個別相談を実施

しているほか、職場復帰に向けた支援を組織的に行っております。 

 平成28年度にはストレスチェックを全職員対象に実施するなど、警察本部

におきましてはメンタルヘルス対策を年々充実強化してきておりまして、こ

れにより警察の執行力を維持し、県民の安全・安心に貢献してまいりたいと

考えております。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 

○41番（舟橋裕幸） 定年制ですけれども、年金制度ほどとは言いませんけれ

ども、いざ定年を延ばすとなれば随分時間がかかるんですね。前回、60歳定

年を導入したときも10年近くかかったというふうに記憶しています。そう

いった意味では、ちょうど今、三重県職員の年齢構成、50代がすごく多いの

はわかった上なんですけれども、それがはけていったころに完成するために

はもうぼちぼち取り組まなければならないタイミングかなと思って、問題提

起として提案をさせていただきました。 

 また折があったときに、知事会なんかでこんな話が出たわということで議

論の俎上に上げていただけたらありがたいかなと思います。 

 二つ目の今後の防災対策について、県の姿勢をお伺いします。 

 昭和19年の東南海地震、昭和28年13号台風、そして昭和34年伊勢湾台風と、

三重県は過去に大きな地震、風水害に見舞われてきました。しかし、昭和60

年代、防災を所管する消防防災課をはじめ、県庁にも県民にも防災意識は決

して高いものとは言えず、災害は忘却のかなたという感じがありました。 
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 ところが、平成７年の阪神・淡路大震災で防災対策に対する認識は大きく

変わり、同時に、ボランティアの精神が日本に芽生えたときでもありました。 

 その後の平成23年３月、東日本大震災により三重県の防災行政は激変した

と言えます。 

 平成18年に設置された防災危機管理部が24年には防災対策部となり、県庁

組織における筆頭部で、副知事級の危機管理統括管が設置されました。 

 そして、三重県新地震・津波対策行動計画の策定、続いて三重県新風水害

対策行動計画も昨年策定されました。 

 公共事業における予算配分も、防災の視点が強く打ち出されるとともに、

それぞれの地区における防災組織が樹立され、市民の防災意識向上の取組も

大幅に拡充されてまいりました。防災拠点施設の整備に続き、みえ防災・減

災センターが設置され、三重県復興指針や三重県の業務継続計画の策定、三

重県版タイムラインも新たに策定されるなど、県庁の組織見直しや行動計画

の樹立のみならず、自助、共助、公助のそれぞれの段階におけるハード、ソ

フトの充実が図られてきました。 

 確かに、防災対策に向けた環境整備は一定整ったと言えますが、これから

が、行政、地域、県民のそれぞれが幅広く、より高い防災意識を樹立するか

が大きな契機になってくるのではないでしょうか。 

 仏はつくりました。仏に魂を入れるのがこれからの取組というふうに言え

ると思います。 

 間もなく東日本大震災より５年が経過します。現地では、復興、復旧が道

半ばであり、いまだ17万人が避難生活を送っている中、平成27年度防災に関

する県民意識調査結果などによりますと、東日本大震災時に持った危機感を

今も変わらず持ち続けている割合は、平成25年35％から26年には29.6％に低

下し、東日本大震災時には危機感を持ったが時間の経過とともに危機意識が

薄れつつある、の割合が平成25年の45％から26年は53％に高くなるなど、東

日本大震災直後に芽生えた県民の危機意識の低下に歯どめがかからず、家庭

における防災対策も低下傾向にあります。 
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 加えて、地域ごとの防災意識がまだら模様を呈しているのではないでしょ

うか。 

 また、県も、いつ起こるかわからない災害よりも目先の事業を優先する時

代がまた来るかもしれません。 

 これで、防災対策部長が常に熱っぽく語られる県民への防災の日常化が普

及浸透するか、いささか不安であります。 

 こうした中、自助、共助、公助のそれぞれの取組を実践し、防災の日常化

を、県庁をはじめとする行政や地域、県民にいかに根差していき、過去の災

害を風化させることなく、魂の抜けた仏にならぬような取組をいかに進めて

いくか、防災対策部長にお伺いいたします。 

   〔稲垣 司防災対策部長登壇〕 

○防災対策部長（稲垣 司） 防災の日常化をいかに根差していくか、どう進

めていくかという御質問でございますけれども、私は、防災の日常化を進め

るには、水平展開と垂直展開の二つの方向性があるというふうに考えており

ます。 

 その一つの水平展開では、これまで進めてまいりました、Ｍｙまっぷラン

といったような取組を今後もさらに県内各地へと広げていくつもりです。 

 そのためには当然推進役が必要になると思いますが、防災対策部の職員や

指導員だけでは到底足りません。そこで、昨年度、みえ防災・減災センター

に防災人材バンクというのをつくりまして、そこに登録いただいた防災コー

ディネーターの皆さんにその推進役となっていただくことにしたところでご

ざいます。 

 さらに、こうした個人の力だけではなく、地域の組織力をフルに生かした

いと考えておりまして、本年度から、先ほども森野議員の御質問にも少し答

えておりましたけれども、消防団と自主防災組織を対象とした、ちから・い

のち・きずなプロジェクトというのを進めているところでございます。 

 一方、より重要と考えておりますのが防災の日常化の垂直展開のほうでご

ざいます。 
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 災害は忘れたころにやってくるというのは御存じの物理学者寺田寅彦の有

名な言葉でございますけれども、危惧される南海トラフ地震も、今日発生す

るかもしれません。もしかしたら30年後かもしれません。まさに忘れたころ

かもしれないわけです。ですから、防災対策は、未来へと代々引き継がれて

いくものでなければなりません。もちろんその主役は、未来を生きる今の子

どもたちです。 

 そこで、防災対策部では、教育委員会とも協力して、子どもたちが家庭や

地域の中で防災対策の主役となれるような仕組みについても今後検討してい

きたいというふうに考えています。 

 実は明日、津市のリージョンプラザで、宮城県多賀城高校と三重県の伊勢

市立五十鈴中学校の生徒さんたちをお招きして、東日本大震災５年の復興・

交流イベント「若い力がつなぐメッセージ」というのを開催します。ここで

もやはり、主役は子どもたちです。 

 確かに、先ほど議員もおっしゃったとおり、時間の経過とともに防災意識

が薄れつつあるという県民の割合は、毎年毎年、徐々に徐々に増えています。 

 でも、私はよく職員に話しています。人は忘れる動物やんかと、意識が低

下するのは当然やと、むしろ、東日本大震災の直接な被害をこうむったわけ

でもない三重県民の意識がこの程度の低下で済んでいるのは俺たちが頑張っ

ているからやと、だから、諦めずに今の対策をずっと続ければいいんやと。

子どもたちの勉強と同じです。忘れることを恐れずに、繰り返し繰り返し、

どんどん新しい知識や経験を身につければいいと考えています。 

 ですから、私たちは、防災の日常化の水平展開と垂直展開を、今後もひた

すらしつこく続けてまいります。 

 私たちが新地震・津波対策行動計画、新風水害行動計画、そして、もうす

ぐ完成します復興指針の中で掲げた取組を、まさに議員が言われた魂を込め

て着実に進めてまいります。 

 以上でございます。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 
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○41番（舟橋裕幸） 今年の予算を見ていますと、まずサミット、次に地方創

生というのがやっぱりどうしてもメーンになりがちでありますし、しかしな

がら、防災対策だとか少子化対策というのは、息の長い、ずっとやっていか

なければならない取組だというふうに思います。しっかりと緊張感を持って

これからも頑張っていただきたいと思います。 

 次に行きます。 

 地域と若者の未来を拓く学生奨学金返還支援事業430万円についてお伺い

をいたします。 

 新聞によりますと、大学授業料の高騰や両親の経済的理由などで奨学金を

利用する学生が40％程度に上り、学生の就職難や非正規労働の増加から卒業

後も奨学金の返還ができず、生活に苦しむ奨学金返済困難者が増加しており、

社会問題化しているとあります。 

 また、健康福祉部で議論されています三重県子どもの貧困対策計画の中間

案に対し、策定検討委員会の委員から給付型奨学金制度の創設要望があり、

パブリックコメントでも県独自の奨学金制度を整備すべきとありました。 

 こうした中、昨年、県議会において、竹内戦略企画部長が地方創生の一環

として奨学金返済に対する支援を検討するとの答弁をお聞きし、私は大いに

期待したところでございます。 

 ところが、新年度予算に、三重県内の南部地域など条件不利地域での居住

等を条件として、大学生等の奨学金の返還額の一部を助成することにより、

若者の三重県内への定着を促進するため、地域と若者の未来を拓く学生奨学

金返還支援事業が計上されていました。 

 この事業は、事業費も少額であり、地域も人口減少が著しい南部地域など

に限定しており、ある面で私にとっては大いに不満であります。 

 昨年12月、戦略企画部としての予算要望は、本県での就職、就業及び住居

等を条件として大学生等の奨学金の返還を減免することにより、本県の成長

産業及び基幹産業を担う中核的人材の確保と若者の地元定着を図るとして１

億4778万円を要求しています。 
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 それが精査されて事業趣旨も変わり、金額も8116万円となり、その後の知

事査定で、南部地域限定で430万円に大きく減額されました。大幅減額や金

額の問題だとか事業趣旨の変更理由は既に代表質問の答弁で伺いました。 

 確かに人口減少が著しい南部地域対策としてならこれもありでしょうが、

社会問題化している貧困対策としての奨学金返済困難者対策には全く効果が

ありません。 

 そこで、このたびの事業の議論において、奨学金返済困難者対策の視点は

全くなかったのでしょうか。お伺いしますとともに、今後、事業を進めてい

く上で、健康福祉部との協議の上、奨学金返済困難者対策として貧困対策の

視点を加えるおつもりがないかお伺いをしますとともに、答弁者が同じです

からその次の課題も一気にいきます。 

 中央省庁の地方移転についてお伺いします。 

 安倍政権が地方創生の一環として、中央省庁などの地方移転を進めようと

しています。 

 新聞によりますと、東京一極集中の是正と地方活性化を図るため、昨年、

各県に誘致の提案を募り、42道府県から69機関の要望があった。昨年12月、

政府のまち・ひと・しごと創生会議は、移転候補34機関を決定した。現在、

徳島県が誘致を目指す消費者庁と、京都府が求める文化庁の移転の可能性が

高いとされている。ただ、庁内には国会対応や他省庁との連携に課題がある

とし、関係団体の反発も強いと報道されています。 

 こうした中、三重県も気象庁の移転提案を行ってきました。先日の新聞で

は、文化庁は一部を除き京都府へ移転するとの報道がありましたが、三重県

が求める気象庁については何ら報道がありませんでした。 

 政府は３月末までに移転に関する基本方針を決定するとのことですが、新

聞では、国土交通省大臣が、気象庁は政府の危機管理業務を担っており、移

転すれば機能維持が困難になると否定的な見解を示す中、三重県が求める気

象庁の地方移転に向けた取組経過や今後の見通しをお伺いします。 

   〔竹内 望戦略企画部長登壇〕 
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○戦略企画部長（竹内 望） 学生奨学金返還支援事業と、それから中央省庁

の移転の関係、２点御質問いただきました。 

 まず、学生奨学金返還支援事業のことから御答弁をさせていただきます。 

 まず、この事業なんですけれども、本県において、大学進学者の約８割が

県外にするなど、若者が県外に流出している状況を踏まえ、特に流出が加速

している南部地域等条件不利地域における若者定着を目的として創設をする

ものでございます。 

 具体的には、公務員は対象外と現在考えておりますけれども、業種や職種

を問わず対象地域への居住といった点を条件として、奨学金の返還額の一部

を助成していきたいというふうに考えております。 

 この事業は、若者定着に向けたインセンティブとして実施していこうとい

うことで、大学３年生など、これから就業先を決める方を対象として公募し、

就業先が決まっていない段階で奨学金返還支援の対象者を決めていこうとい

うふうに考えております。 

 こうしたことから、就業後の御本人の収入を勘案した制度にすることは難

しいのではないかというふうに考えております。 

 一方で、今年秋の公募に向けた本事業の詳細な制度設計に向けては、支援

対象者の選定に当たって、世帯収入、これは御本人がおられます世帯の収入

なんですけれども、そういう収入要件を一定加味することなども含めて検討

していきたいというふうに考えております。 

 それから、現在、国におきまして、奨学金制度に対する不安を軽減し、安

心して奨学金を借りられるように、御本人の年収に応じて月々の返済額を決

める新たな所得連動返還型奨学金制度の平成29年度からの導入に向けた検討

が行われていることから、その動向の把握に努めていきたいというふうに考

えておるところでございます。 

 それから、気象庁の移転の関係でございます。 

 過度の東京一極集中を是正し、地方における仕事と人の好循環の促進を目

的といたしまして、政府関係機関の地方移転の募集が行われたということで、
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県内市町の意向を確認の上、本県から、気象庁や独立行政法人教員研修セン

ター等、九つの機関の誘致を提案いたしました。 

 本県の提案につきましてはこれまで、事務局によるヒアリング、それから、

有識者会議の委員を交えた意見交換の場等におきまして、移転の狙いや目的、

それから移転に伴うメリットなどを説明するとともに、気象庁に対しまして

も直接提案の趣旨等を丁寧に説明してきたところでございます。 

 また、本県の要望活動に加えまして、全国知事会あるいは中部圏知事会な

どを通じて、国に対して政府関係機関の移転の実現を求めてまいりました。 

 本県の提案に対しまして、これまで気象庁のほうでは、政府の危機管理の

観点から移転に否定的な見解が示されております。 

 このような中、昨日なんですけれども、政府関係機関の移転に関する有識

者会議が開催されまして、そこで、国の機関としての機能確保の点から、危

機管理の観点が中央省庁の地方移転を検討する際の基本的な視点の一つとし

て示されたところでございます。 

 国のほうでは、こういう有識者会議を踏まえまして、今月中にまち・ひ

と・しごと創生本部を開催し、基本方針を決定するということになっており

ますので、気象庁の本県への移転は非常に厳しくなったというふうに受けと

めております。 

 なお、本県と気象庁とは、津地方気象台を通じましてこれまでも非常に緊

密に連携をしてきておりまして、また、気象庁のほうからもさらに強固に連

携していきたいというふうな考えもお示しをいただいておりますので、こう

した関係を大切にしながら本県の様々な取組に生かしていきたいというふう

に考えております。 

 それから、昨日の有識者会議においては、研究・研修機関等の地方移転の

今後の進め方についてもお示しがされまして、その中で、本県が提案してお

りました独立行政法人教員研修センターについては、同様の提案をした秋田

県、福井県、富山県とともに、県等と連携した全国モデルとなる研修の実施

が示されておりますので、文部科学省と具体的な協議を行い、実現に向けて
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取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 政府機関の地方移転につきましては、地方創生を進める観点から、一過性

の取組ではなく、応募条件等の緩和や地方負担の軽減を図るなど、今後も国

家戦略として継続して実施をしていただくように、引き続き国に求めていき

たいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 

○41番（舟橋裕幸） 奨学金の問題ですけれども、たしか国の予算委員会で文

部科学大臣が給付型奨学金実現に向けて検討を深めていく必要があるという

答弁もありましたし、県議会も、実は今、奨学金制度の充実を求める意見書

を出そうかという議論もあります。やっぱりそうしたことも受けながら、地

方創生という枠で考えればおっしゃるとおりだろうと思いますけれども、も

う少し小さく産んで大きく育てるような気持ちを持ってこの対応をしていた

だけたらというふうに思います。 

 地方移転ですけれども、結局無理やという話ですね。思い起こすのは、平

成２年の国会等の移転に関する決議、11年に三重・畿央の話が決まって、

ラッピング電車やとか上野に建物を立てたりとか、ようけ金を使うて頑張っ

てきましたけれども、今や国に窓口もなくなったという状況でございます。 

 こんな大山鳴動してネズミ一匹しか出てこんような話はもうやめて、せめ

て国が、中央から地方へ、国から県へという個々の具体的な権限移譲につい

てもっと積極的に力を入れていくべきじゃないかと思いますけれども、知事

はどう思われます。 

○知事（鈴木英敬） 今回、政府機関の地方移転というのを掲げながら、結果

としてその多くの提案が認められたわけじゃなかったというのは我々も残念

ですし、国も地方も準備が足りなかったのではないかと、どういう理念で、

どういう効果を狙って、どういう条件で移転を目指すのかというようなこと

とかもあったと思いますので、今後改善をしていただきたいと思いますし、

一方で、今、舟橋議員からありましたような、権限、財源、人材、こういう
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ものの移譲についてはまだまだ、私は農地改革のやつをやらせていただきま

したけれども、それでも全然足りなくて、もっともっと分権などについて積

極的にやっていただきたいという姿勢は私も同じであります。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 

○41番（舟橋裕幸） 時間もありませんので、最後に行きます。 

 県立病院についてお伺いします。 

 まず、県立一志病院についてであります。 

 先月、県立一志病院のあり方に関する検討会から報告が出されました。昨

年、検討会が設置され、設置の趣旨は、一志病院については、県立病院改革

に関する基本方針において、県立病院としては廃止し、ニーズに応えられる

事業者への移譲という方針が示されたところです。しかしながら、その後の

同病院を取り巻く状況の変化や、昨年成立した法律に基づき県において将来

のあるべき姿である地域医療構想を策定するとされたことを踏まえるととも

に、同病院の次期中期経営計画の策定を見据え、同病院の将来のあるべき姿

について改めて検討を行うため検討会を設置するとあります。 

 第４回の検討会の際、佐々木健康福祉部医療対策局長は、この検討会は懇

談会・懇話会的な位置づけであり、附属機関ほどの位置づけではなく答申も

しないとの発言があり、一志病院に対し熱い思いを持って出席している参加

者を愚弄するのではないかというような思いを持ったんですけれども、知事

は今議会で検討会の意見をそんたくする必要があるとお聞きしましたので、

少し安心したところです。 

 あり方検討会の報告書では、白山、美杉という限定された地域とはいえ、

人口減少、高齢化が進み、引き続き、入院施設を持つ唯一の病院として一志

病院が提供する医療が必要としています。 

 そのため、在宅医療支援の必要性から、訪問診療、訪問看護を積極的に取

り組む、地域包括ケアシステムの構築の中、保健、医療、福祉の多職種連携

の取組を医療機関の立場から積極的に進める、一次救急医療に貢献するなど

で、また、同病院は家庭医療を担う人材の育成拠点であり、県として人材育
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成のためのプライマリ・ケアセンターを同病院に設置し、育成した家庭医や

看護師を県内の医療過疎地域へ積極的に派遣するとともに、現在まで構築し

てきた教育や研究体制をさらに発展させるプライマリ・ケアに関する教育や

研究を行うとあります。 

 平成22年に出された県立病院改革に関する基本方針で、一志病院の課題に、

高齢者ケアの充実など福祉領域への取組を進めるためには、現在の県立病院

の枠組みの中では制約がありますとあり、だから県立を廃止して民間移譲と

いう考え方でした。 

 検討会の設置趣旨にあるように、平成22年以降の同病院を取り巻く環境は

大きく変化し、訪問診療、訪問看護などを通じ、高齢者ケアなどの福祉ケア

への取組も進めてきました。加えて、民間でできない家庭医療を担う人材育

成の拠点としても、県内のみならず全国的にも評価を得てきました。その結

果、プライマリ・ケアセンター設置が議論されていると考えます。 

 こうした県立病院改革基本方針策定以降の一志病院の取組、実践と評価を

考えたとき、高齢者ケアの充実など福祉領域への取組を進めるためには、現

在の県立病院の枠組みの中では制約がありますという先ほど申し上げた理論

は、強く言えば破綻していると言わざるを得ません。 

 前置きが長くなりましたけれども、こうした中、知事は、県立病院改革基本

方針が出された以降の一志病院をどのように評価してみえるかお伺いします。 

 また、健康福祉部としては地域医療構想を、病院事業庁としては中期経営

計画を策定しなければなりません。このたびの検討会における地元を代表す

る委員の意見をどのように受けとめ、それぞれの策定に反映されるかお伺い

したいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 県立一志病院の評価についてということであります。 

 昨年12月４日に舟橋議員にお答えしました。ちょうど３カ月ぶりでありま

すけれども、ほぼ全く同じ答弁になる可能性がありますが述べたいと思いま

す。 
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 現在、一志病院では、家庭医による医療を提供するだけでなく、県立病院

改革に関する基本方針が策定された平成22年３月以降、福祉関係者や保健関

係者などの多職種連携による地域包括ケアを推進するなど、地域においてな

くてはならない医療機関となっていると認識しています。 

 また、家庭医の育成拠点として、家庭医療の教育、研究の場としても重要

な役割を担っているものと認識しているところであります。 

 あわせて、四方院長以下病院スタッフの皆さんは大変精力的に仕事もして

いただいておりますし、地域の皆さんにも様々御協力いただいていることに、

改めて感謝申し上げる次第であります。 

   〔佐々木孝治健康福祉部医療対策局長登壇〕 

○健康福祉部医療対策局長（佐々木孝治） 県といたしましては、三重県立一

志病院のあり方に関する検討会の意見を踏まえまして、報告書を取りまとめ

る立場でございます。そして、この報告書の中でございますけれども、地元

委員をはじめとする委員からの、例えば一志病院は白山・美杉地域にとって

なくてはならない病院であるとか、地域における実践的な教育を通して看護

師の質を上げていくことが地域の人にとって望ましい、といった意見を十分

受けとめさせていただきまして、報告書の中で、今後も津市白山・美杉地域

において入院施設を持つ病院として一志病院が提供する医療が必要であるこ

と、現在までに構築してきた教育や研究体制をさらに発展させ、プライマ

リ・ケアに関する教育や研究の機能を担うことなどについて記載したところ

でございます。 

 また、検討会では、運営形態として今後も県営を望む声が多数あったこと

から、本検討会は一義的には運営形態の議論を行うものではなかったものの、

報告書にその旨を記載することといたしました。 

 次に、地域医療構想でございますけれども、津区域の地域医療構想にこの

報告書の内容を直ちに反映する予定はございませんが、地域医療構想調整会

議では、当該区域におけます医療機能の分化、連携のあり方について議論を

行う中で、医療機能ごとの病床の取り扱いを含めまして、一志病院について
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も触れられる可能性があると考えております。 

 なお、調整会議には、一志病院の院長や、津市の代表の方も委員として参

画いただいているところでございます。 

 以上でございます。 

   〔加藤敦央病院事業庁長登壇〕 

○病院事業庁長（加藤敦央） 県立一志病院についてお尋ねがございました。 

 三重県立一志病院のあり方に関する検討会での意見をどのように受けとめ、

中期経営計画策定に際してどのように反映するのかということで御答弁を申

し上げます。 

 三重県立一志病院のあり方に関する検討会の意見を踏まえた報告書におい

て、今後のあるべき姿として取りまとめられている内容としましては、議員

御所見もございましたが、白山・美杉地域の高齢化が急速に進む中、訪問診

療、訪問看護などに積極的に取り組む必要があること、地域包括ケアシステ

ムの構築が求められている中、保健、医療、福祉の多職種連携の取組を医療

機関の立場から積極的に進める必要があること、地域医療等に必要な人材を

全県的に確保していくため、三重大学と連携しながら家庭医療（総合診療）

を担う医師、看護師の育成を図ることが必要であり、育成した人材を県内医

療過疎地域へ派遣する機能が期待されることなどが挙げられています。 

 こうした内容は、一志病院がこれまで、院長をはじめとする職員が一丸と

なって進めてきた取組であり、それを評価いただいたものと受けとめている

ところです。 

 今回のあり方検討会を踏まえた報告書の内容につきましては、中期経営計

画に反映させるべきものであると考えますが、新たな中期経営計画につきま

しては、現在、検討が進められている地域医療構想の内容や、今後見通しが

示される一志病院の運営形態を踏まえ、平成28年度中に策定したいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

   〔41番 舟橋裕幸議員登壇〕 
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○41番（舟橋裕幸） うっかり志摩病院の質問を忘れていました。 

 先に志摩病院のことを、もうこれは先ほど中嶋議員が御質問されましたの

で、趣旨は同じと受けとめていただいていいと思うんですけれども、ただ、

私自身は、基本協定の見直しというところまで突っ込むのではなくて、指定

管理者を入れました、そして、指定管理条件を中で３年後には約束どおりし

てくださいよと言ったはずですが、もう既に４年が経過をし、医者は集まっ

ていない、二次救急は目的どおりいっていない、小児科、産科、婦人科、そ

れぞれも約束事ではない、志摩地域の医療を考えるときに、指定管理者に尻

ばかりたたいて何とかできやんのかと言うだけではとてももたないだろうと

いうふうに思います。やっぱり志摩地域の全体のことを考えた際に改めて検

討し、財政的支援も含めてしっかりとした今後の志摩病院なり志摩地域の医

療のあるべき姿をきちっと議論した上での志摩病院の位置づけについてしっ

かりと議論をしていただきたいということをまず申し上げておきたいと思い

ます。 

 これはもう質問をやめておきます。 

 一志病院ですけれども、大切やということは、済みません、12月も聞かせ

ていただきまして、今回も改めて復習をさせていただきましたけれども、

佐々木医療対策局長が、この検討会はあり方を、経営形態についての議論を

する場ではないとさっきもおっしゃいました。事実、報告書の中にも、最後

の文章の中にそれが出ています。 

 しかしながら、検討会の設置のための設置要綱の１条の目的や３条の所掌

事務の中には、いわゆる経営形態についての議論は除くとか、しないとか、

何も書いてないんですよね。来た人らはみんな経営形態について、何とかし

て当分の間を外して県立県営をしてほしいという思いが物すごく多かったの

は、議事録を読んだり、３回目、４回目の傍聴をしたりというような中での

私の受けとめでございます。 

 とりわけ検討会最終回のことですけれども、これは知事にも報告が上がっ

ておるようで激論があったそうですがという言葉を使われてみえましたけれ
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ども、既に事前に配られた報告書の原案に対して地元の方々が、検討会委員

の意見を十分に反映されたものでないため同意できません、初めに結論あり

きの考えを進捗させる手続のためにこのような検討会を開催することは県の

信頼を失墜させることになりますので、今後、本検討会のような事務局運営

をされないことを要望しますという意見書がその委員11名の中の８名の署名

つきで提出されたというのは聞いてみえるとおりだろうと思います。 

 そして、その結果、最終的な報告書には、恐らく嫌々つけ足したような付

録のような書き振りですけれども、本検討会は一義的には運営形態に係る議

論を行うものではなく、まだ言っているんです、将来にわたる同院のあるべ

き姿について検討を行うものであるが、会議においては、県が基本方針と示

した当分の間は県立県営での運営を行うの中で、「当分の間」を削除し、運

営形態について今後も県営を望む声が多数あった、と付記されています。 

 知事が先日、検討会の意見をそんたくするとおっしゃいました。そんたく

するということは、他人の気持ちを推しはかることと、辞書を見ると書いて

あります。 

 検討会の報告の、先ほど申し上げた数行が地元の強い要望であります。

しっかりと知事にはこの気持ちをそんたくしていただいて判断をいただきた

いと思います。本当は判断の時期があと２カ月後ぐらいというお話でしたの

で、いわゆる津市との調整、プライマリ・ケアセンター、多職種連携、この

三つを含めて、プライマリ・ケアセンターは動いていないのにそのことも含

めて判断するには余りにも短過ぎるのではないか、慎重に検討した中での判

断をいただきたいなというふうに、知事にお願いをしておきたいと思います。 

 質問は以上でございますけれども、今回、私も県職員のままでしたら今年

３月定年退職でございます。私と同級生の定年退職組の部局長を中心に今回

は質問をさせていただきました。そういった意味で、その部局長、定年退職

をされた、その後どうなるか知りませんけれども、田川、北川、野呂、そし

て今の鈴木県政、長くお務めいただいたことに感謝を申し上げ、これからも

御健康での御活躍を祈念して質問を終わります。 
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 ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 以上で、県政に対する質問を終了いたします。 

 

議 案 の 上 程 
○議長（中村進一） 日程第２、議案第70号から議案第101号まで並びに議提

議案第１号を一括して議題といたします。 

 本件に関する質疑の通告は受けておりません。 

 

議 案 付 託 
○議長（中村進一） お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議案第70号から議案第101号まで並びに議

提議案第１号は、お手元に配付の議案付託表のとおり、それぞれ所管の常任

委員会に付託いたしたいと存じますが御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中村進一） 御異議なしと認めます。よって、本件はそれぞれ所管の

常任委員会に付託することに決定いたしました。 

                                    

議 案 付 託 表 

 総務地域連携常任委員会 

議案番号 件          名 

９９ 
工事請負契約について（三重交通Ｇスポーツの杜伊勢陸
上競技場整備（建築）工事） 

１００ 
工事請負契約について（三重交通Ｇスポーツの杜伊勢陸
上競技場整備（電気設備）工事） 

 

 

 

 



－477－ 

 健康福祉病院常任委員会 

議案番号 件          名 

８８ 
三重県指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運
営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例案 

８９ 
三重県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定
める条例の一部を改正する条例案 

９０ 
三重県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準
を定める条例の一部を改正する条例案 

９１ 
三重県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営
に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例案 

９２ 
三重県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す
る基準等を定める条例の一部を改正する条例案 

９３ 
三重県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関
する基準を定める条例の一部を改正する条例案 

９４ 
三重県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運
営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案 

９５ 
三重県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に
関する基準を定める条例の一部を改正する条例案 

９６ 

三重県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び
運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例等
の一部を改正する条例案 

 

 教育警察常任委員会 

議案番号 件          名 

１０１ 損害賠償の額の決定及び和解について 
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 予算決算常任委員会 

議案番号 件          名 

７０ 平成２７年度三重県一般会計補正予算（第８号） 

７１ 
平成２７年度三重県県債管理特別会計補正予算（第２
号） 

７２ 
平成２７年度三重県母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸
付事業特別会計補正予算（第２号） 

７３ 
平成２７年度三重県立小児心療センターあすなろ学園事
業特別会計補正予算（第３号） 

７４ 
平成２７年度三重県就農施設等資金貸付事業等特別会計
補正予算（第２号） 

７５ 
平成２７年度三重県地方卸売市場事業特別会計補正予算
（第２号） 

７６ 
平成２７年度三重県林業改善資金貸付事業特別会計補正
予算（第２号） 

７７ 
平成２７年度三重県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計
補正予算（第２号） 

７８ 
平成２７年度三重県中小企業者等支援資金貸付事業等特
別会計補正予算（第１号） 

７９ 
平成２７年度三重県港湾整備事業特別会計補正予算（第
２号） 

８０ 
平成２７年度三重県流域下水道事業特別会計補正予算
（第３号） 

８１ 平成２７年度三重県水道事業会計補正予算（第３号） 

８２ 
平成２７年度三重県工業用水道事業会計補正予算（第３
号） 

８３ 平成２７年度三重県電気事業会計補正予算（第４号） 

８４ 平成２７年度三重県病院事業会計補正予算（第４号） 

８５ 平成２８年度三重県一般会計補正予算（第１号） 
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８６ 
議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関す
る条例の一部を改正する条例案 

８７ 三重県手数料条例の一部を改正する条例案 

９７ 農林水産関係建設事業に対する市町の負担について 

９８ 土木関係建設事業に対する市町の負担について 

議提１ 
三重県議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関
する条例の一部を改正する条例案 

                                    

○議長（中村進一） これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○議長（中村進一） お諮りいたします。明５日から21日までは委員会の付託

議案審査等のため休会といたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中村進一） 御異議なしと認め、明５日から21日までは休会とするこ

とに決定いたしました。 

 ３月22日は、定刻より本会議を開きます。 

 

散          会 

○議長（中村進一） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後４時17分散会 

 


